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論文内容の要旨
博士論文題名：国際教育協力の動向と方略一学際的アフローチー

学位申請者 内海 成治

 国際協力は現代の日本が担わねばならない現実的課題である。現実的な課題とは、

ある状祝の中で否応なしに引き受けねばならない重荷の事である。現実的な課題、実

践的な課題としての国際協力を科学するとは、実践的な取り組みにおける経験的知見

を集約して、目標をより効果的かっ効率的に達成する方法を見つけることである。こ

れまでに国際協力の実施のために企画立案、実施、評価のそれぞれの領域においてさ

まざまな手法が開発されてきた。しかし、こうした手法はプロジェクトのある一面を

明らかにすることはできるが、プロジェクトの全体的な意味を明らかにすることは困

難である。なぜならば国際協力プロジェクトは常に変化している動的な存在であり、

ひとつの過程だからである。そのため国際協力は手法だけでは捉らえることができず、

観察し、参加し、感ずることが必要となる。国際協力の目的が貧園の克服であり、人

類の尊厳と公平を目指すものである限り、入間を中心にした多様なアプローチが必然
的に要請され、その研究は学際的に行われる必要がある。

 本論文はこのような観点から国際協力、特に教育分野を中心とした関連領域におけ

る国際擦力をいくつかの字間領域にまたがって検討したものである。大きく分けると

国際的な援助動向と我が国の政策、個別プロジェクトにおける課題の2つの領域であ
る。第1部では、国際教育協力の理論的な側面を国際的および国内の動向を政策論議

も含めて議論した。ついで教育闘発モデルの問題と国際N GOの問題を検討した。第
2部は個別のプロジェクトにおける課題として、国際教育協力における教育メディア

利用、カリキュラム開発、メディア方略の作成、画像理解の課題を取り扱った。最後
に国際協力研究のあり方を検討した。

【国際教育協力論の領域と課題】

 国際教育擦力は教育という営みの特殊性から検討することが必要であり、そのため

主として投資の効率性から判断する開発経済学の視点からの批判は妥当性を持たない

ことを検証した。開発途上国の教育開発の状況は個々の国の状況によって大きく異な

っているものの、国際的な教育開発の格差は広がりつつある。こうしたなかで国際教

育協力の摘れは90年代以降、量的拡犬から質の充実、学習の達成や社会的公正へと
大きく変化してきたことを、「万人のため教育世界会議」や経済協力開発機構（O E

CD）開発委員会（D AC）の「新開発戦略」、および我が国の教育援助政策のなか
で明らかにした。この動きの中で、国際教育協力論として扱う課題として、援助協調

への対応、社会的弱者への対応、教育協力の評極、人材の育成等が重要であることを
指摘した。

【教育開発モデルの検討】

 教育開発モデルの形成は各国の就学率とGN Pを比較することから始まった。初等
教育就学率が一入当たりのG N Pと相関を示さないために、中等教育や高等教育就学

率を含めた指標を作成し、それと経済的な指標との相関をとるケースが多い。しかし、
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教育開発にとって経済は所与の条件のひとつに過ぎず、それ以上のものではない。つ

まり、同じ経済閣発状況にある国や地域であっても教育開発の状況は様々だからであ

る。そこには文化、歴史、地理、宗教、政治的安定性等の社会的な諸条件が強く影響

している。近年の教育開発モデルには政府の役割や政策の重要性を指摘している。教

育開発にとって政府の役割は大きいが、それは正に働くだけではなくマイナスにも働
く。政治的安定性は教育開発にとって決定的に重要である。そのことはアフリカや中

南米での初期の構造調整政策が大きな影響を与えたこと、アフリカの内戦が教育に壊
滅的な打撃を与えたことからもうなずける。国際教育協力には教育のみならず幅広い

領域の検討が必要であり、総合的な旛策のなかに支援が位置付けられることが求めら

れている。教育開発モデルは開発の方向性を検討するには有効であるとしても、あく

までもひとつのアプローチに過ぎず、より幅広い知的なネットワークを構築し、政策

として実現させて行くことの必要性を指摘した。

【パートナーシップおよびチェンジエージェントから見たN GOとODAの検討】
 NGOの組織、活動の特徴は多様憧であるが、全体的な方向性として慶接援助から
間接支援への変化が指摘されてい。つまり、直接的な救援活動から小規模な地域関発
へ、さらに新しいシステム形成やオルタナティブな開発へむけてのアドボカシー活動

への変化である。日本の代表的なNGOもその方向を辿っている。これはNGOが開
発の主体からパートナーへと変化して行くことを示している。

 パートナーの在り方、すなわちパートナーシップはDAC新開発戦略によって広く
知られるようになった。現在の開発の課題は多党割や地方分権化を含んだ良い統治、

市場経済化に伴う民間部門の育成、環境問題、男女格差の是正など、これまでの開発
の主撹であった経済的条件整備すなわちハードとは異なったソフト面での課題である。

こうしたソフト面の課題は政治状況の変革や経済システムの大きな転換を含んでいる

ために、闇発途上国自身のイニシャティブが必要である。開発は途上国のイニシャテ

ィプで行われるべきであり、国際協力はそのイニシャティブが発揮される際の条件整

備を行うのである。そのような関係において先進国と途上国は開発におけるパートナ

』になる。こうした開発におけるパートナーシップは、N GOも含めた援助機関が途

上国の開発におけるチェンジエージェントとして働くことを打出したものと見ること
が出来る。

 チェンジエージェントとはロジャース（R㎎ers互verett蝪1971）がイノベーション

の伝播における重要な役割を担うものとして検討したものである。チェンジエージェ

ントの働きの重要な概念として同質性H㎝ophi1yと異質性脆terophi1yがある。同
質性と異質性はコミュニケーションの行われる二入の入間の属性の類似している度合

いを示す概念である。開発におけるチェンジエージェントは本質的に異質性の高い．社

会や人との間のコミュニケーションを行うために、夕一一ゲヅトとの同質性の高い補完

的工一ジェントを採用することが必要となる。

 これまで開発チェンジエージェントとしてのODAとN GOは同質憧／異質性の視
点からは大きく異なっていた。ODA援助機関は途上国との異質性が高く、NGOは
途上国との同質性が高い。しかし、近年は○DAにおいては補完的エージェントの活
用によって途上国との同質性を高めようとしている。NGOは間接協カベの傾斜によ
って途．上国との同質惟の弱まり、同時に日本社会との同質性の高まりが認められる。

それゆえに現在はOD AとN GOの間の異質性が弱められ、協調・協働の可能性が高
まっていることを明らかにした。
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｛教育メディア利用の検討】

 教育メディアを文化、言語、教育的背景の異なる開発途上国で使用する場合には、

これまでの教育メディア選択理論では不十分であり、それぞれの国や地域における人
々のメディア利用の実態とメディアの役割を把握することが必要である。そのための

方策としてメディア環境調査を行った後に、個々の目標に合せたメディア選択を行う

ことが望ましい。メディア環境調査は研究者が対象となる人々の生活と意見に実際に

触れることを可能にするため、メディア教材の作成に当たっても重要な知見を与える

ことことになる。

【海外研修員に対する研修カリキュラムの開発】

 海外からの研修員の集団研修コースはO D Aによる技術協力の重要な柱であるが、

そのカリキュラムの開発と実施に当たっては、一入一入のバックグランドや語学能力
が多様であるため、日本人を対象としたプログラムとは異なるいくつかの方略を必要

としている。この章では視聴覚技術コースを例として、カリキュラムのセグメント化、

教材のモジュール化、ミクロ評極の導入等により、多様な研修員に対応した集団コー
スの運営の可能性を指摘した。

【入口家族計画プロジェクトにおける方略形成】

 技術協力の主要な形態であるプロジェクト方式技術協力における方略形成を、トル
コ入口教青促進プロジェクトを例として検討した。都市と農村でのメディア環境調査

を実旛し、両者に家族計画情報に関するタブー性に差があること、テレビ・ラジオか

らの家族計画情報は到達しているにも係わらず態度や実践に結びっいてないこと、医

師や助産婦による対面コミュニケーションが重要なことなどが明らかになった。これ
らは家族計画コミュニケーションの特殊性から導かれる側面もあるが、トルコの宗教、

教育、文化的状況。そして保健政策の影響が複合的に現れている。こうした調査結果

から、助産婦への研修と教材の供与、マスコミからのメッセージの都市と農村に対す

る差別化等を柱とするメディア方略が示唆される。

【画像理解促進のため教育的働きかけの必要性】

 国際協力が直接地域の人々を対象とした活動へと傾斜して行く中で、非識字者ある

いは教育水準の低い人々に対する教育活動の重要性が指摘されている。こうした人々

に対する教育活動には画像が使用されることが多い。画像は知識の学習のみならず学

習した概念の想起を促すことも指摘されている。しかし、非識字者や教育水準の低い

人々の画像理解には同じ傾向が認められる。東南部トルコの農村女性の調査において

も、摘象度の高い画像は理解されない、二つの絵からひとっのメッセージを得ること

は困難である、画像が時間を表していることを理解することが難しいなどの結果を得
た。

 教育水準の低い人々に対する画像の教育利用はふたつのアプローチを常に検討する

必要がある。ひとつは人々の画像理解の水準と傾向を把握することであり、いまひと

つは村人の画像理解の水準を引き‡げるための教育的働きかけの必要性である。後者

は人々が近代的な医療、公衆衛生、科学技術、農業技術を獲得するために不可欠な学
習の一部をなすものである。識字教育は重要であるが、画像によって生活改善的な知

識、技能を獲得することが早急に必要だからである。
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r国際教育擦力研究におけるアプローチの問題】

 本論には国際教育協力の国際、国内、個別プロジェクトにおける動向の分析という

縦糸のなかに、それぞれの段階で中央政府から地域社会の人々や子どもを直接的な対

象とした協力に転換するためにはどうしたらよいのかという間が横糸として貫ぬかれ
ている。O D Aは形態としては政府から政府への協力であるが、目的は地域社会、そ

こに暮らす人々や子どもへの支援だからである。国際教育協力の対象を子どもと人々

に移行させ、それを意味のあるものにするためには、政策と実旛方法の変更のみなら

ず研究調査のあり方の変化も必要とされる。

 国際教育擦力の研究課題は多くの領域にまたがり、多領域の研究者を必要とするた
め必然的に学際的アプローチが要請される。そのための体制および環境の整備とと一も

に調査研究のあり方も課題となる。

 研究体制および環境の整備としては、大学を含めた研究機関の学際的な研究体制の

促進やネットワーク作り等の体制整備と意識改革が求められ、また政府にあってはO

DA資金の研究領域への活用、すなわち研究調査評価等へ資金の投入を促す措置が必
要である。

 国際教育協力における調査研究のあり方としては、対象となる子どもが、そして地

域の人々が調査の主体となりうる調査研究が求められていると言える。つまり、調査
研究そのものが人々の参加を前提とし、調査されるサイドと調査するサイド両方がベ

ネフィットを受けることの出来る形式が要請されているのである。ODAの神組みか
ら云えば、調査研究の費用もO D Aとして途上国に供与されるのであるから、それ自

体が人々の生活を豊かにするものでなくてはならないからである。
 調査．研究の名のもと研究者が一方的にデータを取る形態はもはや取ることは出来な

い。フィールドワーク活動自体にも相互性が求められており、研究者は観察者ではな

くその地域への参カロ者、その地域の一員として行動することが要請されている。旅人

としての研究者ではなく、同伴者としてのあり方が必要である。

 学際的なアプローチと地域への研究者自身の参加性があいまってはじめて国際教育
協力研究が子どもと人々とまなざしに耐えるものとなるのである。その方法を実践的
に検討することが次の課題である。

                                  以上
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痔；  言窩

国際協力とその探求における
  学際的アプローチの意味

ユ、国際協力とは何か

 国際協方は現代の日本が担わねばならない現実的課題である。現実的な課題とはあ

る状況の申で、否応なしに引き受けねばならない重荷の事である。現在の国際社会に

おける日本にとって国際協力は必要不可欠な課題ということであり、過去の日本の歴

史に現れなかった新しい課題である。日本の国際協力は未だ歴史家の扱う問題ではな

く、現代に生きるわれわれが直接担わなくてはならない問題であり、重荷である。

 1955年に日本がコロンボプランに参加し、国際協力を開始してからすでに45

年が経過した。日本は1991年以来世界で最も多額の政府開発援助（以下O DA）

を実施しているトップドナーである。98年のODAの事業予算は1兆3801億円
で国民一入当りのODA額は1万円を越えている。1）

 毎年10月6日は「国際協力の日」とされ、記念シンポジュウムをはじめとする催

時が行われ、外務省からは『我が国の政府開発援助』（O DA自書）が発行される。

もう10年も前になるが90年の記念シンポジュウムのパネルディスカッションにカ

ナダ国際開発研究センターのアイヴァン＝ヘッド総裁（当時）がパネリストとして参

加した。彼の意見は値の参加者と異なって際立って理念的であり、そのため会場の現

実的な課題に如何に対処するかという立場と噛み合わなかったと批判された。その時

の議事録からヘッド氏の意見を見てみよう。

 「50年の開発援助の歴史の中で、目的は達成できなかったとはいえ、少なくとも

世界全体がお互いに助け合おうという認識があったことは、人類が示した偉大な行為

の一つだったと、後世の歴史家は認めてくれるだろう」。「開発を進めていく際に見

逃してはならないのはあくまでも『人聞の尊厳』を目標にしなければならないという

こと。（中略）南の国の人々が持つ、自らの運命を切り開いて行く力を、信じなけれ

ばならない」。「大切なのは、途上国の貧困問題にどんな対策が講じられるかだけで

はなく、私たちの社会の中で”公平”という困難なテーマにどうすればきちんとし

た解決策を見出すことが出来るかということ」。（『国際協力』1990年ユ0月号）

 この当時私はトルコに赴任しており、技術協力プロジェクトのリーダーとして勤務

する中で「国際協力とは何なのか」と自問自答していた。日本から初冬のアンカラに

送られてきた雑誌でこの発言を読んだ。私はヘッド総裁と一面識もないが、この記事

を読んだ時、目が覚める思いがした。アフリカの野に誕生した人類は地に満ち、病気

を克服し、原子のエネルギーを千に入れた。文明は進歩した、しかし私たちの心は進

化しているだろうかと、間い掛けられている気がしたのである。現在、日本が世界の

トップドナーとして、その先頭に立った国際協力は、人類の歴史の中で新しく出現し

た課題である。新しい酒には新しい皮袋が必要なように、そこは新しい考え、新しい

思いが必要だろう。方法論だけでは駄目だとヘッド氏は言っている。そしてその際の
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キーワードは「人間の尊厳」と「公平」なのではないかと、私には感じられた。私た

ちにはこのような大きな課題にζう応えていけるであろうか。

2、国際協力の目的

 199．2年6月30日に「政府開発援助大綱」が閣議決定された。ODAに関する
基本法が制定されてない我が国においてはこの大綱がODA政策の基本となるもので

ある。大綱はこれまでさまざまな機会に行われた決議や政府文書をまとめたものであ

る。（例えば1998年6月22日の衆議院本会議で採択された「国際開発協力に関
する決議」）。日本のODAの基本政策は開始以来大きな変化はないと考えてよいで

あろう。

 大綱ではO DAの基本理念を次のように述べている。

 「世界の大多数を占める開発途上国においては、今なお多数の人々が飢餓と貧困に

苦しんでおり、国際社会は入道的見地からこれを看過することはできない。

 また、世界は、平和と繁栄が実現され、自由、人権、民主主義等が確保される社会

の構築に向けた努力を行っているが、開発途上国の安定と発展が世界全体の平和と繁

栄に取って不可欠という意味での国際社会の相互依存関係を認識しなければならない。

 さらに、環境の保全は、先進国と開発途上国が共1司で取り組むべき全入類的な課題

となっている。

 一方、平和国家としての我が国にとって、世界の平和を維持し、国際社会の繁栄を

確保するため、その国力に福応しい役割を果たすことは重要な使命である。（後略）」

 基本理念には4つの点が挙げられている。つまり、・「入道的見地」「相互依存関係

の認識」「地球規模の環境課題」「国力に相応しい役割」である。国際協力の理念と

して、「入道的見地」と「相互依存関係の認識」、「環境課題」は他の援助国でも言

われていることであり、国際鉤にも一般的な見解と考えてよいであろう。

 こうした点に関しては、例えばO DA自書では次ぎのように述べられていた。入道

的考慮とは、豊かな国となった日本が「貧困、飢餓などで苦しむより恵まれない国々

を跡けることは、富める国の責務である」（以下引用は「我が国の政府開発援助 1

989」）。「開発途上国における貧困というものは、日々の食事にも一事欠いたり、

医療や水といった基本的なサービスさえも溝足に得られないというように、我が国に

おける貧しさとは比べ物にならないほど深刻である」。また相互依存関係に関しては

「経済大国として世界最大規模の貿易黒字と対外債務を持っ我が国は途上国に資金を

還流すべぎであ．り．、OD．Aによる支援・は重要な貢献である・」・、「我が国は食糧、エネー

ルギー等の対外依存度が非常に高く、その繁栄は途上国経済の安定的発展に大きく依

存しており、途上国の経済開発は我が国の国益に合致する」、「援助によって途上国

の経済社会開発と民生の向上に貢献することで、その国の政治的安定を高め、ひいて

は地域全体の安定に寄与する．」。．．

 この「入道的見地」と「相互体存関係の認識」は国際協力の理念として極めて当然

のようだ。しかし．ながら、考えてみればこの2つは両立し。ない。概念であり、この2っ

がこのように並べられるのは矛盾しているのではないか。なぜなら、本当に世界が相

互依存の関係にあるのであれば、途上国の貧．しさは先進風の豊かさ一と相互依存の関係

にあり、開発途上国は貧しい国だから豊かな国は国際協力するべきであるというのは
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決して人道的立場とは言えない。豊かな風の豊かさは、貧しい風の貧しさg故に存在

することになり、それを前提にした国際協力は入道的な配慮とは言いにくいからであ

る．σつまり、あ．る相互関係が存在してし．、．る。場合、両者の次の相互関係は入道ではない

からである。自分で相手を傷つけて、その傷の手当をすることは入道とは言わないか

らである。．．よきサマリ．ア入をよき人としているのは彼が無関係な旅人を助けたから一で

ある。貿易黒字や対外債務として多額の資金を獲得して、それを返すというのは入道

的考慮と言えるのだろうかということである。

 しかし、このような論議は無駄であろう。そもそも国際協力の概念そのものが複合

的な．ものであり．、次元の違う．考えをつないだものだからである。」つま…り一、国際協力は、．

ひとつの現実であり、現実的な課題なのである。このような現実的課題の理念を観念

で分析し．ても意味がない。

 この章の冒頭で述べたように、国際協力はわれわれの担わなければならない重荷な

のである。．それは二重の意味で重荷である。ひ．とっぱ国際協力を必要とする現実に直一

面してい一るということ。2っ目はその現実はわれわれと直接的に関係しているという

ことであ．る．ひ先に理念とし．て挙げられた「入道的見地．」と「相互依存関係の認識」は

この2つの重荷を別な形で表現したものであると言えるであろう。

 確かに開発途．上国の貧しきは圧倒的である。かつてネノ．トルの禄で婦人を。インタ．．ビ

ューした。自分の年齢を知らないというその女性は、共同水道で数枚のアルミの皿を

藁と牛糞で洗っ．てい．たびバンクラデヅシュの首都．ダッカにあ．る．巨大な心勝病研究病院

に調査に行ったとき、その病院の前に処方嚢を見せながら金を無心するたくさんの入

がいた。．診療は無料だが薬は有料である。人々には処方劉こ書かれた薬を買＝う金がな

いのである。

 し．かし．、その貧しさと同時に途上国には真新しい高＝級車が走りまわっ．ている。超高

級住宅街がある。もちろん豊かさとと貧困はどこにでもある。ただし、所得の不平等、

口．レンツ曲線の湾曲の度合～．、は先進工業国一よりも途上国．の方が強し．、。つま．り所得格差．

が大きい。問題はこの大きな所得格差を産み出しているものは何かということである。

途上国の経済の．後進性、土地所有劔度、一次産品の輸出．に依存した経済体制等がその

ような所得格差と貧しさを産み出している原因だとしたら、そのような経済構造に相

互依存関係にある一次産品の輸入国で．ある先進国がその貧しさに責任があるというの．

は論理的な帰結である。しかし、一方で人類の歴史において、現代の先進国が最も所

得格差が小さ．い」とい．う．ことは疑間の余地がない。開発を進め．、近代化を進め．る．ことが

貧困からの脱出であり、所得格差を小さくして行く道であることは確かであろう。現

在ま、でのところ、それ以外の追は実現されていないか．らである。「開発。途上国」．とし．、

う言葉自体がこのような考え方を表明している。振り返って考えると、先進国におい
ても夫だに所得格差は欠き．いの．であ．り、これは克服されなくてはならない課題なので

ある。豊かな国も実は貧しいのである。この豊さと言われるものは相対的なもので．し

かない。その意味で、貧しさにおける先進国と途上国の差は程度の差でしかなく、本

質的な差ではないということに牟る。もちろん、あまりに大きな程度の差は質的な転

換を伴う．にしても．、この地球世界は、人類の理想とは程遠く、未だにダーウィン的世

界、競争の世界なのである。それゆえにこそ国際協力がこの現実を乗り越えていく方

策のひとつとして入道的という言葉を冠す．るに値するのであろう。つま、り国際協力と

は、相互依存という経済競争の渦巻く厳しい世界であるからこそ、その現実を踏まえ
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て人類の理想を実現す、るための努力のひとつと言いうるのである。

3．ODA税判と実施上の問題

 ODAが増加するに従って人々のODAに対する関心も大きくなり、新聞や雑誌の
紙面には援助開運の記事が多．くなっ一た。その反面、ジャーナリズムには援助一に対する一

野間の声が大きい。「もともと政府開発援助は、南北間の格差を縮小し、地球上から

貧国や飢餓をなくしていく一ために制度化されたはずのものだが、ODAが制定されて

30年、南北間の格差は一部の新興工業地域（N I E S）を除いてはほとんど縮小せ

ず、かえって多．くの途上国は債務の重厚に織ぎ、そして衣食住の基本的必要を溝足に

満たすことのできない最貧層の住民の数は大幅にふえている」（西川潤1989）。
「日本の援碑には、．光と陰の部分があるσ日本政府は、青年海外協力隊とか難民救済、

飢餓救済、災害援助など、援助の光の部分を前面に押出して、国民の援助に対するイ

メ．一ジ形成を図る．う．と努めてい．る。その．ため．、一般．には、援助．の．陰の部分は、国民に

は知らされていない。一中略一むしろ日本の援助においては、陰の部分が多くの割合

を占めている。とりわけ由々しい問題は、援助資金の流れが不明朗なことである」一

（鷲見一夫1989）。
 また、国際協力の．実施上の問題点も．、．さまざまな疑惑や事件として明ら．かにざ、れて

いる。1986年2月の国際協力にまつわる「マルコス文書」、同年の夏の国際協力
事業団．（．Jし工CA）．職員の収賄、89年の機材の入札に関する労働省間題等は、．「援」

助実施に関する不透明さと疑惑を広く印象付けた」（村井吉敬・甲斐田万智子198

7）。また、ユ999隼のブータンにおける無償資金擦力の実施に関わ．る．コンサルタ

ントの契約外機材の僕与などは記憶に新しい。

 国．際協力はその理念に人類．の理想と言う．べ喜人．道の間一題を含んでいるため、その実

施にあたって、理想に相応しい厳格さが求められるのは当然である。特に国際協力を

実施する国内の政府機関が疑惑を招くことはまことに残念なことと言わなくてはなら

ない。これが構造的なものであるなら、国際協力実施体制そのものを反省、改革する

ことに躊堰著してはなら一ないO．．

 また被援助国である開発途上国の援助受入れ体制に対しても厳しい評価が行われる

べきであろう。特に現在は巨大な援助を伴う開発における環境や人権の問題が指摘さ

れている。ただ、国際協力の実施に関する厳格さには、国内の国際協力と言うべき福

被の問題と同様．な睡難さ．かっ．きまとう．のである。．あ一る経済学者が言っている、「救済。

の対象となっている人たちに対しては、しばしば、彼らよりもはるかに優位の立場に

立っ彼らの批判者が守りうるよりも高い標準の男女関係やその他の操行が要求される

のである。そのおかげもあって、一部の州では、被保護家庭の父親がその最愛の親族

の福利向上のため↓こなしう．るr番立派なことは、まら家庭を去って〔蒸発する』．こと

だと言えないこともない」（サムエルソン，1971）。この突き放したような言葉が、

比喩として多少でも国際協力に当てはまるなら、これは大変に不幸なことである。つ

まり、国際協力をする側が、入道を掲げながら、非入道的なことを行っているという

意味で不幸であ．る。．そして、国際協力．さ．れる側がその非人一道一を受け入れざるをえない一

という意味で不幸である。さらに国際協力を非人道と批判する、その批判そのものが

非入道であることになり不幸である。
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 なぜ国際協方をするかとい、う理念上の間一題は、人類一の．選択、世界の平和、安全保障、

外交の理念、民主主義のあり方、国家としての道義的責任等々、いわゆる政治的判断

を伴った国家、国民としての選択と決断の問題である。一方、いつ、どのように、ど

のくらい、どこに国際協力をするのかといった実施上の問題は、当然理念と絡み合っ

てはいるが、多、くの悶，題が技．術駒に判断、解決可能な髄題であるっ、

 国際協力がその実施にあたって不透明で不健全だと批判されるのは、国際協力を実

施する基礎となるその科学的な研究が不十分であるからではなかろうか。また逆にそ

のような研究を十分に行うには余りに急速に国際協力の拡大が政治的に図られたと言
う一ことも．できる．だろ、う、け

 国際協力に関わる資料収集および研究は多くの機関で行われている。例えばJ工C

Aでは付属機関として国際擦力総合研修所があり、国際擦力銀行には開発金融研究所

が付設されている。1990年4月に財団法入国際開発高等教育機構（FA S工D）
が発足し、国際協力．に関わ．る人材育成や研究補助を行っ、ている℃．また近年幾つ．かの大

学に国際援助関連の大学院が新設され、ユ997年4月には広島大学に教育開発国際

擦力研究センターが開設された。十分とは言えないにしろ調査研究が行われている。

それゆえ「日本には開発援助関連の調査・研究機関がないことから、開発途上国の問

題に封する十分な知識情報が蓄積一さ．れていないJ．（鷲見一夫，ユ989。）．とし．、．う一批判は一

面的すぎるであろう。逆に開発途上国の情報はかなり蓄積されているが、それがうま

く生かされていないことが問題であり、集積した情報を分類整理し、適切なフィード

バックを行うという、ひとつの系として不可欠な、全体を統合的に動かすシステムの

構築が奉十分と言う．べき、であ．る℃．

 かってジャン＝ピアジェがフランス百科全書の教育項目を執筆した折に、教育が保

健行政に対する医学のような「もろもろの原理とデータを重んじさせるほどの権威を

もった公正な客観的な学科に頼る」ことができないでいるのはなぜかと問うている。
（Pi㎎etよ．ユ9．6．9．）．そして教．育に携わ．る竜．の．が毎巨の無数の．疑間一に答える．だけ十

分に練り上げられた教育の科学の出現を待ち望んだのである。同じように、今日、国

際協力に携わる者は、毎日の問題を短い伝統と乏しい経験によって判断するしかない

ことを嘆かざるをえない。

 国際協力．にお．ける．こう．した状況を克服するには、国際協力．の．ための方法論が必要で

ある。これは「国際協力論」ないしは「国際協力学」と名付けられるものであろう。

それは経済学、政治学、社会学、人類学、医学、農学、教育学等多くの隣接科学を総

合した学際的な科学である。経験と科学的な探求に基づく、十分に練られた議論があ

っ．てこそはじめてさ．まざまなデータを分析する．方法論一が生まれてくる．の．ではないだろ．

うか。現在の日本の国際協力批判が多くのデータを揃えながら、結局は商社悪者論、

援助産業批判、あるいは途上国政府の開発政策批判に陥りがちなのはそのためではな

いのだろうか。それは思想ないしは観念によってテークを直接的に判断しているとい

う一短絡の譲一り．を免れない。．その聞に科学が府在するので恋くては真の裁判一とはなら一な

いからである。

4、国際競力における学際的アプローチの必要性

それでは国際協力を科学するとはどういうことなのであろうか。現実的な課題、実
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践的．な課題としての．国際協力を科学する．とは、実践的一な取り組み4こおける。経験一的一知見

を集約して、目標をより効果的かっ効率的に達成する方法を見つけることである。

 これまでに国際協力の実施のために企画立案、実施、評価のそれぞれの領域におい

てさまざまな手法が開発されてきた。例えば米国開発援助庁（U SA工D）によるプ

ロジェクトマトリックス、ドイツ技術協力公社（GT Z。〉の一Z－Z．QP、国際協力。事業

団（J工CA）のP CM法などがある。これらの手法はプロジェクトの立案、実施、

評価にできるだけ多くの関係者が参加することで、多くの入が納得できるプ1コジェク

トにすることを目指している。しかし、私自身がいくつかの国際協力プロジェクトの

企画、実施．、評価一に関わ一つ．て感ずる一のは、こうし一た手法はプロジェクトのあ一る一一面の。

みを明らかにすることはできるが、プロジェクトの全体的な意味を明らかにすること

はできないということである。それは国際協力プロジェクトは常に変化しているから

である。私はそれをプロジェクトが成長すると表現している。つまり、プロジェクト

は動的．な存在であ、り、ひとつの過程なのであ．る一σその一ため一国際協力は手法だけでは捉

らえることができない。入の成長を身長や体重、知能指数で知ることができないよう

に、プロジェクトを数字や表に還元することは困難である。そこには観察、参加、感

ずることが必要となる。それゆえに国際協力にはさまざまな側面からのアプローチが

要請される一ので盗る一σ近年国際協方プロジェクトに社会学や人類学の分野から一の参加

が行われているが、当然のことであろう。国際協力の目的が貧困の克服であり、人類

の尊厳と公平を目指すものである限り、入間を中心にした多様なアフ1コーチが必然的

に要請されるからである。そして、そうしたアプローチを科学するには研究が学際的

に行．わ一れる必要があ一る一σ

5、本論の内容

 本論はこのような観点から国際協力、特に教育分野を中心とした関連領域における

国際協力を学際的なアプローチから検討しようとするものである。本論は大きく2部

に分けられる。第1部は国際教育擦力の動向に関して国際的な動きと我が国の政策に

ついて論議するσマクロなレベルの検討である一σ第2。部は国際教育協力の方法講的蘇

究と題して具体的なプロジェクトにおける課題について論議する。ミクロなレベルの

検討である。

 第1部「国際教育協力の動向」には3つの章が含まれる。第1章「国際教育協力論

の領域と課題」．では国際教育協力に関する一基本的一な観点について国際的な場で何が議

論されているのかを検討した。第2章「教育開発モデル」ではこれまで提出された教

育開発モデルを学際的な視点から批判的に検討する。第3章は「国際協力におけるN

GOの役割一パートナーシップ論をめぐって」と題してN GOの役割とO DAとN G

○の．連携の可能健に言及する．σ国際協力に必要なことはシステムの多様性と柔軟性で

あり、そのためにはN GOの役割が大きいと考えるからである。特に連携におけるパ

ートナーシップ論やチェンジエニジエント論からの諸側面を検討する。

 第2部「国際教育協力における方法論的研究」では具体的なプ1コジェクトにおける

取り一組みが紹介される．σ第4章「国際協方における一メディア利用の方法論」。では国際

協力をメディア利用の観点かち横断的一に検討し、メディア利用に関する選択モデルの一

適用．に関する実践的な提言を行った。第5章「海外研修員に対する研修カリキュラム
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の開発」では、QDAの一環として行われている研修員受入れ事業での集団研修コー

ス．に巻はるカリキュラム開発の検討である。集団研修コースは年間1万人を超える大

きなプログラムでありながら、これまで本格的な研究がほとんど行われていない分野

である。それ律研修員受入れ事業がODAといっても日本国内で行われる地味な事業

だからであろう。第6章「入口家族計画プロジェクトにおける方略形成」では、トル

コ入口教育促進プロジェクトの方略を彩威のための調査と考察を検討した。第7章

「画像理解調査から見えてくるもの」は非識字者ないしは教育水準の低いトルコの女

僅の画像理解調査から、こうした地域での教育・広報活動においてどのようなアプロ

ーチが必要かを論議した。

 私は1981年はじめてマレーシアに国際協力専門家として派遣された。その時か

ら20年が罪過レているが、この一20年の間に日本の援助を巡る環境は奉幣に変った。

私が赴任した東南アジア文部大臣機構地域理数教育センター（SEAM瓦O－RE C
SAM）はアメリカの援助によって作られた建物であったが、当時のアメリカの国際

協力におけるプレゼンスは圧倒的であった。．その後、アメリカ．は建物建設のような大

型の援助から．手を引き、80隼伐を通じて建物の支援は日本が行うようになっ一た。

 我が国のODAは欧米をモデルとしてい一だが、いまやモデルがない一ところ一が、我カ立

国自身がリーディングドナーであり、モデルになっている。日本は国際協力に関して

徳の援助国との対話をリードする程影響力の大きな国になっている。それゆえ日本の

国際巖力研究の責任は大変人き㌧．、。

 この小論は国際揮力の科学幸考える試みの一つとして、国際協力の車の教育分野の一

動向と課題牽学薩的なアプローチを念頭に検討したものである。しかし、国際協力が

動的な過程であるとすれば、その研究の方法もそして成果も動的なものであり、でき

上がっ一た一般理詰とし．て提示されるものではない。本研究も対象の変化と自己の変化

によって常に書き換えられねばならない、それゆえ本論文はとり一あえずの結論であり一、

乗り越えられることが予定された研究である。本書禽文が国際教育協力に関する地の塩

として働くことが出来れば望外の幸せである。

【注】

工）

総ﾛ協力は政府開発援助〈O DAすなわち贈与と借款、国際機関への拠出金および

出資）、NGO、その値の資金の流れの総稼であるが、本論ではQDAとNGOを国
際協力として扱う。国際教育協力とは教育分野の国際協力の意味である。

 「国際協力」は開発途上国に対するさまざまな支援活動すべてを含めた一般的な意

味で使われ」る。国際協力と援助は本来的には同じ意味であるが、若干ニャアンスが異

なっ一てい。る。「援助」は政府関発援助（QDA〉のみを意味して使用される一ことが多

い。「国際協力」は途上国に対する経済的な支援活動＝以外にも文化筋力や留学生等の

交流事業も含まれると思われる。N GOや宗教団体の自際的な支援活動は、援助とは

言わずに国際協力と呼ぶことが相応しい。．国運やユネスコ、世銀等のさまざまな国際

機関に対する拠出金や出資金は援助とは言いにくいので国際協一力と呼ぶべきであろう。

「経済協力」は民間企業、団体による国際協力をも含んだ広い活動を意味するが、経

済関発を中心にしているニュアンスがある。国際観力の対外的な窓口は外務省経済協
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力局であり『0DA自書五を発行レている。通産省が発行する『経済協力の現状と問

題点』はいわゆる援助自書と言われている。本論では原則として、広い意味での開発

途上国に対するさまざまな支援活動を表すものとして「国際協力」という言葉を使い、

丁援助」．および「経済協力」は基本的に使用しない。しかし「援助批判」や「援助国」

「被援跡国」のような用語は、そのまま使用し、その文脈では援助と言うことばを使

用する場合もある。
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套百■音β 国際教育協力の領域

第1章 国際教育鶴力の領域と課題

第2章 教育開発モデルをめぐって

第3章 国際協力におけるN GOの役割

一パートナーシップ論をめぐって一



窒誓■章

国際教育協力の領域と課題1〕
はじめに
 開発援助と言われ一る開発途上国への資金の流れ。には。さま一さま一な形態があるが、大宗一

を占める一．のはいわゆる政府開発援助（以下O DA）である。そのうち教育分野は多岐

に渡るため全体としての統計はないが、O亙CD諸国や国連機関、国際金融機関導の

全体の中でおよそ10～15％程度と思われる。いづれにしろ開発途上国の教育開発
に多額の国際教育協力が行われている。字）一

 開発途上国の教育のパフォーマンスは良くなってきているとは言え、90年の「万

人のための教育世界会議」宣言で述べられている「2000年までに全ての子ども一に
教育を」という理想には程遠い現状にある。それゆえに教育分野の援助総額は漸増傾
向・にあ・り、引一続・き巨額・の援助が行われて・いる。

 経済開発協力機構（以下O E C D）の3大委員会の一つである開発援助委員会（以

下DAC）は、ユ996年5月に開催された上級会合において『2ユ世紀に向けて：
開発協力を通じた貢献』（以下新開発戦略）と題するレポートを採択した。これは今

後の開発協力の方向性を目標を提言したものであり、一貧困、教育、保健、環境の4分一

野において6つの具体的な援助目標が提示されている。教育に関しては次の2つの目
標が示された。

①20ユ5年までにすべての国で初等教育を普及する
②2．OO．5年までに初等・中等教育での男女格差を解消する

 95年8月以来、外務省・JICAは「DAC開発戦略援助研究会」を組織し、新
開発戦略を受けての具体的な提言を含めた報告書を97年5月に発表した。3）
 現在の国際教有協力に関する研究は新開発戦略にみるような具体的な目標値に対し

て、どのような方略を作成することができるのであろうか。現在の国際教育協力の知

見によって、具体的な政策課題にどこまで応え得るのであろうか。本章はこうした問

題意識のもとに国際教育協力をめぐる現在の状況を傭鰍し、今後の研究課題を検討し

ようとするものである。4）

1、国際教育協力とは何か

1－1、教育と近代化
 教育活動は生物としてのヒトを社会を形成する人たらしめる根源的な活動であり、

ジョン・デューイJohn Dewey （1916）が言うように「社会集団を形成する各成
員が生まれ、そして死ぬ、という根本的な不可避の事実が教育の必要を決定する」5）

のであり、教育は入間社会が形成されるために不可欠で、普遍的な要因である。ま。た、

「社会の生命はその存続のために教えたり学んだりすることを必要とするばかりでな

く、共に生活するという過程そのものが教育を行う」。6）入間社会が存続するため

に教育が必要であり、社会の存在が教育活動を産みだすとしている。教育という言葉

の意味は社会のなかで子どもを導き育てるLeading or Bri㎎i㎎uPことを意味して

一g一



いるが、デューイに言わせれば、入間は誕生から死に至るまで常に学び、そして教え

る存在である言うことができる。

 近代の教育的ヒューマニズムは、与えられた社会的な条件のなかで個入がその発達

の可能健をできるだけ実現することを要請している。つまり、個入は教育によって自

己の可能性を開花させ社会に参加することができるのである。

 教育はいわゆる学校に限らず社会のあらゆる場所（家庭、職場等）で、あらゆる時

に行われるが、国際協力の文脈の中での教育問題の主要な関心は、それぞれの国が法

律に基づいて実施する教育である。これにはいわゆる各種の学校で行われる学校教育

ないしは公教育（正規教育）と成人識字教育等のノンフォーマル教育（非正規教育）

とに分けられる。

 国が法律に基づいて実施する制度的な教育、つまり公教育の思想的な源流はフラン

ス革命に求められる。「公教育は国民に対する社会の義務である」7）にはじまるコ

ンドルセC㎝dorcet（ユ791）の教育思想は現代まで大きな影響を与えている。これは

全ての入がキリスト教会や政治勢力からの影響を受けることなく自己の可能性を開花

するためには、公費による公共の教育制度が必要であることを訴えたのである。しか

し、この公教育制度がヨーロッパ各国において全国的な義務教育制度として確立した

のはユ9世紀後半に入ってからである。それ以後、教育の普及は近代化の重要な柱と

して、教育制度の確立が行われるようになった。

 近代化は政治、経済および社会文化の3つの側面で進められるとされているが、そ

の3つの側面のバランスが重要であると指摘されている。8）日本の近代化の過程に

おいては教育を含めた社会文化的な近代化が相対的に遅れていたとされている。9）

それゆえに教育内容が市民の形成より国家目的に偏る傾向が見て取れる。バートラン

ド・ラッセルBert！and Russeユ王（1926）は、戦前の日本の教育について、その目的は

「感情の訓練を通じて国家を熱愛し、身につけた知識を通じて国家に役立っ市民を作

りだすことにある」と指摘している。ユ。〕しかし、これは日本だけが特殊なわけでは

なく、「あらゆる大国に顕著に見受けられる一つの傾向を最も明瞭に示している」の
である。ユ1）

 独立以後、急速に近代化の過程を進めている開発途上国においても、公教育制度が

独立直後から急速に整備された。そして、近代公教育の制度と内容が市民社会をめざ

す普遍主義的な側面を持っているために、それぞれの国の固有の文化や価値と対決せ

ざるを得なかった。例えば小馬徹（1992）は旧植民地の境界を温存したままで独
立をはたした若いアフリカ諸国は「植民地時代の負の遺産を償うためばかりではな．一く、

国内を実質的に統一して国民国家という新しい価値を創出するためにも、西欧型の教

育をその最良の手段として採用したことになる」と述べている。12〕

 ユ965年から85年までの20年間に低所得国においても初等教育の総就学率は
44％から67％に上昇した。これは同じ期間における人口増加率特に学齢期児童の
増加を考慮するならば、20世紀は教育の世紀と言われることも頷けるであろう。

ユー2、経済開発と教育

 国際教育協力が開始された当初、教育協力の最終的な目的は経済開発における人材

育成、マンパワー開発であり、それに対する援助と考えられていた。つまり、開発の

ための教育Education for Deve王。p㎜㎝tを意味していた。
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 経済開発における教育の役割が重視されるようになったのは、アメリカを中心とし

た人的資源論の提唱による。1960年、アメリカ経済学会の会長に就任したテオド
ール・シュルツTeodore W．Schu工tz（1971）は「人的資本への投資」と題する
就任講演を行った。ユ3〕それは労働者の質つまり教育や訓練が経済成長の重要な鍵で

あるとして、その分析を行ったものである。教育による労働者の質的向上が経済発展

に寄与するとして展開されたのがマンパワー理論、人的資源論、人的資本理論である。

人的資本への投資は保健医療や入の移動など多方面にわたる投資を意味しているが、

とりわけ教育は人約資本形成の中心となる課題である。

 教育と経済発展の関係は、先進国においては技術革新と経済成長を背景にして増大

するマ．ンパワー需要に対して教育計画を形成することが主要な関心であった。しかし、

途上国にあっては社会経済的インフラの一環として人材の創出、労働力の量的質的拡

充という経済開発の側面の他に、国家の統一、国民としてのアイデンティティーの確

立、公用語の普及など国家及び国民形成のための教育、すなわち国民教育の普及が重

要な課題であった。教育は学校教育にかぎっても入口の25～30％が含まれる巨大

な事業であり、国家予算の12～15％が教育予算にあてられ、国民の教育支出はG
NPの5～7％にのぼる。そのため教育開発の推進は財政的に厳しい状況にある途上
国では非常に困難であり、援助が要請されたのである。新たに独立した開発途上国か

らの援助ネーズは、人材と施設・機材が不足している高等教育と職業教育の2つの分

野が高かった。

 人的資源開発論による教育の経済成長の促進効果と途上国からの援助二一ズがあ一い

まって、教育協力は早くも60年代から始められているが、本格化したのは70年代
である。このころの教育援助は技術教育と高等教育分野の施設建設や技術協力が中心

であった。ところが失われた10年と言われる80年代の世界的な不況の申で教育援
助は低調となり足踏み状態が続いた。また一方で、新たに独立する国や経済危機に陥

る国が出現したことにより援助対象国が増大し、教育援助の領域も高等・職業教育の

みならず初等教育に拡大してきた。内容に関してもカリキュラム改訂や教科書の開発、

教育行政への支援など教育の効率化や質的な改善につながるものへと拡大されていっ
た。

 こうしたなかで80年代後半から初等教育・基礎教育への援助が多くなると共に経

済開発と教育協力をストレートに緒びつける論調は影をひそめ、教育の普及やその質

的な改善など教育白身の発展が開発の目的であるという考え方が大勢を占めるように

なった。教育が開発や経済成長の基盤としての人的資本の育成と言う側面があること

は否めないが、教育は固有の価値を有する営みであり、教育普及は国家の義務であり、

国民は教育を受ける権利を有するからである。ここにきて教育それ自身が価値のある

開発の対象として認識されるようになった。つまり「開発における教育の発見」であ

る。また、教育の普及は保健衛生、農業、入口、環境、女健、民主主義や参加型開発

などのいわゆる地球規模の課題解決の基盤と考えられている。こうした流れが定着し

たのは1990年にタイのショムナヤンで開催された「万人のための教育」世界会議
である。

1－3、「万人のための教育」世界会議
 1990年にクイのショムチェンで開催された「万人のための教育」世界会議は、
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ユ55の政府、20の国際機関、ユ50のN GOが参加した大きな教育会議であった。
この会議はあらためて深刻な教育の遅れg現状を広く知らしめた。会議で採択された

r万人のための教育世界宣言一基礎的な学習の二一ズを満たす一」の前文には次のよ

うに途上国の教育状況を報告している。14）

 ・6千万入の女子を含む1億人以上の子どもが初等教育を受ける機会がない。

 ・9。千6百万入以上の成人が非識字者であり、そのうちの3分の2は女性である。

 ・世界の成人の3分のユの入は、それによって生活の質を助け改善する、そして社

  会や文化の変化に適応して行くための印刷物からの知識、新らしい技能や技術に
  触れること一が出来ない。

 ・1億人の子どもと数えることの出来ない成人が基礎教育課程を修了することがで

  きない、必要とされる年月を学校で過ごしても必要な知識・技能を獲得すること

  ができないでいるのである。

 会議の申では、途上国においては教育開発に対する取り組みを強化すること、援助

機関に対しては教育分野への援助の拡大が呼びかけられた。そして非議宇入口や未就

学児童の増大は地球規模の課題であり、環境問題とならんで国際社会が取り組まなく

てはならないと宣言された。

 この会議の意味はいろいろ考えられるが、教育援助の立場から最も重要な点は、基

礎教育の完全普及が理念から政策目標なったことにあると言える。つまり、「万人の
ための一教育」がヒューマニズムの表明から、具体的な教育計画として取り組まれるこ

とになり、それに対する国際的な支援が開始されるきっかけとなったのである。こう

した状況は60隼代前半のユネスコを中心とした教育開発のためにカラチ・プラン、

アジスアベバ：プラン、サンチャゴ・プランが相次いで発表された教育への熱い思い

が支配していた時代を思わせる。国際的な教育普及に関するリーダーシップは50年
代から一貫してのユネスコが担っていた。その表れがこうした一連の地域教育関発会

議だった。しかし、ユネスコは80年代になるとアメリカ、英国等の脱退に伴い財政

的な危機を含めた低迷の時期をむかえ、ユネスコにかわってUNDPやユニセフなど
の国連機関および世銀が教育開発をリードするようになった。ショムチェンの会議は

こうした流れのなかで行われたのである。ユ5〕

 90隼代の時代思潮は60年代と較べでいくつかの点で決定的に異なっている。ひ
とつは、既に述べたように開発そのものについての考え方がこの30年間に大きく変
ったことである。かっては開発とは経済成長であり、所得の向上を意味していたが、

現在は教有普及自体が開発の重要な一部であるとの考えが広くコンセンサスを得てい

るのである。二つ目は多くの途上国が世銀や地域開発銀行（アジア開発銀行等）、ユ

ニセフなどの支援によって具体的な行動計画を策定し、その計画に基づいて各援助機

関が協調して教育協力をするようになった。つまり、基礎教育の普及がかつてのよう

に途上国の自助努力だけではなく、国際的な協調援助を前提とした開発計画の申で実

施されていることである。3つ目は基礎教育に関するプロジェクトは対象地域が広く

や対象入口が多くなるため大型化レやすく、援助協調が一般的に行われるようになっ

たことである。これまでの教育援助はケネス＝キングKi㎎，K．（1991）が指摘するよ

うに教育分野の二国間援助では、帰国留学生等の関係もあって援助国と被援助国の教

育官僚との個入的な繋がりによる支援が多く見られたのである。16）

一12一



！－4，DAC新開発戦路
 新開発戦略はユ996年5月にD A Cにより採択されたもので、この取りまとめに
は日本が主導的な役割を果たした。17）この報告書は「序文および要約」と第ユ部

「前進へのビジョン」、第2部「将来の課題に対する新たな戦略」そして付属資料か

ら構成されている。

 このうち最も重要な部分は第1部であり、なかでも「ビジョンを明確にするための

目標」’はこの報告書全体のカナメである。90年代に相次いで開催された国際的な会

議やサミットを踏まえて、D A C諸国の開発援助の目標を3領域（4分野）で提示一し

ている。

①極端な貧困状態におかれた人々の比率を2015年までに少なくとも半減させる
 （経済福祉領域）。

②2015年までにすべての国で初等教育を普及させる（社会開発領域：教育分野）。

③2005年までに初等・中等における男女格差を解消することによって、男女平等
 および女性の地位の向上（エンパワーメント）に向けた進歩を示す（社会開発領域

 ：教育分野）。

④2015年までに各途上国の乳児および5才未満の幼児死亡率を1990年の水準
 の3分の1に低下させる（社会開発領域：保健分野）

⑤20、ユ5年までのできるだけ早い時期に、適切な年令のすべての個入が、基礎保健

 システムを通じて性と生殖に関する保健医療サービスを受けられるようにする（社

 会開発領域：保健分野）

⑥2005年までにすべての国が持続可能な開発のための最新の国家戦略を策定する。

 それによって、20ユ5年までに、森林、漁業、淡水、気候、土壌、生物多様性、
 オーソン層、有害物質の集積およびその値の主な指標に表れる現在の環境資源の減少

 傾向が、世界的な基準および国別基準の双方に照して効果的に改善されるようにす

 る（環境の持続可能性と再生領域）。

 教育はある意味で貧困、保健、環境の全ての領域と分野の基礎となるが、このよう

に6目標のうち2つが具体的な教育開発の課題であることは国際的な援助の場で教育
の重要性が強く認識されていることを反映していると言えよう。

 すべての国での初等教育の普及は「万人のための教育会議」において2000年ま

でに到達すべき課題であった。しかし、現実には2000年での初等教育の完全普及
は困難である。それでは2015年には目標が達成できる可能牲はあるのかと言えば、

困難であることは変りないが、近い状態には行くのではないかと思われる。DACに
おいてこうした目標が採択されたことが大きなインパクトを与えると考えられるので
あるρ

 次の2005年までの初等・中等教育での男女格差をなくすと言う課題は、教育に
教育おける新しい課題の提出として受け止められる。男女格差の原因は貧困の他に歴

史的社会的に形成されており、教育の場で解決できない課題だからである。

 新開発戦略の6つの目標について外務省広報パンフレット「21世紀への新たな挑

戦」は次ぎのように述べている。「DACの新しい開発戦略は、21世紀を見据えた
長期的な援助の指針を示すものとして高い評価を受けています。この開発戦略をまと

めるにあたっては、日本が中心となり主導的な役割を果たしてきました。開発戦略に
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取入れられた具体的な目標は日本が強く主張したもので、客観的に評価できる結果重

視（Outout－Oriente）の目標を掲げたことに、その最大の成果があります」。結果重

視の目標は、これまでの日本の開発協力がInput－orientedであったことから大きな

飛躍として評価できる。しかし、国際教育協力に関してみるならば、その流れはプロ

セスの重視への大きく動いていると言うのが筆者の判断である。ただこのD A C新開

発戦略の教育協カベの最大のインパクトは教育における女性の格差是正を目標の一つ

にしたことである。この意味に関しては第5節「国際教育協力の課題一新開発戦略の

意味するもの一」で検討する。

2．開発途上国の教育の現状と課題

 全ての子どもに教育をあたえるという教育的ヒューマニズムの課題は20世紀後半
になって、やっと達成することが見えてきた。現在は過去のどの時代より文字の読み

書き、数の計算ができる入の数が多い。これは人類の財産であり、守りかっ前進させ

て行かなくてはならない歴史的な課題である。

 第2次大戦後、相次いで独立した国々は、独立直後から教育開発に大きな努力を払

ってきた。これは植民地政府下での教育がキリスト教の伝道ないしは官吏養成を目的

としてだ極めて限られたものであり、国民教育と言い得るものは実施されていなかっ

たからである。60年から70年代にかけて、初等教育就学率および識字率は10年
間におよそ10％の率で上昇した。65年には65％程度であった80年代半ばには
80％を超えるようになった（サブサハラアフリカは45％が70％程度になった）。
これは途上国g高い入口増加率を考えると評価できる数字である。

 80年代以降の経済的に困難な局面を迎えて、南アジア、中南米、アフリカ地域で

はほとんどの国が工M F世銀による構造調整計画を相次いで受入れるようになった。

特にアフリカでは31ヵ国が強度の構造調整と言うべき世銀の低所得債務困窮国特別

支援計画を必要としており、一部の国を除いてサブ・サハラ・アフリカの国の経済は

危機的状況にあると言えよう。また、社会的には、入口増加率が依然として高く、ま

た都市への入口流入が続いている。政治的に不安定な国もあり二さらには内戦を経験

している国もある。このような経済的、社会的、政治的に困難な状況は教育開発に大

きい影を落としている。18〕

 現在、開発途上国がかかえている教育の課題は多く、それぞれの地域や国によって

開発の段階が異なり、また社会のタイプによっても教育の在り方は違っている。その

ため教育課題の重要性やプライオリティーはそれぞれ異なっているが、全体として見

ると次．の点を挙げることは可能であろう。

2一ユ、初等教育就学率の停滞

 初等教育就学率は低所得国においては65年から85年までの20年間に44．1
％から67．3％に上昇し、途上国全体の初等教育就学率は80年には概ね60％か
ら70％の水準になった。また、中所得国以上の国はほとんど100％に達している。
しかし、不安定な社会経済的状況は教育面では初等教育就学率上昇の停滞となって表

れている。特にサブサハラアフリカでは就学率の上昇率が停滞し、さらに就学率が低

下している国もある。
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 こうした就学率上昇率の停滞ないしは低下の原因としては、さしあたり4点ほど考

えられる。ひとつは初等教育が行き渡って80％を超えるようになると、新たに就学
する層が社会的にマージナルなグルーブに移行するために、これまで以上の努力が必

要になっていること。19） 2番目は経済危機そして構造調整政策による教育費の削

減、学校建設の減少による量的な伸びの減少。3番目は貧困層の増加と学校の事実上

の有料化によって、親の教育費が増加し通学できない子どもが増えることである。こ

の2番目と3番目の要因は構造調整に関連して多くの国で進められている社会救援基

金、いわゆるセイフティーネヅトプログラムが必要とされる要因でもある。4つ冒は

長引く経済危機は社会資本を枯渇させ、地域コミュニティーを弱体化させている。初

等教育はコミュニティーが支えてきていることから、管理運営を含めたさまざまな面

で大きな影響を受けている。

2－2、教育の質の低下
 開発途上国の教育課題の2番目は質の低下である。多くの国では財政危機と構造調

整政策によって教育予算が押さえられ、教育公務員が削減されている。そのため学校

建設が児童の増加に追い付かず、100人もの児童が一教室で学ぶことや、机・椅子
の不足、教科書の不足等、児童の学習する環境が劣化している。99年3月に筆者が
ウガンダで教育調査を行った際に訪間した多くの小学校では、初等教育の無償化政策

（一家族4入まで無償）にともない、小学生が文字どおり倍増し、就学率は飛躍的に

大きくなったが、小学校、特に都市部の小学校は子どもが教室に満ち溢れていた。

 教員給与が低く押さえられ、教員研修の機会が減少することから、教員の知的向上

が阻害されるとともに教員の社会的ステイタスが低下している。

表1－1小学生一人当り公的経費の平均値65年一85年（85年U S＄に換算）

国の所得水準 1965

低所得国

中低所得国

中高所得国

高所得国

1970   ユ975

 40，7   38．
 72．5   7ユ．

194． 3 197，
824．5 841、

低所得国と高所得国

との割合   1：20 1：22

ユ980   1985

40，7   29，4   30．9
  81．6    75

 258．9  255
1ユ17．6 1382

．5   101．7
．7   296．6

．8 1551．4

1：27   1：47 1：50

出所：L㏄kheed，H．E etc（1991）”Improving Primary Educati㎝in Deve1oping

   Country”  田。rユd Bank P．23．

 教育予算に関して、G N Pに占める割合をみてみると、低所得国では65年から8

5年にかけてほとんど変化していない。それ以外の国ではそれぞれ1ポイントつっ増
加している。また小学生1当たりの教育費（ユニットコスト）はほとんどの国で増加

し、特に高所得国では約2倍になっているにもかかわらず、低所得国では40．7ド
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ルから30．9ドルに低下している。その割合は1150であり、貧しい国の小学生
にかかる教育費用は高所得国の50分の1にすぎない。（裏1－1）

2－3、中等教育・高等教育の弱体化

 中等教育と高等教育に関しては、80隼代後半から国際機関や援助国が基礎教育を
重湯．したことから、海外からの援助が手薄になり、中等、高等教育が弱体になり開発

のネックになってきている。東南アジア、特にタイ、インドネシアでは初等教育の普

及し、前期中等教育の義務化ないしは全入が課題である。また、工業化の進展にとも

ないエンジニアの不足が深刻化している。

 世銀の教育政策レポートWor1d Bank（1995）やトグロTodaユ。 M．P．（1997）は開発途

上国の中等教育・高等教育は初等教育に較べて金がかけすぎであり、学生が優遇され

過ぎていると批判している。川 いくつかの途上国と先進国の教育コストを比較す

ると、高等教育の学生一入当たり、先進国グループでは、初等教育の17．6倍だが、

途上国では87．9倍かかるのである。一方、卒業生の収入の比較では途上国でも6．
4倍である。このことをトダ1コは「高等教育を受けた者と初等教育を受けた者の相対

的な収入の格差と、教育費用の格差の大きな隔たりは、途上国政府が過去に高等教育

に対してあまり賢明とは思えない過剰投資をしてきたのではないかということを意味
している」と指1賭している。21）

 しかし、途上国の高等教育の財政をユニットコストのみで比較するのは、かなり問

題がある。なぜならば、開発途上国においては高等教育の大衆化カ芋行われていないた

め、ユニットコストは高めにでるからである。これは19世紀の英国や明治期の我が
国のことを考ネても理解できることである。また教官の育成や実験施設等のコストが

すでに高等教育が充実している先進国と較べてコスト高になることは否めない。これ
は途上国の高等教育が発展途上にあることの表れであり、過剰な投資かどうかは、．も

う少し慎重な論議が必要であろう。

2－4、多文化多言語社会の課題
 開発途上国に限らず、すべての国は人かれ少なかれ複合民族国家である。開発途上

国では独立に伴う国民的統合のために、公教育においては統一されたナショナルカリ

キュラムを採用することが多かった。現在では、国家を構成する各民族それぞれに固

有の文化や言語を尊重した基礎教育の必要性に関する認識が高まっている。それぞれ

の民族の言語や文化を尊重した教育の実践には、民族語の調査研究、その使用に関す

る言語政策やマスコミ政策の見直し、カリキュラム開発を伴う大きな教育改革が必要

とされている。

 グアテマラにおいてはマヤ22言語のバイリンガル教育の試みが始まっている。パ

プアニューギニアでは教育改革の柱の一つがバナキュラー教育である。800言語の

うち、200言語による移行教育が検討されている（98年ユ2月の筆者の調査によ
る）。ボリヴィアはグアテマラ同様に先住民（インディヘナ）の入口が55％である

り、スペイン語とともにケチュア語、アイマラ語、グアラニ語が公用語である。その

他に30前後の言葉が話されている。1994年から進められている教育改革のなか
ではノ㌻イリンガル教育が柱の一つであり、カリキュラム開発と教材開発がおこなわれ、

小学校1年から3年までの開発が終了し、使用できる学校からはじめられている。こ
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こでは公用語の内スペイン語と少なくともひとっのインディヘナ語をできるようにす

ることを目的として、インディヘナの子供がスペイン語能力を身につけることと、洲
ペン語を母語としている子供がインディヘナの言葉を身につけることが試みられてい

る（99年8月の筆者の調査による）。
 筆者が調査した国々では、教員の語学能力が改革に追い付いていないことの指摘が

多かった。カリキュラムと教科書の開発は順調でも実際の現場でうまく機能するには

時間がかかる。その一番の課題が教員である。

2－5、埴域間格差、男女格差の増大
 都市と農村の経済的な格差は教育環境の格差と大きく関係している。途上国の入口

は農村部に多いにもかかわらず、農村での生活を前提としたカリキュラムになってい
ないために、人々の教育二一ズと掛け離れいるとクームスらCo㎝bs S．P．etc．（1974）

は指摘している。22）彼等によると現在の初等教育は地域を間わず、3R’S（読み・

書き・計算）を基本とした基礎教育である。それ以外に農村にすむ人々が必要とする

教育二一ズとしては家庭生活改善のための教育（各種技能、家政、家の修繕等）、地

域社会改善のための教育（地方や国の行政の仕組の具体的な提示等）、職業教育（特

定の職業に必要な技能）が軽視されている。一般教育中心のカリキュラムが農村部の

人々を学校から離れさせ、地域格差を増大させる一因になっているとの指摘である。

 初等段階でのカリキュラムの内容を地域に密着させたものにすることは、非常に困

難である。それは基礎教育には、3Rの指導以外にも歴史、社会、遺徳、一般理科等、

さまざまな教科が含まれる。家庭生活や職業に必要な知識技能まで学校教育のなかに

持ちこむにはどうしたらよいのであろうか。これは地域コミュニティーや家庭の教育

的役割も関係する課題である。その意味で農村部の経済的な危機はコミュニティーの

基盤を脆弱にし、学校教育と地域や家庭における教育の基盤をも弱体化させていると

いえよう。

 男女格差は、基礎教育殻階でも南アジアやアフリカ、そして中南米の先住民におい

て顕著である。さらに中等教育段階以後は性格差が増大している。これには貧困のみ

ならず、農村が伝統的な社会規範や価値観を色濃く保持していることや、宗教の影響

が考えられる。

2－6、学歴インフレ
 開発途上国における学歴インフレはドーアR㎝a1d P．Dore（1976）の「学歴病
 新しい文明病」によって広く知られるようになった。23）学歴病とは学校がその教

育の内容よりも、その卒業証書が必要だから学校に行くという傾向のことである。ド

ーアの言うように「学歴稼ぎ」はどこの国でも広く見られる現象であるが、彼が検証

したのは、学歴病の後発効果である。一国の開発努力の開始が世界史上の遅れた時点

であればあるほど、学歴主義がそれだけ根強く、しかも、その影響は一層破壊的であ

るという傾向を分析したものである。

 学校教育の社会における機能の一つが、職業を振り分けることにある限り、より高

い学歴がよりよい職業にっくたゆの条件になることは避けられない事実である。それ

ゆえに高い学歴を求めて予備校や私塾へ通い、自分の適正よりより収入のよい仕事に

つくために学校を選択することになる。学歴病の後発効果の理由の一つは、開発途上

一17一



国では学歴以外に職業の選択を左右する条件が無いからである。ヨーロッパ諸国では

ゆっくりと形成された近代部門へはそれぞれの学校体系とみあった選抜が幾つかの段

階を通してふるい分けるシステムが存在する。しかし、近代部門が相対的に少なく、

既存のシステムが無い場合には受験と学歴病が激しくなると考えられる。

 学歴病の根本的な解決策を見いだすことは困難であるが、就業の時期を早くして、

就業後に高等教育を履修する方法や入学試験に適正テストを利用する等の方策が考え

られている。また、開発途上国においては高等教育の学費が安く設定され（成績優秀

者には学費無料で奨学金の出る場合が多い）、個人収益率が非常に高いことも学歴病

の一因とされている。そのことは高等教育における学費の値上げや私学の振興の根拠

になっ一でいる。これは2－3でのべたように慎重に検討すべき課題である。

表1－2 教育開発と地域の特性

地 城

東アジアと

 東南アジア

南アジア

中近東

アフリカ

中南米

東ヨーロッパ

教育開発の方向性と課題

・初等教育はすでに普及し、教育開発の中心は中等教育であり、その

義務教育化が進む。

・経済発展にともない高等教育の需要が高まり、大学の大衆が進む。

・中等教育以上の教員の質的向上、高等教育および研究分野への要請

が強まる。

・初等教育の普及が遅れており、特に女子の初等教育の拡充が緊急課
題。

・学校建設、教員養成、教材と教科書の開発など初等教育を中心とし

た教育インフラの整備への援助要請が強まる。

・中等教育、技術数有の質的改善が必要。

・教育方法、教材開発、実験施設などの教育の質的な改善を目指した

技術教育協力の要請が強まる。

・経済不況と政治的な不安定要因を抱え基礎教育拡充が進んでいな。

・教育行政、教育計画、学校建設など基礎教育分野への重点的協力

が必要となる。

・開発計画の策定や教育行政分野の援助要請が強まる。

・初等教育はすでに普及し中途退学と留年が課題。

・中途退学者へのノンフォーマル教育や教師の質的向上に対する協力

要請が強まる。

・教育水準は高く、技術教育や高等教育での改革が必要。

・市場化経済運営の為の人造り、産業教育分野の技術協力要請が強ま
 る。

出所：内海成治J I CA国際協力総合研修所「2010年のJ I CAのあり方に関
   する報告書」を改訂。
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2－7、地域ごと’の傾向

 教育開発は他の分野同様に地域問格差が地域内格差が広がっている。しかし、教育

の発展は政治経済的な要因と同時に、歴史・社会・文化的な要因にもとづく教育の内

発的な発展も大きな影響があると考えられ、地域的な傾向は強くうかがわれる。表1

は各地域における今後の教育開発と援助の方向性についての概要をまとめたものであ

る。東．アジア、東南アジア、中近東および中南米では、初等教育の普及は達成され、

教育開発の中心は中等教育以降になっている。．また表には記していないが、南太平洋

でも多くの国の課題は中等教育である。一方、南アジアとサブサハラアフリカでは」引

続き初等教育の普及が大きな課題となっている。ヴェトナム、ラオス、カンボジアや

今後のミャンマー等は社会主義から資本主義経済に移行するために、教育開発におい

てもこれまでにない状況になる。24〕

 それぞれの地域、国は固有の教育課題を担っているために国際教育協力の実施にあ

たってはそうした問題を抽出・理解するための個別の研究が不可欠である。また教育

分野の援助二一ズ、実施方法はそれぞれが特殊であり、個別のプロジェクト実施に当

たっては一般的な処方箋はないのである。

3、国際教育協力の取組み

3一ユ、教育協力の国際的な動向

 カルクローらCo1cユ。ugh，C，etc（工993）は万人のための教育を実現するために必

要な経費のシュミレーションを行った。2畳）それによると1990年から2005年
に総額1460億ドル（86年の価格）必要であり、そのうち、教育援助として外部
から投入される必要額は300億ドルであるとしている。つまり、ユ5年間にわたっ

て渡って年間20億ドル、90単価格に直すと毎年25億ドルの教育援助が行われね
ばならない。

 92年にパリで開催されたDAC基礎教育会合では、教育援助を70年代のユ6～
17％の水準にすることが話し合われた。現在のO瓦CD加盟国の2国間ODA総額
は400億ドル、教育援助は約ユ0％で40億ドルと考えられるため、亙6～ユ7％
という一目標水準になると教育援助総額は64～68億ドルになり、カルクローらのシ
ュミレーションの結果に近い25億ドルの追加援幼が行われることになる。

 こうしたシュミレーションにはさまざまな外部要因を確定することが困難であり、

また、援助の増額が必ずしも就学率や教育水準の上昇に結びつかないのは経験的事実

である。しかしながら、世銀や地域開発銀行、ユニセフ等は教育協力の実施に意欲的

であり、実際に世銀やアジア開発銀行の支援で作成された途上国の教育計画は多くの

問題点を総合的に捕らえた包括的なもので、教育協力の基礎として尊重されている。

幾多の問題を抱えながらも教育協力は、冷戦後の世界秩序の形成の基礎として、また

地球規模の問題解決の基盤として引続き活発に行われている。

 ただ、最近は教育開発の領域とレて90年のE FA直後の基礎教育一辺倒の論調は
少なくなり、技術教育・高等教育も含めたバランスの取れた教育開発に向かっている

と思われる。例えば世銀とJ I CAは共同で高等教育および中等教育に関する地域会

議を行っており（92年、93年）、95年の世銀の教育ポリシーぺ一パーにも見ら
れるところである。これは東アジア、東南アジアの経済発展が進んでいること、この
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地域の教育開発が技術教育・高等教育分野であることと無関係ではないだろう。26）

 途上国の教育開発計画は国際的な教育思潮に非常に敏感である。それは、途上国の

教育行政担当者と国際機関（ユネスコや世銀）との人的ネットワークが非常に緊密で

あることと、教育計画の立案に当たってこうした機関から支援があるからである。27）

3－2、日本の国際教育協力の実績

 97年の日本の教育分野の国際協力は二国間ODAの7．4％、10億8千2百万
ドル（ユ308億円）である。90年以降、金額的には増加傾向にあるが、2国間O
D Aにおけるシェアは変動が激しい。例えば96年は5．6％と、90年代に入って
はじめて6％を割り込んだ。28）9億3千万ドルである。2国間O DAにしめる教育
援助は、無償資金協力と技術協力が中心であるが1件当たりの額の大きい政府貸付け

案件の数によって大きな影響を受ける。96年の円借款は184億円で前年と較べて
346億円減少しているため全体の割合が減少した。それ以外の技術協力や無償資金

協力には一環して減少傾向は見られない。

 それゆえ、一般的な傾向は5年間を平均する形で考える必要がある。過去5年間の

シェアの平均をその年の教育協力として計算すると表1－3のようになる。シェアと
しては漸増であるが、この間の日本のODA自体が金額的に大きくなっているため絶
対額．としては非常の仲びている。

 こあODA自書の統計では職業訓練分野を教育に含めていないが、職業訓練は全体

のほぼ2％であるため、国際的な基準では日本の教育援助は8％から9％で推移して

いると見るのが妥当であろう。

表1－3 過去5年間を平均した教育協力のシェア（％）

年   無償資金協力

1991
1992
1993
ユ994
1995
ユ996
1997

8，92
7， 16

6，64
7，24
7，36
6，54
6．76

技術協力

22．06
23．58
24．58
24．96
24．44
24．30
23．93

政府貸付け等

1，62
1，42
1，34
1，66
2，10
1，72
1．98

合  計

5，93
5，94
6．ユ7

6，68
7．Oユ

6，97
7．20

出処：外務省「我が国のODA」1992年～1998年版から計算

 J工CA教育援助研究会（飯田経夫座長）の提言は我が国の教育援助を2000年
までに15％に引き上げるべきで奉るとしている。29）この数字は国際的な動向を

踏まえたものであるが、国際的国内的な教育援助をめぐる動向から判断して15％と

いう目標達成の実現性は高い。しかし、98年度予算においては財政改革の一環とし

てO DA五0％削減の方針が打出されている。そのため金額的な減少は避けられてな

い。しかし、無償資金協力・技術協力の増加傾向は次に述べる理由によって今後も継
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編して行くと考えられる。

①無償資金協力による学校建設の増加

 90年代に入ってから、小学校建設やそれに伴う教員養成学校、教員研修施設に対
する要請が増加している。これは各国の教育開発計画に対する協調支援の申で、我が

国のスキームに見あったものとして要請される場合が多くなったからである。また増

加傾．向にある草の根無償は、学校をはじめとする教育施設に対する援助が多い。

②教育分野の開発調査
 開発調査は道路、上下水道など経済インフラのハードの分野が主流であり、ソフ。ト

面は現在極めて限られた分野（放送教育など）でしか行われていなかった。しかし、

今後は国際的な教育援助増加のために教育開発計画、地域学校建設計画等の開発調査

の要請がなされるようになる。日本には教育分野のマスタープラン策定などのノウハ

ウが少ないために、当初は世銀や他の援助機関との共同実施することも必要だが、今

後重要な分野になることは間違いない。97年にJ工C A開発調査協力部において研
究会を発足させ教育開発調査の可能性と実施方法を検討している。

③新たに援助が開始される国への教育援助

 インドシナ、東欧、南アフリカ、パレスチナ等の国々が新たな援助対象国となった。

ラオス、ガンボディアは基礎教育、その櫓の国では職業教育、高等教育、産業技術教

育分野等、人造り協力に対する要請が強い。

 教育援助は90隼代になって大きな広がりを見せているが、具体的な援助の実施に

あたっては、いろいろな問題が浮き彫りになっている。例えば、93年12月に行わ
れた世界銀行・J I C A中等教育セミナーでは途上国からの参加者から教育分野への

資金貸付けの是非について問題提起があった。債務超過で構造調整を行わざるを得な

い国に対するこれ以上の教育セクターローンははたして有効かという疑問である。

表ユー4 教育段階と地域による社会的収益率と個入収益率  （％）

社会的収益率 個入収益率

地    域

初等  中等  高等

低中所得国
 サブ・サハラ・アフリカ     24．3

 アジア      19．9
 ヨーロッパ・中東・名アフリカ  15．5

 中猷・カリブ落   ユ7．9

0ECD諸国   n．a．

18，2

13，3

11，2

12，8

10．2

11，2

11，7

10，6

12．3

8．7

初等  中等  高等

41，3

39，0

17，4

26，2

n．a

26，6

18，9

15．9

ユ6，8

12．4

27，8

19，9

21．7

ユ9，7

12．3

n．a．：Not app1icableA

出所：Worユd Bank（ユ995）”Priorities and Strategies for亙ducati㎝”22ぺ一ジ
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4、教育協力は成功したのか

 国際教育協力の評価に関しては大きく2つの見方がある。ひとつは「過去30年、
40年を顧みて、この教育は保健・衛生。医療とともに、最も進歩した領域であった。

開発の一多くのなかで、胴ucationはHea1thについで進歩発展した分野である」帥）とい

う見方である。さらに、世銀を中心とした教育経済学者は、公教育（特に基礎教育）

の拡大によって幅広い経済的な便益が得られることを強調して、基礎教育分野の支援

をさらに拡大するべきであると主張する。31）表1－4にあるように社会的収益率も
個入収益率もサブサハラアフリカやアジアでは初等教育が最も高い。そして、教育の

一層の普及によって開発途上国の課題解決の基盤が形成されるのであるとする立場で

ある。

4－1、開発経済学からの反論
 また一方では、開発途上国の教育開発の失敗を指摘する声もある。その代表として

トグロTodaro，M．P（1997）を取上げたい。32） トグロの『開発経済学』は4．一〇

ケ国以上で開発経済学の教科書として利用され、我が国においても国際開発の分野の

基本図書とされ、大きな影響力を持っているからである。トグロは教育開発について

次の様に指摘している。開発途上地域において過去30年あまりの間に教育支出とし
て数千億ドルが費やされたが「平均的市民の苦境は少しも改善されなかった」。こ．の

責任を公教育の失敗として非難することは不当であるが、次の様に言うことはできる。

「教育の機会の見境のない量的拡大を支持するために初期のころ主張されていたこと、

つまり経済成乗を加速するだろうとか、とくに貧しい人々の生活水準を向上させ、す

べての入に広く平等な雇用の機会を創出し、異なる民族や種族の人々を教化し、『近

代的』な行動姿勢を奨励するであろうなどという主張は、非常に誇張されたものであ

り、単に間違いであったことを認めなければならない」。畠3）

 トグロの野間をDA C新開発戦略に関して敷術すれば、2015年までに初等教育
を普及させる理由として挙げられている「基本的な識字および計算能力の修得は、貧

園を削減し、経済的・政治的・文化的な社会生活に人々が参加するための最も重要な

条件である」ということが本当なのかと言う疑問である。2005年までに初等・中
等教育における男女差の解消は「公正と公立を促進する手段」になりうるのか、とい

うことであるg34〕

4－2、トグロに対する反論
 トダ1コに言わせれば、教育開発や教育援助を語る際には次のような問題提起に応え

なくてはならないということである。

間1：教育は本当に経済成長を加速するのか

問2：教育の普及によって人々の生活水準は向上するのか

間3：広く平等な雇用の機会は教育によって創出されるのか

間4：異なる民族や種族の融和は可能か

 間1に関しては、すでに開発途上国のすべての子どもが教育を受ける権利を有して

おり、それによって自己の可能性を開花させ、社会に参加することが必要であること

を第1節において述べた。このような経済成長か教育かという議論は開発学において
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すでに意味のない間であることを指摘したい。間2の教育の普及による生活水準の向

上は、生活水準とはなにかが間われねばならない。教育なき生活水準の向上がはたし

て意味のあるものなのだろうか。問題は間3の教育による平等の雇用、そして間4民
族種族の融和が教育によって可能という疑問であろう。

 この二つの点に関して検討してみたい。トグロはこのような問を提出することによ

って、開発途上国における不平等な雇用や民族対立を教育が助長しているのではない

かと問うているのである。教育開発がこう言った批判を受ける理由としては教育制度

の持つ社会依存性と保守的な性格を上げることができるであろう。

 教育制度はファカーリンド（1989）や米村（1986）が指摘しているように、政治／政府、

社会／家族、経済／企業の3つの力関係で決められる35）。また、教育と社会の関係

は、「教育は社会によって生みだされるが、教育の成果は社会に影響を与え、さらに

それが教育に影響を与える」ように相補的ないしは双方向的な関係にある。36〕

 それゆえに教育制度はその社会構造を反映し、その社会や経済的構造を強化・再生

する側面がある。デューイが指摘するように、教育とは「その社会集団に広く行きわ

たっている関心や目的や観念を共有するに至るまで、経験の質を変えて行くこと」で

あり、「ある社会集団が未成熟な成員をそれ独自の社会的形式へと育て上げて行く」

ものだからである。37） これは社会の継続健と言う点から考えて当然のことである。

人類は値の生物と異なり生物的のみならず精神的にも再生産をすることが必要だから
である。

 しかし、こうした教育の持っ保守的な傾向は、その社会的な機能から持っ必然的な

ものである。同時に政治、経済、社会の在り方が教育制度を規定することから、それ

ぞれが変化することで教育も変り、教育が変化することによって、社会も変革される

のである。このことは現在の我が国の教育改革論議の申で見て取ることができよう。

 それゆえに、教育制度が社会的な不平等を固定化する傾向があることから、教育開

発の成功や失敗、さらには教育投資の不当性を指摘することは違ったレベルの議論で

ある。開発途上国の教育制度が強く不平等を固定化する傾向があるのは、教育が政治、

経済、社会の不平等性を表現しているからであり、教育そのもの不当性の理由にはな

らないからである。これまでの開発途上国の教育開発の努力に対して、社会の不十分

な開発をもって指弾するのは不適切である。トグロの言ういわゆる「教育開発の失敗」

は教育改革の必要性こそ主張できるが、教育投資の過剰を云々する理由にはならない

ことを指摘する必要があろう。

5．国際教育協力の課題一新開発戦略の意味するもの一

5－1、何が変ったのか
 「万人のための教育」以降、DAC新開発戦略に至るまで90隼代に教育の課題は
3つの段階をへて変化したと考えられる。第ユ段階は、既に述べたようにE FAによ

る・「理念から政策課題」への変化である。しかしながら、基礎教育の量的拡大のなか

で、学校施設を増加しても期待したように子どもが来ない、中途退学や落第が多い、

学業不振等、実際の学習が起らないことが分ってきた。こうした背景の中で教育協力

の重点が「量から質」へと変化してきている。量的変化、即ち教育の拡大に対する疑

問とそれに対する検討は既に述べたので繰り返さないが、量的課題が終了して質的課
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題が浮上してきたのではなく、量と質のバランスが重要になったと理解すべきであろ

う。これが第2段階である。こうした教育の質への配慮は、インプットからアウトプ

ット、アウトプットからプロセスヘと視点を移行させることになる。なぜならば、こ

こで言う質とは子どもの中での学習がどのようになされているかを問うものだからで

ある。それゆえに、この変化は教育をそとからでなく子どもの内側から、学習者を中

心として捉らえ直すことを意味している。これは「教育協力における子どもの発見」

と言うことができるであろう。

 80年代後半からW工D（女性と開発）の視点が開発に取入れられるようになり、
「開発における女性の発見」が行われた。D A C新開発戦略のなかで男女格差の解消

が課題となったことにより、この「社会的公平」が教育のなかで重要になってきたこ

とを示している。これが第3段階である。社会的公平は教育の場に女性を引き入れる

ことと、女性のおかれている社会的状況の変革をせまる教育の必要性の2つの側面を

持っている。前者はさまざまな女性の地位向上運動と連動して、公教育が女性にとっ

て平等な機会を提供できることをめざし、後者、カリキュラムや教育内容・方法を女

性の視点から捉らえ直すことを迫るものである。教育協力が学校教育の場から大きく

社会の場へと踏出す必要性がでてきたのである。

 国際教育協力は90隼代に入ってから、基礎教育の普及が「理念から政策課題」に
なり、学習の質をめざす「教育協力におけるこどもの発見」、そして女性や社会的弱

者の社会的状況を視野に入れた「社会的公平」という3つの課題を担っていると言え

るである。そして、それを表現したものがDAC新開発戦略の意味するところでもあ
る。

5－2。国際教育協力論の対応すべき領域
 では現在、国際教育協力論が応えなければならない課題は具体的にはどういうもの

であろうか。

（1）格差の増大と二一ズの多様化への対応

 タイやインドネシアは入口政策が軌道にのり、入口増加率が急激に減少している、
こうし走国では教育政策の中心は中等教育の拡充にある。一方では内戦のために教育

が大きく破壊されている国もある。そのため教育援助二一ズは遡域や国によって大き

な変化を持つことになり、教育援助方策は一層の多様性を必要としている。

 こう。した多様化に対処するためには、長期的な視野にたって調査研究を行う中で、

二一ズにそった新たな援助の方法の開発が期待される。また教育開発にともなって進

行する進学競争や学歴インフレに対応するためには、企業内教育やO JTをも視野に

入れたこれまで以上にマクロな視点から検討することが国際教育協力論の領域となる。

（2）．教育・研究交流の活発化への対応

 東西対立が解消したことことから、国際的な教育交流、研究交流は一層活発になり、

留学生や外国人教師が増加する。それゆえ、国際教育協力の一環として留学生研究が

必要となる。留学生の受入れに関レて頭脳流失が問題となっており、ヨーロッパを中

心に留学生受入れより、現地での高等教育支援が有効であるとの意見もある。38〕

また、一方では、留学生による先進国の学間の直接の移転は、途上国における研究を

一段と低く見る風土を醸造しているとの批判もある。89）国内の研究二一ズに目を

向けずに、先進国を向いて研究することを「国内頭脳流出」と名付けているが、高等
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教育機関の在り方や研究補助とも関係する課題である。

 90年以降アメリカと英国が留学生の受入に積極的である。英国は大学の運営に係
わる重要な資金源として留学生の受入に積極的になり、アメリカはそれに対抗する形

で活発になっている。また、これまで途上国からの留学生の受入に特に配慮が無かっ

たドイツにおいても、途上国からの留学生の受入に積極性が見えるようになった。9

9年3月の筆者の調査でも98年からボン大学に英語による大学院コースが設定され
たり、チュウヒンゲン大学では林業関係の特別コースが設定されている。

 日本においては、99年度予算で学位取得を前提とした長期留学生予算や、無償資
金協力による留学生の受入め予算が設定され、J I C Aが実施機関として枠組み作り

を行っている。今後先進国および我が国のO DAによる留学生の受入とそのインパク
トは高等教育分野における国際教育協力の大きな研究領域と言えよう。

（3）援助協調への対応

 近年、援助機関の間で協調して教育協力を実施するためのラウンドテーブルが開催

されるケースが多くなった。これまで我が国は個別領域での援助協調には必ずしも積

極的ではなかった。ひとつには現地に教育協力の専門家がいないことや、協調的援助

の気運か充分でなかったことも考えられる。既に述べたように教育協力は援助機関間

の緊密な協調・連携が必要である。そのためには教育行政・教育計画の専門家を多く

の途上国の教育省に派遣することと、日本から専門家を適宜、こうした会議に派遣で

きる体制整備が必要である。そして研究者の養成と研究者・研究機関のネットワーク

の形成は大学に於ける国際教育協力論の最も大きな課題と言えよう。

 今一つのこれに関する課題は、S IP（Secter Invet㎜㎝t Progra珊鵬）ないしはコモ

ンバスケット等の強い援助協調グループに対する対応である。エチオピア、ガーナ、

ウガンダ、タンザニアなどのアフリカ諸国では世銀やD F I D（英国海外援助省）等

の支援によって教育全体の投資開発計画を作成し、それに基づいて各国が支援計画を

作成・実施することが行われている。ドナーグループと当該政府の連携の元に包括的

なプログラム（S I P）を作成し、それに対する支援も同じ資金枠（コモンバスケッ

ト）で行おうとするものである。これは援助協調を効率的に行うための仕組として始

められた。しかし、この1～2年のS工Pやコモンバスケットの流れを見ていると、
その性格がいささか変化しているようである。

 筆者が99年3月に行ったウガンダの例を見てみたい。ウガンダでは初等教育の無
償化（一所帯子ども4入まで）にともない、教室建設、教員養成等緊急の課題が生起

し、その実現の為のE S工P（Education Secter Invet㎜ent Progra㎜e）が、1998

年12月に作成された。そして日本も含めた各ドナーの担当官はミーティングを毎月
開催してその支援策を検討している。日本からは大使館書記官が出席している。その

際中心となっているのがD F工D（英国海外援助省）とオランダ大使館の担当官であ

った。こうしたS工Pを中心となって推進しているグループをLike膿刀ded Group
と呼んでいるが、彼らは目的達成g為には各ドナーが足並を揃えて、つまり方法も同

様にして支援することが必要であると考えているようである。例えば小学校建設を例

にとると、E S工Pでは2006年までに2万6千教室の建設が計画されているが、
ドナー会議では、その方法として地方政府に資金を出して、地方の教育部が実施する

ことをD F I Dとオランダは進めている。そのため、日本の無償資金協力のような教
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育省直轄の学校建設支援に対しては、その推進を妨げるのである。私が滞在中の99
年3月に政府の報告書として学校建設の進め方、建築法に関するレポートが出された

た。それはD F I Dの方式を効率的とする内容であるが、この調査の資金援助とコン

サルタント選定はD F I Dとオランダ政府が行ったものである。こうした形で当該政

府は望んでいても、それをドナー会議の中心グループ（Like膿nded Group）が排除

することが行われている。従来、効率的な支援策であった援助協調が、ある場面では

援助国、被援助国双方の手を縛るように作用しているのである。援助協調のこうした

マイナスの側面に対する対応も重要な課題である。

（4）・．社会的弱者に対する教育への対応

 DA C新開発戦略におけるすべての国民に対する教育機会の提供とは、一般的な教

育機会の平等にとどまらず、これまで教育機会に恵まれなかった人々、つまり社会的

弱者（貧困層、女性、障害者、先住民等）の教育二一ズを掘り起こし、それに応える

ことでなくてはならない。先住民や障害者の教育がどのように行われているかが、重

要な指標として国際的に判断されること必要である。さらに多民族・多文化の視点が

組込まれ、少数民族への教育指標も工夫されるべきであろう。こうした困難な指標作

成や指標評掘も国際教育協力論の重要な領域である。

（5）国際教育協力の評価への対応

 97年5月のD A C開発指標会議においても教育の指標はかなり整備されているこ
とが指摘されている。しかし、これまでの指標は量的な指標であり、質的指標は得る

ことが困難で撃った。これは質の定義が難しく測定が困難なだからである。

 ミンガート（舳ngat，P．1994）によれば総就学率とGN Pにたいする教宥費の割合

はほとんど相関が見られず、つまりコストを沢山かけているからといって就学率に上

がらない。州 それ以外の要因がきいているのである。しかし、コストをかけてい

る国の方が教育の質が高いことが考えられう。こうした指標が必要とされているので

ある。多分、入間開発指標のように幾つかの指標を組合わせて新しい教育の質に関わ

るインデックスを作成することが必要である。41）

 広里（1997）によると、アジア開発銀行では教育指標をインプット、プロセス、
アウトプット、アウトカムの4段階に分けて、それぞれの要素と指標を一まとめにし

て検討している。州 これば教育過程はインプット（入力）とアウトプット（出力）

のみでは評価できず、その過程と社会的な評価が必要だからである。こうしたプロジ

ェクトの評価は国際教育協力論固有の領域である。

おわりに

 教育は状態を達成するものでなく、個入と社会の中に常に生まれつつあるある過程

を意味している。つまり教育には終わりがなく、教育の意味は教育される過程の中に

ある。そして現実の教育、特に公茸育は歴史的に発展し、国家や民族の社会を再生産

し未来を形成するものである。教育はその国の未来に関わる課題であり、教育開発計

画、教育システム、教育内容にかかわる政策決定はその国のオーナーシップが直接発

揮されねばならない。教育内容を決定するのは、その国自身であるが、カリキュラム

改訂に必要な調査や研究、カリキュラム実施に必要な機材や教員研修は支援の対象に
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なる。それゆえに教育協力を実施するには相手国の教育や文化、歴史等に関する深い

理解と真筆な態度が必要である。こうした姿勢を欠いた教育協力はその国の教育の健

全な発展を歪めることになりかねないからである。ここに国際教育協力論が要請され

る背景がある。

 国際教育協力論の現実的な課題の一つはわが国の教育協力の方針および実施体制へ

の寄与である。同時に教育協力の実践をとおして学ぶことも重要である。なぜなら、

教育協力は常にあるべき教育を共に志向するものだからである。国際教育協力は開発

途上国をフィールドとして、そこの人々との共同作業である。こうした教育実践はわ

が国の教育にも大きな影響を与え、さらに国際的な教育の思潮をも動かし得るのであ
る。

 国際教育協力の現状と方向性をDAC新開発戦略の目標を軸に検討し、さらに国際
教育協力論の領域を提案した。国際教育協力の目指すところはそれぞれの国が自国の

教育システムを充実させ、それぞれが相互に交流し学び合う関係を構築することにあ
る。

 これまでの我が国においても多くの教育協力が行われ、現在も行われている。しか
し、こうした経験を積み重ね、吟味する学問領域が構築されていなかった。国際教育

協力論の研究領域の構築が急がれる。今後多くの領域の人々との共同作業を必要とし

ている。

【注】

注1）．本章は拙稿「国際教育協力論の試み一DAC新開発戦略をめぐって」大阪大学

入間科学部紀要第24号（1998）を加筆訂正した。

柱2）O DAのうちO E C D・DAC諸国の総額は96年において55ユ億ドルと報
告されている。そのうち日本は第1位で94億3900万ドルでDAC諸国のうちの
ユ7．1％を占めている。教育分野の含まれる社会インフラ部門は全体の27．3％

と最も大き怠部分を占めている。教育分野のODAはDACの平均はおおむね15％
前後であり、また世界銀行では7．9％（96年度貸付承認額）約五7億ドルである。
注3）「D A C開発戦略援助研究会」は96年9月に組織され、貧困、教育、保健、

環境の4分野および開発モデル国としてカンポディア、ガーナ、ジンバブエの3国へ

の援助方針を含めた4分冊の報告書を作成した。

注4）本章では1990年以降の動向を扱った。それ以前の教育協力の状況に関して
は、水越敏行、大隅紀和、菅井勝雄編著（1987）「アジアで学んだこと・教えたこと一

派遣専門家の見た教育事情」明治図書に一詳しい。

柱5）DeweyJo㎞（1916）Democracyand胴ucati㎝一AnIntroducti㎝tothePhi1oso
phy of Educati㎝（松野安男訳「民主主義と教育」岩波文庫13ぺ一ジ）

柱6）De田ey Jo㎞（1916）前掲書 邦訳18ぺ一ジ

注7〉Condorcet（1791）Nature et gbjet de1’instructi㎝Pub1ique（「公教育の原

理」松島鉤訳 明治図書9へ。一ジ）

注8）富永健一（工990）「近代化の理論」講談社

注9）富永健一（1990）「日本の近代化と社会変動」講談社

注10）Russe11，B．（1926）”0n Educati㎝”（安藤貞雄訳『教育論』岩波文庫 50ぺ
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一ジ）

注1ユ）Russe11，B．（ユ926）前掲書邦訳50ぺ一ジ

注12）小馬徹（1992）「アフリカの教育」日野瞬也編『アフリカの21世紀 第2巻

 アフリカの文化と社会』勤草書房1992 16ユベージ
柱13）Schu1tz，Theodore，W．：Invest㎜entinH㎜anCapita1，TheFreePress，NY，
1971

柱14）ユニセフ仮釈『万人のための教育世界宣言』（1990）

注15）最上敏樹（1987）『ユネスコの危機と世界秩序』東研出版

注16）Ki㎎，Ke㎜eth（1991）”Aid＆Ed㏄ati㎝一inTheDeve1opi㎎Wor1d”L㎝g㎜an

注17）外務省（ユ997）『我が国の政府開発援助一〇D A自書 上巻』87ぺ一ジ、ま

たDAC新開発戦略に関しては外務省が訳した『21世紀に向けて：開発協力を通じ
た貢献』が経済協力局国際機構課から発表されている。

柱18）浜野 隆（1995）「構造調整下における教育開発政策一初等教育就学率との関

連を中心に一」『国際協力研究』第12巻2号
泣19）斎藤泰雄（ユ995）「途上国における初等教育の発展段階区分試論」『国立教育

研究所研究集録』第31巻
注20）Wor1dBank（1995）”PrioritiesandStrategiesforeducation”、トグロ（1

997）削掲書
注21）Todaro胆。haeユP．1997’’亘㏄㎜㎜ic Develop㎜ent”6th editi㎝ （岡田靖夫

監訳『トグロ．M 開発経済学』国際協力出版会ユ997470ぺ一ジ
柱22）Coo㎜bsP．HandManzoor，A．（1974）”Attacki㎎Rura1Pverty：Ho料N㎝for㎜a！

胴ucati㎝C弓nHe1P”JohnsHoPkins口niversitypress・
主主23）一Dore，Rona1dP．：TheDiP1o孤aDisease－Education，Qua工。ficationandDeve

1op㎜ent，George Aユエen＆Unwin Ltd．，工。nd㎝．1976（日本語訳松居弘道訳：学歴社会

新しい文明病岩波書店1990）
注24）社会体制と開発の程度による教育開発の違いについてはファカーリンドら
Fagerユind，I．andSaha，L．J．（1989）”瓦d㏄ati㎝andNati㎝a1DeveloP㎜㎝t”Perga㎜on

Press．において指摘しているがそれについては第2章で扱う・
言主25）Caユ。1ough C．et aユ．（1990）”Education for A11 in Low Inco㎜e and Ajustin

gCo㎜tries，theCha11engefor1990s”Draftdo㎝㎜ent＠reParedfortheWorldCo
Ilference on Eduction for A11，Jo㎜tien，Thai1ad．

注26）Wor1dBank（1995）別掲書
注27）Kエ㎎，Ke㎜eth（199ユ）冒口渇書

注28）外務省（1997）前掲書174ぺ一ジ
注29）JI CA「開発と教育分野別援助研究会」は92年9月に飯田経夫氏を座長
として発足し、約1年かけて教育協力に関する提言を作成した。提言は基本方針、重

点分野、実施上の留意点からなる。基本方針は次の3点である。

①教育援助の拡大を図る：これまで日本の教育水準の高さや教育に対する関心の高さ

にもかかわらずO DA全体の約10％でしかなった。そのため2000年までに1．
5倍拡大して15％に増大させる。
②基礎教育援助を重視する：基礎教育の量的質的拡充はその重要性に鑑みて急務であ

る。日本はこれまで、他の教育領域に比べて少なかったこともあり、今後最も重視す
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べき分野である。

③教育開発の段階に応じた援助を実施する：途上国の教育援助の二一ズは多様である。
しかし、国際機関や援助機関は基礎教育重視の姿勢を強めており、これまでの職業技

術教育・．高等教育から急速に援助対象を基礎教育領域にシフトしていを。∵国の教育

開発は各教育段階のバランスを考え、被援助国の教育開発全体を視野に入れ、段階に

応じた援助を実施すべきである。この提言の主旨は、教育援助は基礎教育分野を重点

として拡大する必要があり、これまで実施している高等教育や職業技術教育の援助を

．減少させることなく引続き実施していくいうことである。

 重点分野としては基礎教育における理数科教育、女子数有、社会的弱者に対する教

育、ノンフォーマル教育と理工系の高等教育が挙げられている。さらに重点内容は教

育行政の強化、教師養成、カリキュラム・教科書・教材開発、学校施設整備の4点で
ある。

 教育援助実施上の留意点にはいくつか上げられているが、そのなかで目につくのは、

教育援助のための国内的、国際的なネットワークの構築を提言していることであるg

教育援助を拡大するにあたってのネックのひとつは、この分野の専門家が少ないこと

であるjしかし、日本の教育研究の水準は非常に．高く、各教育分野の学会は活発であ

り論文の数も多い。これまでこうした教育研究と教育援助の実施が結びついていなか

ったのである。もちろん、教育援助の実揮の適格者のリクルートは難しいことを通り
越して、適格者の数が少なすぎて話にな一 轤ﾈいという側面があったことも確かであろ

う。しかし、近年は国際開発の大学院が相次いで設立され、援助研究が行われ、その

申で教育援助に関する論文も増加している。そのためこうした大学や研究機関へ教育

援助情報の提供を含めた、緊密なネットワークが構築される必要がある。

注30）豊田俊雄（ユ995）「開発と社会一教育を中心として一」アジア経済研究所ユ1

ぺ一ジ

亭主3 1）Psacharopou1os．G （王988）”Educ註t io聰 and deve！opmen1二”Wor王d Bank Resear

ch Observer 3．

注32）Todaro趾。hael P．（1997）前掲書 邦訳464ぺ一ジ。

注33）Todaro舳。hae工P．（工997）前掲書 邦訳464ぺ一ジ

柱34）外務省r21世紀に向けて：開発協力を通じた貢献』10ぺ一ジ
注35）Fagerユ1nd，I㎎㎝ar，L J．Saha（1989）前掲書および米村明（i986）『メキシコの

教育発展一近代化への挑戦と苦悩』アジア経済研究所

注36）内海成治（ユ995）「国際協力概論一地球規模の課題」国際協力事業団55ぺrジ

注36）Dewey Jo㎞（1916）副掲書邦訳26ぺ一ジ

注37）Dewey Jo㎞（1916）削掲書邦訳25ぺ一ジ

注38）筆者の出席した92年7月のDAC毅鏑会合で留学生問題が話し合われた。

注39）Todaro Mユ。hae1P．（1997）剛掲書邦訳486ぺ一ジ

注40）Mingat，P（エ994）”工ntemati㎝a工Perspectives㎝亘ducati㎝：So㎜e Ideasf

orDataAna1ysis”Wor王dBank，瓦dugati㎝andSocia1DePartment．

柱4ユ）D A Cでは96年5月に新開発戦略に関わる指標セミナーを行い指標の状況
を検討した。その結果、幾つかの指標をセットにすることで質的な側面を見ることの

できるインデックスの可能性をさらに検討することになった。97年2月に2回目の
新開・発戦略に関わる指標セミナーが開催される。
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注42）広里恭史（1997）r社会開発プロジェクトー教育部門を中心として」嘉数・吉

田編『アジア型関発の課題と展望一アジア開発銀行30年の経験と教訓』名古屋大学
出版会

一30一



【参考文献】

C盆1cユ。ugh C．et a1．（ユ990）’’瓦ducation for A11 in Low Income a皿d Ajiユsting

    Co㎜tries，theChaユ王e㎎efor1990s’’Draftdo㎝㎜ent＠reparedforthe

    Wor1d Conference on Eduction for A11，Jomtien，Thai1ad．

C㎝dorcet（ユ791）”Nature et objet de1’instruction pubユique”（松島鉤訳『公教育

    の原理』明治図書）

Co㎝bsP，Hand胞nzoor，A．（1974）”Attacki㎎Rura1Pverty：HowN㎝for㎜a1

    亙ducation Can HeユP”Johns HoPkins University press．

Dewey Jobn（1916）De㎜ocracy and Education－An Introducti on to the Phi losoPhy of

    Educati㎝（松野安男訳『民主主義と教育』岩波文庫）

Dore，Rona1d P．：The DiP1o㎜a Disease －Education，Qua1ofication and Deve1oP㎜ent，

Fager1主nd，I．andSaha，乙．J．（ユ989）”囲㏄ati㎝and胞tionaユDeveユ。p㎜ent”Perga拠㎝

    Press．George Aユエen＆Unwi巫Ltd．，L㎝d㎝．1976（日本語訳松尾弘道訳：

    『学歴社会新しい文明病』岩波書店1990）

外務省（1997）『我が国の政府開発援助一〇D A白書』

外務省（ユ996）『21世紀に向けて：開発協力を通じた貢献』

浜野隆（1995）「構造調整下における教育開発政策一初等教育就学率との関連を中心に

    一」『国際協力研究』第12巻2号
広里恭史（1997）「社会開発ブロジェクトー教育部門を中心として」嘉数・吉田編『ア

    シア型開発の課題と展望一アジア開発銀行30年の経験と教訓』名古屋大学

    出版会
Litt1e，Ange1a，秤．目。PPers，R．Gardner（1994）” Beyond Jomtien ImPユe㎜enting Pri㎜ary

    Educari㎝forA11”，脆㎝i1工an，Lond㎝

金子元久（1983）『アジアのマンパワーと経済成長』アジア経済研究所
Kin9，Kenneth（ユ99ユ）” Aid ＆ Education－in The Deveユ。Ping Wor1d”Lon9服an

国際協力事業団（ユ994）『関発と教育分野別援助研究会報告書一提言編および資料編』

小馬徹（1992）「アフリカの教育」日野瞬也編『アフリカの21世紀 第2巻 アプリ

    カの文化と社会』動草書房

Mingat，P（1994）”Intemati㎝a！Perspectiveson琶ducation：So㎜e互deasforData
    Anaユysis”Wor1d Bank，亙ducation and Socia1 Depart㎜ent．

永越敏行、大隅紀和、菅井勝雄編著（1987）「アジアで学んだこと・教えたこと一派遣

    専門家の見た教育事情」明治図書

最上敏樹（1987）『ユネスコの危機と世界秩序』東研出版

牟田簿光（1994）「国際教育・援助への比較教育学の貢献」日本比較教育学会第30回

    大会発表要旨集録
P・・ch・・oPo・1o・・G（1988）”Ed㏄・tヰ・nandd・・e1oP㎜・・t”Wor1dB・・kRe・e・rch

    Observer 3．

Russe1ユ，B．（1926）”0n Educati㎝”（安藤貞雄訳『教育論』岩波文庫）

斎藤泰雄（1995）「途上国における初等教育の発展段階区分試論」『国立教育研究所研

    究集録』第31巻

一31一



Schu1tz，Theodore，W． ： Invest㎜ent in Hu㎜an CaPita1，The Free Press，NY．197ユ

Todaro Hユ。hae1P．工997”Econ㎝ユ。 Deve1opment”6th ed1t1on （岡田靖夫監訳rト

    ダロ．M 開発経済学』国際協力出版会ユ997）

富永健一（1990）「近代化の理論」講談社

官永健一（1990）「日本の近代化と社会変動」講談社

ユニセ．フ仮釈『万人のための教育世界宣言』（ユ990）

内海成治（1993）『教育メディア開発論』北泉社東京

内海成治（1994）「教育援助の動向」国際教育研究紀要Vo1．1東和大学国際教育研究所

内海成治（1995）「教育」『2010年における我が国の援助とJ I C Aの役割に関する墓

    礎研究』国際協力総合研修所
内海成治（ユ995）「開発と教育」国際協力総合研修所編『国際協力概論一地球規模の課

    題』国際協力事業団
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弟…2軍

教育開発モデルをめぐって
はじめに

 本章では国際教育協力にお．げる研究テーマとして重要な教育開講モデルを検討。する。

いくつかの教育開発モデルは教育協力の動向や具体的な案件立案の際にも影響を与え

ている。そのため教育閣発モデルの探求は研究者にとって魅力的尊試みである。しか
し、これまでに提出されたモデルは一般モデルとして成功しているとは言い難いと言

う一のが私の緒論で．華る。．一般釣モデルの形成を困難にしてい．るのは、．それぞれの風が

特殊稼状況におかれているからであり、そこにおける教育が多様だからである。しか

し、それ以上に教育闘発モデルの難点俸、提案されたモデルが静的専一般モデルを目

指していることにあると思われる。開発と教育はそれぞれにダイナミックな過程であ
り一、静的なモデルの提示はかえって問題を見えな、く一するおそれがある．。．．つ一まり一、開発

自体が動的な過程であり、そこにおける教育開発も動的であるという、二重に動的な

過程であり、ひとつのモデルにおさまりきれないのである。また、教育開発の動向は

短期間に大きく変化するし、政治的安定性も大きく影響しており、後発効果も認めら
れる．。、こう．したさ、まぎまな変化を取り一込んだ動一的。モデルの一形一成が今後の一課。題として残

されている。

1、ハービソンとマイヤースのモデル

 教育の発展が値の経済的な指標とどのようなな関連にあるのかは、古くから研究さ

れてきた。そのなかでも良く知られているのは60隼代なかばに発表されたハービソ
ンとマイヤースHarbis㎝F，and C．A．Myers（ユ964）のr教育およびマンパワーと経
済成長』。”Ed岨。ati肌，山肌p卿er，a鮎眈。n㎝icGro軌h”であ一る一σ彼ら。はさ一まざまな

教育指標と経済指標との相関を調べた。その結果、就学率と一入当たりのG N Pには

強い正の相関があり、農業入口比率とは強い負の相関があることを指摘した。そして

特に中等教育就学率と高等教育就学率とを組合わせて作成した人的資源開発インデッ
クス（且㎜狐賄附urce D．eve1σ岬ゼnt Co㎜P帆ite Index）一は、一人当たり一のGNlpとσ．

888という高い相関を示した。人的資源開発指標は、中等教育就学率十高等教育就
学率x5で求められるもので、高等教育への就学率に大きな重みをおいた指標である。

最低はニジェールの0．3で、最高はアメリカの261．3で、この間に全ての国が
ランクきれる（妻2一一1〉σ

 このインデックスによって4つのレベル、すなわち、低開発国（口nder deve1oped）、

瓢公的発展国（Parti＆ユエy deve1σped〉、セミ先進国（＆e別i adva㏄ed）、先進国（Adv邑nc

ed）を設定しそれぞれのレベルにおける人的資源開発、そして教育開発の課題を検討

したのである。

 こうした研究においては次のような前提が必要である。人的資源とは何人の人間が
どの教育水準まで達成し一たかによっ一て計ることができるσ特に高い一レベルのマンパワ

ーは中等教育と高等教育就学率、そして科学と技術コースの割合で決めることができ
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る。また、一つの国の高いレベルの人的なストックは、特定の職業、教師、弁護士、

科学者、技術者、医師等の数によって比較することができると言うことである。しか
し、現在では一つの国の人的ストックを特定の専門的な職業に就業するに入間の数で

計ること自体が疑問視されている。それはともかく、彼らの結論は、教育開発の課題

は次の5つの選択肢をどのようなバランスで政策決定するかにあるとしている。

・公教育において量と質のどちらを優先するか

・中等教育および高等教育における科学・技術と法律・芸術・入文学をどのような割

 合に設定するか。

・技術教育を就業前と就業後（現職）のどちらで行うか。

・科学・技術分野へのインセンティブをどのように与えるか／科学分野の給与を政策

 的に操作するのか市場にまかせるのか。

・人的資源開発を個入の関心にまかせるのか国家が関与するべきか。

妻2－1 人的資源開発指標

工ω‘’∫、ぴ刊dεr此叱’oμd

O．3 Nigor

0．75Elhiopi理

ザ2 Ny洲罰1md
I．55  So－11；1Ii日

1・9 へrgh日niS伽
1．9  S汕Idi A一一日bi証

2．2 Tmgコnyi㎞
2．O  I、’ory Coast

2．95  No！一こhcrn Rhodc5ia

3－55 Co日g0

4、1  Liboria

4－75Kcnyn
4－95 Nigcri日

5．3   Haiti

5－45Scn芒gコ1

5．45 Ug日nd日

7．55  Sud刮n

〃〃〃、P・舳〃ツd舳’ψd
lO．7  Gコuiem日！a

コO．7   Indoncsiコ

10・85Lil・y日
！4．2   Bu－In，0

14．5  Domini〔日n Rcp阯bHc
－4．8   1モ。livia

15．25 Tunisi丑

17・草 Im・

19．5  C11ina（M口inIコηd）

20．9   BrミMi1

22．6  Co10Hlbia

22・7 P齪mgmy
23．一5 Chコlm

23．05M日1ay皿
2→．3   I－cb訂”on

2・一．4 E〔u日dor

25．2 P祉kisユ日n

26・8 J報maica

27－2 Turkoy
30．2   Ilcr11

3L2 Imq

．Le一κ’∫〃，∫〃兀j〃リω一Ced

’33．0   ＾｛exi〔o

35．1   ユ1i；1H311d

35・2 11！di竈

35；5  Cllb皿

39・6 SP』ill

・何．O  Souul A［li〔日

40・1  Egypt

仙．8  P01I【ugO1

．47．3  Cosω Ri〔田

47．？  Vcnαudコ

4S．5  Crooco

引．2  Chilc

55一一〇 H・・9日ry

53．9   1＝一コiwan

55．0   Souユh Korc日

50・8 11aly
60．3 Y11g（〕s1日・ia

66．3   Po1011d

68．9  C7cchos三〇vakia

69・8 Ul－ugu日y

73・8 No・way

五ω‘止〃、M舳1Ced
η．l  Dcnmミ1rk

79．2  Swcdcn

S2．0  Argcnuna
84．9   Israc1

85・8  ，Vos工Gcr－11日ny

88，7   Fin！and

92，9  U，S．S．R．

I0一．6  C証一1ad記

107．8   Francc

川・4 J刮p丑n
－2L6  Uni二｛d Kingd01H

123．6I adgi・m
棚．7 NclhclIlond5
1ヨ7．7   Aus⊥raH日

M7．3  New Zcalnlld
261．3  Uni【cd S－aこ。5

出処：．Harbison F．and C．A．Myers（1964）”Education，Manpower，and Ec㎝omic

   Growth”0xford ＆ 互BH Publishin9
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 ハービソンとマイヤースはこの本の最後の部分で現在にも通ずるいくつかの提言を

行っている。例えば、低開発国の人的資源開発における最重要課題として次ぎの3点
を挙げている。ひとつは外国人を早く自国人に置き換えること。2番目は1次産業を

発展させるために初等教育を普及させること。また初等教育の就学者の増加に当たっ

ては教育の質を高めて中途退学を減らして無駄を無くすことが墨も重要であり、単に

第1学年への入学者を増加させることは避けるべきである。3番目は、中等教育段階
における職業教育は高価であるばかりでなく非効率的であり、就業した企業や機関に

おける現場での教育に置き換えるということである。
 しかしながら教育開発において完全な解と言うものはない。歴史を振返ってみてそ

れぞれの国が与えられたさまざまな条件の申で最適な解、よりよい解が見いだされる

のであろう。それぞれの国の開発の速度に大きな差が見いだせるのであるから、伯の

国よりよい選択をした国は存在しているはずである。例えば当時の日本の人的資源開

発インデックスはユ11．4で、75ヵ国の上から7番目である。しかし当時の日本
の一入当たりのGNPは306ドルでジャマイカの次で3ユ番目であった。このこと
をハービソンとマイヤースは人的資源開発における教育を重要複した政策とは見なさ

ず、日本は教育に過剰投資していると指摘し、他の分野にもっと投資することを勧め

ている。これは相関と言うものを見間違えた例である。相関直線から外れたデータを

読めないのである。低いG N Pであっても高い教育水準を保っている国を、経済学者

は過剰投資と見なしてしまう。相関百1線からの隔たりはひとつの政策的可能性であり、

それぞれの国の社会、歴史、文化等によって変りうるのである。多分彼らは日本に関

する徳の分野の研究者の研究を見ることなしにこうしたコメントを作成したのであろ
う。

2、社会構造と教育開発

 教育の発展は政治経済的な要因と同時に、歴史・社会・文化的な要因にもとづく教

育自身の内発的な発展も大きいと考えられ、そのため1司じ地域における一定の傾向が

強くうかがわれる。例えば東アジア、東南アジア、中近東および中南米では、初等教

育は普及し、教育開発の中心は申箏教育以降になっている。また、南太平洋でも多く

の国の課題は中等教育である。一方、南アジアとサブサハラアフリカでは引続き初等

教育の普及が大きな課題となっている。ヴェトナム、ラオス、カンボジア等は社会主

義から資本主義経済に移行するために、教育開発においてもこれまでにない状況にな
る。

 ファーガーリンドとサラFager1ind，I．and Saha，L．J．（1989）は政治経済的に見た

社会のタイプにしたがって教育開発の状況を検討している。89年の文献であるため

表中に社会主義とあるが、これらの国の多くはすでに社会主義から市場経済的な政策

に移行している。しかし、こうした移行期にある社会の教育開発を考える際にこの分

類は参考になる。例えばインドシナ3国のようにDの状況からBへ移行する国の教育
開発は識字や初等教育から全てのレベルでの教育の拡大に向かうことが示唆されてお

り、中等および高等教育の拡大が社会的に要請されることが予想される。

 しかしながら、社会主義から市場経済への移行国を見ても、同じインドシナ3国の

ヴェト。ナム、カンポディア、ラオスではそれぞれに非常に異なっている。そして教育
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開発も独富の取り組みが必要である。すでに高い識字率と初等教育就学率を達成して

いるベトナムと、識字や初等教育がこれからの課題であるラオスの教育麗発は大きく

異なっている。ある意味ではベトナムとタイより異なっているかもしれない。これが

同じ移行国といってもアフリカ（例えばエチオピア、モザンビーク）とインドシナの

比較はそれ自体が大変困難である。
 それぞれの地域、国は固有の教育課題を担っているために、そうした問題を抽出・

理解するための個別の研究が不可欠である。個別の国の教育開発にあたっての一般的

な処方室はないことになる。しかしながら、そうした多様性を越えて、ある程度の一

般化を付し．＼地域としての傾向を探ることは重要で益ろう。では、経済成長を進めた国

の教育闘発の経験はどのように一般化されるのであろうか。そのことを世銀の「東ア

ジアの奇跡」のなかに見ることができる。

         表2－2 ファーガーリンドの社会類型と教育

社会のタイプ 開発のタイプ 教育と開発の関係

A．発達した資本 1．資本集約的自由市場 1 教育への高い参加性

主義1米国，イ 2．歴史的に発達した産業 2 個入の達成のための教育

キリス，西ドイ 3、資本架約的技術 3 教育の高い固有の佃i伽を独調

ツなど） 4．平等より成長を優先 4 教育の隠された思想性（ヒドン・

5．輸出市場志向 カリキュラム）

5 開かれた届用と選択システム

B、発達度の低い 1 国際資本主義システムヘ ユ すべてのレベルでの教育の拡充

章本主義（プラ の統合：自由主義経流 2 個人の達成のための教育

ジル，ナイジェ 2 二並経済：小工業が基礎 3 ナカデミックカリキュラムの価

リア，ケニアな 3 榊置的技術1資本架約的 値づけが高い：公的部1」一jへの高

ど） 技術志向 い志向性

4 平等より成長を優先 4 教育の隠された思想性（ヒドン・

5 輪山〒ぽ場志向 カリキュラム〕

5 エリート雇用（1月かれていない）

と選択システム

C．発達した祉会 1．計画的な資本の集約 1 教育への高い参加性

主義（ソ連，ポ 2．詞’面的で急速な産業化 2 集団内達成のための教育

一ランド，チエ 3．中問的労働集約的技術 3 教青の手段的伽他の強調

コスロバキア， 4．成長より平等を優先 4 教育の思想性が一リ」｛確（新しい祉

東ドイツなど〕 51国内市場志向 会主義的人固）

5 計画的雇用と選択システム

D．発達度の低い 1 国際資本主義システムと 1 識字教育拡大と初等教育の昔及

社会主義（中国、 の断絶：言晒経済 を優先

キューバ、アン 2 ニュ匝縦済：小］二業が基礎 2 個人の達成のための教育

コラ，エティオ 3 州11的技術1資本染約的 自己独立のための教育

ビアなど） 技術志向 3 職業カリキュラムヘの高い伽仙、

4．成長より平等を優先 農薬の優先性が1期い

5．囚内i1蝪志向 4 教育0）北，独性が川舳…（新しい主1＝

会主義，新しい1コ～1家0）アイデン

ティティの形成）

5． 計画灼な∫証用と逃択システム

1ωi〕F“ビr11nd．1．山111．（1州〕〃・亡・l1ω1“1“’八’・l1o・・〕〕・1・じ’ψ舳“．P．2：｛8一
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3、世界銀行の『東アジアの奇跡』

 経済開発との関係で教育の役割を新たな視点から分析したのは世界銀行が発表した

r東アジアの奇酪』（Wor1d Bank1993白鳥訳1993）である。そのなかで東アジアの

経済発展の要因の一つに教育があったとして、その教育開発の特徴を分析した。

 「急成長を遂げる東アジア諸国のほぼ全ての国で、過去30年間において劇的な教
育・訓練制度の拡大と変革が起きた」（45ぺ一ジ）として東アジアの教育の質と量

の拡大を指摘している。東アジア諸国はいちはやく初筆教育を普及させ、中箏教育と
高等教育においても非常に桑展が進んでいる。こうしたことが可能であった背景とし

て特に教育予算面での国家戦略、つまり国家予算全体の申での教育予算の割合と、教

育予算内のおける配分との二つの政策があったとしている。教育の公共投資のGN P

に対する割合を見てみると、表2－3にあるように89隼のデータでは香港は2．8
％と低いが、韓国3．6％、シンガポール3．4％、マレーシア5．6％、タイ3．
2％であり平均3．7％は中・低所得国の平均3．ユ％をかなり上回っている。

表2－3 教育に対する公共支出の対G N P比（％）

国・埴域 ユ960 ユ989

HPA瓦sユ）
 香溝

 韓国

 シンガポール

 マレーシア
 タイ

 インドネシ2〕

 平均3）

他の諸国

 ブラジル

 パキスタン

 途上国4〕

 サブ・サハラ・アフリカ

2．

2．

2．

2．

2．

2．

ユ．

ユ．

1．

2．

2．

3．

3．

5．

3．

0．

3．

9         3．

ユ         2．

3         3．

4         4．

8

6

4

6

2

9

7

1）HPAEs：High Performi㎎Asian Economics、高いパフオーマ
 シスを示している 東アジア経済国（または地域）

2〕別の資料によれば、ユ989年のインドネシアの公共教育に対す

 る支出は対GDP 比は3．0％であった。
3〕平均はインドネシアを含まない
4〕 ?E低所得国
出処：世界銀行『東アジアの奇跡一経済成長と政府の役割』（日本語版）

   187ぺ一ジ、ただしデータの出処はUNDP
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実2－4 教育予算内の配分

教育に対する公 初等・中等教育 高等教育に配分 初等・中等教育

国・地域 一共支出の対GNP に対する公共支 された教育予算 に配分された教

比 出の対CNP比 の割合 育予算の割合

香港 2．8 I．9 25．1 69．3

インドネシア“ 2．3 2．O 9．o 89．0

韓国 3．O 215 1O．3 83．9

マレーシア 7．9 5．9 1416 74．9

一シンガポール 5．0 3．2 30．7 64．6

タイ 3．2 2．6 ユ2．O 8工．3

ベネズエラ 4．3 1，3 43，4 3王10

      注〕別の資料によれば，インドネシアの教符に対する公共支出の対CDP比は、■脳ト85年にコ．コ％．85～

      86年に4．コ％であり、初等・ll，等教育に配分された教育予算の割合は．幽～85年に舳％．85～86年に目u％で

      あつた。
       この炎には・幼児教育・その他の教育．および未支｝分が合虫れていないため，教育予算の紳」合の合計

      ‘士Ioo’こならなし、o
      舳砺〕雌外銀行．i舳州、18呂頁．

 教育予算内の各教育段階に対する配分を見ると、初等・中等教育に対する比率が高

いことが特徴である。85年で見ると（表2－4）、香港69．3％、インドネシア
89．O％、韓国83．9％、マレーシア74．6％となっている。例えば南米の中
で教育予算の多いとされるベネズエラの3ユ％と比較すると、東アジア諸国の初等・

中等教育のシェアーが際立って大きいことをみてとることができる。

 しかし、同書の東アジアにおけるこうした教育開発が起きた理由の説明は、あまり

に経済学的であり教育学、特に教育社会学の観点からはうなずけない点も少なくない。

例えば「貧困層はまた、教育が持っ将来的な収益に対する認識が低く、そのため子供

たちの学校教育に対して、厳密に私的観点からみてさえ妥当であると考えられる水準

よりゆない投資しか行わない」（185ぺ一ジ）と言う記述は、収益率のみからは言
いうる一がもしれ稼いが、国民性ないしては民族性、学校の持っイメージやそれぞれの

階級の社会的位置等により大きく変化しているところである。また、教育の質的側面

を生徒一入当たり支出、学習環境を母親の教育水準と家庭内の児童数ではかっている

が、本来は校長や教員の質、教科書、教授法、カリキュラム、卒業試験の成績導多く

の指標によって総合的に検討される課題を経済学的に還元できる指標のみで検討する

ことは問題であろう。

 こうした課題はあるものの、世銀がこの報告書の中で、東アジアの経済発展の一因

として、教育に大きな投資をしたこと、そして教育投資の中で初等・申筆教育部門へ

の配分を大きくし、基礎教育の普及を成し遂げたことが発展に寄与していると指摘し

たことは国際協力の世界に大きな影響を与えた。

4、カミングスのJモデル

 カミングスCo㎜i㎎s，W．K．（199阜）はアジアの開発の特徴の一つとして教育における

国家と家族の特別な関係を重視している。他の開発途上地域と比較してアジアにおい

ては、政府が比較的安定しており効率的な行政が行われうること、また社会的には家

族制度が確立しており、家族と地域社会が強固であることが特徴として挙げられてい
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る。こうしたアジア的な特徴から政府が開発を主導する場合が多く、また人的資源の

開発を重視するために教育開発の過程に政府が積極的にかかわっている。アジアでは
一般に教育熱が高いために、教育ぽ政府のみならず家族からのの支えも大きいのであ

る。一方で政府は保健や福祉の分野への取組みが弱く、この分野では逆に家族が支え

てきた。このように経済開発における政府主導、教育開発における政府の財政支援と

家族の負担、保健・福祉分野での個入負担という3つの分野での「すみ分け」政策が

開発に貢献していると指摘している。

 このカミングスの指摘には時系列的な視点、つまり動的な視点が欠けていると思わ

れる。教育開発における後発効果の一つが学歴病であることをドーアは示したが、網

一つの後発効果は政府の役割であろう。教育開発が最も早く始まったイギリスでは、
地方政府とコミュニティーによっ土教育が行われた。日本では近代化の初期段階にお

いて政府の枠組みとコミュニティーの財政的負担があいまって飛躍的な初等教育の普

及が行われた。しかし、政府（中央、地方）の財政基盤の確立と共に、義務教育段階

あ無償化が進み、1970隼代以降は教科書も含めた、全面的な無償化が行われてい
る。

              国家
    アジア的価値観         ［憂］
         ＼

              家族
保健

                 福祉

出手折〕Cu1ηmミngs．、V．K．．＾5＝…，n V日1uo昔．EducHt≡on出1d Dovoloplilont．C’〃〃川〃．VoI．！6 No．コ．

 1兜O．P．2911．

        図2－1 アジアの開発モデル

       ／／韓国

      台湾
日1くニタイ

       ＼シンガポール
               ＼ムマレーシア

                     ＼                       ムインドネシア
出下一所〕Cun11ηillH宣．、V．1（．、Hu111三川R巴雪uurcc Dcvdopn1cnL Th巴J・一Modd．1’hc Ch日Ho11凹。 or I｛王1sユ。rn

  AsillllEd・c；lliull．inα〃〃川μぴ止沁’‘川＾’1〃〃1“．〃∫口川．Su…WPrビss，NLwYork，1州1．

  P．279．

   図2－2 素アジア／東南アジアの教育モデルの流れ一

 60年代に独立したアフリカ諸国においては教育開発における中央政府の役割は非
常に大きく、はじめから政府によって教育開発が行われている。コミュニティーや家

庭には教育財政を肩代わりするだけの財政基盤が乏しいことも原因であろう。教育開

発における政府の役割には後発効果を見ることができる。アジアの教育開発において

コミュニティーや家庭の役割が大きいという指摘はある時点をとれば頷けるが、この

政府の役割を時系列的な変化の系として捉らえると、アジアの特徴と言うより教育開
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発のある時点での特徴と言うこともできるであろう。

 カミングスは東アジアにおけるこうした人的資源開発モデルとして日本の影響を考

えて「Jモデル」を提唱している。東アジアのモデルとなったとされる日本の教育開

発過程の特徴として次の4点を挙げている。第1は国家の教育方針は自国固有の価値
観と外国の技術の両立、いわゆる和魂洋才である。第2は初等教育の普及が最優先さ

れ、中等・高等教育においては科学・工学が重視された。第3は家庭や民間部門が公

教育を財政的に支えた。つまり家庭は授業料や教科書代を負担し、中等・高等教育の

超過需要を支えたのは民間部門からの投資である。第4は政府が人材の活用に積極的

なことである。科学技術分野への補助金、マンパワー計画、職業斡旋等が含まれる。

 カミングスによれば、こうしたJモデルの影響は二つの流れがあると言う。一つの

流れは日本の旧植民地であった台湾と韓国である。この2つの国にたいして日本は二

貢して大きな経済投資を行ってきた。もう一つの流れはタイ、シンガポール、マレー

シア、インドネシアの流れである。これらの国には主として天然資源への関心から民

間経済投資とO DA支援が行われている。こうした物的・人的関係を通してJモデル
は大きな影響を与えていると言う。

 東アジア、東南アジアの諸国は19世紀末から西欧に対抗するために経済発展の方
策を模索してきたが、植民地化の圧力に抵抗して経済的離陸を成し遂げた日本の発展

パターンがモデルとなっているのであり、近年に至るまで日本の長所を取入れること

を目指している点は見逃せないとしている。

 こうしたJモデルの伝播も先に述べた教育開発の政府の役割に関する後発効累の表
れとも指摘できる。

5、名犬グループのアジアモデル

 名古屋大学の広里らのグループはより詳細にアジアの教育開発のパターンを検討し

ている。そのために独自の教育開発指標（正ducationa1Deve1opment Index：EDI）を開

発した。教育開発指標（ED工）は次の式によって求める。

｛．

i識字率十初等教育就学率十中等教育就学率）一（識字率男女格差十初等教育

就学率男女格差．÷中等教育就学率男女格差）｝／31＝瓦D工

 つまり、識字率、初等教育就学率、中等教青就学率における男女差を平均したもの

である。男女差がなく就学率が高ければ100に近くなる。就学率が低く男女差が多
ければOに近くなる。こうした指標は累積的に効いてくるために、初めは急角度で上

昇し、やがて緩やかなカープで上昇するであろう。基礎教育段階の開発と男女差に目

配りした指標である。それゆえに、イスラムなど男女差を強く認める宗教が多数を占

める国は低く出ることが予想される。

 このE D Iと一入当たりのG N Pの関係を散布図にすることで、4つのカテゴリー

を見いだした。すなわち東アジアニアセアン4、移行経済国、南アジアモデルである。

 カテゴリー1は東アジア地域であり、日本、韓国、台湾、香港、シンガポール5ヵ
国が属する。このカテゴリーは経済成長が高く、初等中等教育の達成度も高い。また、
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この5ヵ国も、教育達成度の違いから日本、韓国、台湾と香港、シンガポールのふた
つのサブグループに分けることが苛能である。

 カテゴリー2はフィリピン、インドネシア、マレーシア、タイのアセアン4ヵ国が
属する。このグループは経済成長は東アジアに次いでおり、一人当たりのG N Pもか

なり高い。教育開発においては、初等教育は普及し、識字率も高いが、中等教育以上

の開発が進んでいない。

 カテゴリー3は移行経済国で中国、モンゴル、ぺトナム、ミャンマー、ラオス、ガ
ンボディアである。社会主義経済から市場経済に移行した国々であり、経済成長はい

ずれも低い。社会主義国家士は初等教育を重視することから初等教育の普及はかなり

進んでいる。このカテゴリーの国はさらに初等教育の普及と中等教育・識字率の点か

ら3つのサブグループに分けられる。初等・中等教育は高いレベルにあるが、男女格

差が大きい中国、モンゴル。初等教育は普及しているが、中等教育の普及していない

ぺトナム、’ミャンマー。初等教育の普及が遅れており、・また識字率にも課題を持って

いるラオス、ガンボディアである。しかしながら、移行経済国は市場経済導入の状況

や内乱の影響があり、教育状況だけで判断することはかなり困難である。

 カテゴリー4は南アジアである。南アジアはいづれも経済成長は低く、スリランカ

を除いて、E D Iも低い。スリランカは経済成長は低いにもかかわらず、教育水準の

高い国として知られている。初等・中等教育ともに普及しており、非職宇率、男女格

差も低い。その他の南アジアの国々は中等教育以上の普及が遅れ、また男女格差が大
きい。初等教育は就学率は高くなっているが中途退学や落第が多く、質的な課題を抱

えている。南アジアのこうした状況を見ると教育開発には宗教や地理的な状況が大き

く関わっていることが考えられる。ネパールやブータンにおける教育開発の遅れは山

岳地帯における困難であると思われるし、インド、パキスタンでは女性の社会的な地

位に関する宗教社会的な慣習が教育闘発に影響している。

（％）

120

100

80

E
D 60

40

             韓国       本
               ◆        ◆  スリランカ ◆フィリピン        ◆ 香港

ヅ彩◆∴ブ舗垢
ミヤンマー

ラ〃＼
   ◆◆バングラデシュ
20  ネパール    ∫

      ◆パキスタン
   ◆ブータン

100 1，OO0               10．000
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出’折〕廠製北史。9蝸〕け荏脆途」二値における教用脚元過萱，！の繍三笠と柱貧に倒する研究一アジア・モデルの

 襖ψミとぞ等，k垣妄言u23rr。

図2－3 EDIと一入当たりのGNP
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表2－5 アジアの教育開発カテゴリー

カテコ．リー 1 2 3 4

地  域 火アジア アセアン4 移行搬流困 南アジア

国  名 日本  香一港 フィリピン 中国 ベトナム ラオス スリランカ アフガニスタン

鰍固  シンガ；1｛ インドネ モンコ．ル ミ十ンマー カンボジア バングラデシュ

一’レ

合流
シア

ブータン
マレーシア

パキスタン
タイ

インド

ネパール

縦済成及度 大変瓶い大変高い 1碕い 大変低い大変低い 大変低い 低い 大変倣い

教育違成度 大変醐い ；莇い 高い 高い 1価い 低い 薇い 低い

初等教育 ◎ ◎ ○ ○ O △ ◎ △

中等教育 ◎ ○ △ ○ △ X ○ X

識．字率 ◎ ○ O ○ ○ X ○ X

刎女格差 小さい 小さい 小さい 大きい 小さい 大変大きい 小さい 大変一大きい

出所〕廠墾恭史｛1目98〕丁発鵬途上国における教育開発過程の満造と特質に関する研究一アジア・モデルの

 松…千ミと｛等來眉星皇1」23τ｛皿

 こうしたE D Iによる4グループの分類はハービソンとマイヤースのモデルと同様

に、就学率を組合わせた指標と一人当たりのGNPの関係を見たものである。それゆ

えにハービソンとマイヤースと同じ指摘を行うことができる。しかし図3に見られる

ように、ED IとGNPは直線的な関係ではなく、同じGNP段階と思われる国が2
つのグループに分れている。カテゴリー3と4である。この2つのグループの違いは

このモデルにおいてもGN P以外の理由が見出される必要がある。大きくは社会主義

の影響と後発効果ではなかろうか。また、政治的な安定性も教育開発に大きく関わっ

ていると考えられる。これは構造調整融資にまで敷る財政危機や内戦によって教育開

発は大きく後退するからである。それゆえこうしたインデックスとG N Pとの比較は

それ自身大きな意味を持つことはない。これらのインデックスの意味は開発可能性の

指摘にある。つまり、同じG N P段階のカテゴリー4は経済開発の有無にかかわらず

カテゴリー3段階のE D Iを獲得しえる可能性が示されているのである。

6、教育開発モデルの困難性と今後の課題

 開発途上国にはアジアだけを見ても中国、インドのような人口、面積ともに巨大な

国から、シンガポール、ブータンのような小国、経済的にも日本や韓国のように高い

経済成長を達成した国からラオスやネパールのように最貧国もある。．一言で言うなら

ば多様性こそアジアの特徴であろう。しかし、多様性はアジアに限らず、アフリカ、

中南米、オセアニアと地域を広げれば、その奥行をますます深くして行く。そして教

育の在り方も多様であり、教育開発モデル形成の努力にもかかわらず、開発途上国の

教育の共通項を探るのは困難な課題である。

 しかし、共通項を強いて探すと、それはとどまることのない、そしてとめることも
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出来ない開発の進行であり開発の可能性であろう。・最も貧しい国においても初等教育

普及の努力が払われ、初等教育が普及した国では中等教育が急速に広がっており、中

等教育が行き渡った国では高等教育が拡大している。開発途上国の申でも比較的安定

した政権を持っ国では、政府が教育開発を強力に推進している。

 もう一つの共通項としては、現在の開発途上国の教育開発の重点は学校建設や教員

の養成といった量的拡犬のみではなく質が課題になってきているということができる。

質的領虫面とは、これまで教科書の普及や教師教育の改善など教育環境の改善が中心的

な課題とされていたが、近年は教育学的プロセス、つまり生徒の学習への参加性や生

活や労働の場をも含めた広い教育の場を保障する取組みとなってきている。また教育

におけるさまざまな格差（女性、先住民、少数民族、障害者、宗教等）をなくすこと

が教育目標とされるようになった。つまり質と社会的公正を目指すことが重要な教育

課題となってきている。

 90年の「万人のための教育世界会議」宣言における2000年までに全ての子ど
もに教育をというス1コーガンは達成できないが、同時に提案された教育の質や格差の

是正に関する関心がようやく広く行き渡るようになったのである。

 こうした教育開発の変化の背後には開発それ自体の考え方の変化が伴っている。開

発はひとつの在り方へ集約されるものではなく、地域や国を形成している多様な文化

から成り立っている多文化的状況を反映したものでなくてはならない。そしてこうし

た多文化的状況は教育によって保障されることが必要である。格差を解消しながら、

多文化的状況を作りだして行くことが教育における社会的公正を実現して行く上での

課題である。それゆえにこうした幅広い質的な側面の動向をモデルのなかに反映させ

ることが難しくなっていることも指摘できよう。

 こうした国際教育協力の傾向の中で、教育開発モデルはそれぞれの国の状況に踏込

んだ動的なモデルとして形成されることが必要がある。つまり、モデルはいくつかの

フェーズから形成され、これまで以上にマクロな指標とミクロな指標が組み入れられ

ることが必要とされる。マクロな指標としては地域の政治的安定性やその国の政府の
信頼性など、ミクロな指標と．してはこどもの学習到拳度や教師の質などが間われるの

ではないかと思われる。それゆえに今後の教育開発モデルは、多領域の成果を組込ん

だ学際的なプロセスのなかで形成されて行くことが期待されるのである。
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参蕎3章

  国際協力におけるN G Oの役割
一パートナーシップ論をめ一 ｭって一

はじめに

 20世紀もあと1年を残すのみとなった。20世紀後半の50年を将来の歴史家が
記述する際に、「国際協力が開始された時」として一行を費やすことであろう。この

50年の国際協力とは一体何であり、そして何でなかったのか、これからどうなるの
かと問うことは、私たちにとって、特に国際協力の大部分を占めるO DAのトップ」ド

ナーである現代の日本に生きている私たちにとって必要なことであろう。なぜならば、

国際協力は次の21世紀においても国際社会のなかで重要な役割を演ずるであろうし、

日本も重要なプレーヤーとして振る舞うことになるからである。また、国際協力こそ

日本が国際社会の中で先頭に立つに相応しい舞台であるといえるであろう。

 60年代に国際協力が本格化してから、国際情勢は大きく変化し、開発や援助に関

する考え方も変遷し、援助を実施するシステムも変ってきている。90年代から本格
化した教育分野の国際協力にたずさわる者として、従来からの我が国の国際協力のス

キームは硬直化しており教育分野、特に基礎教育の領域への協力に適合的でないこと

を痛感している。こうしたなかで、O DAシステムの変革が求められているのである

が、その一つとしてN G Oの役割の増加が考えられる。本章ではこうした視点から現

在のO D AとN G Oの役割を検討しようとするものである。

 本論ではまず我が国のN G Oの状況について考える。その際にコーチンのN G Oの

発展段階、フリードマンのオルタナティブな開発理論等も検討する。つぎにD A Cの

報告書『21世紀に向けて：開発協力を通じた貢献』に見られるパートナーシップ論
を取上げる。もちろんここでのパートナーシップ論は援助国と被援助国とのパートナ

ーシップであり、また援助国・援助機関におけるパートナーシップであるが、これを

検討することで、どのようなシステム上の課題があるのかを考えることにしたい。次

ぎにE．M．ロジャース（Everett M．Rogers1973）が述べているイノベーションの伝

播におけるチェンジ・工一ジェントの夕一ケットに対する異質性Hetelophi1yと同

質性H㎝ophi1yの概念をも手掛かりに、ODAとNGOの組織・運営上の課題およ
び連携の可能性を検討することにしたい。

1、日本のNGOの動向

 日本におけるNGOの数はおよそ400団体と言われている。『NGOダイレクト
リー98』では370団体が収録されている。多くの団体は予算規模が小さく、1
億円以上の予算の団体は32団体である。結成された年代としては90年から93年
の4年間が非常に多く、毎年30団体以上が設立された。しかし96年9団体、97
年4団体と最近は新しいNGOの設立数は激減している。こうした傾向は、日本の経
済的な危機状況や国際状況が反映されているという指摘もあるが、ひとつの成熟期を

迎えっつあるともいえよう。また、いわゆる日本型のNGOの設立が一段落して、こ
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れからは埠った形態、例えば国際的NGOや途上国NGOの日本支部、またはインタ
ーネット等を生かした情報重視のN G Oなど、一層の多様化が進むものと思われる。

NGOの活動分野としては教育・訓練が最も多く68．2％、次いでこども・青少年
・家族が49．8％、健康・衛生・水45，6％である。教育やこどもへの支援はか
っても多かったが近年も微増している。このように教育と保健医療が日本のN G Oの

最も重要な活動分野である。

 実際のNGOの状況と方向性を探るために訪間調査を実施し、現状を検討した。

1－1，N G Oの訪間調査

 97年2月から1年間に12を選び、事務所を訪間し、関係者に半構造的インタビ
ューを行った。調査したNGOは次ぎの通りである。「ケア・ジャパン」「日本キリ
スト教海外医療協力会」「日本国際ボランティアセンター（J V C）」「曹洞宗国際

ボランティア会（SVA）」rセイフ・ザ・チルドレン・ジャパン」「シャプラニー
ル」「アガペハウス」「ラオスー ﾉ絵本を送る会」「サヘルの会」「国際ボランティア

の会」「ネパール・ムスタン地域開発協力会」「モンゴル植林運動協力日本委員会

（JCC－MFM）」。
 多くの専従職員やボランティアを擁する大きな団体と全てがボランティアという小

さな団体まで含まれ、対象としている地域も東南アジアからインドやアフリカと幅広

かった。この調査を通して2つのことを感じた。ひとつは、N G Oの多様性であり、

二つ目はN GOの成長でありボランティア社会としての日本社会の成熟である。この

2点を中心に日本のN GOを課題を検討する。

ユー2，NGOの多様性
 NGO活動は、本来的にボランティア、つまり、自発的であることに特徴がある。

そのため、NGOグループの始まりそのものが、それぞれの個入やグループのさまざ
まな出会いや出来事がきっかけである。それゆえそれぞれのN G Oが関わっている分

野、地域、実施の方法、どれを取上げても必然的に多岐にわたるはずである。これま

で日本のNGOの活動地域としては、主として東南アジアか南アジアであったと思う
が、アフリカやモンゴルでの活動もあり日本のN GOが一層多様になっていることを
物語っている。

 分野としては、伝統的に保健医療と教育が中心とされてきたが、それ以外に農村開
発、産業開発、絵本二福祉、植林などがある。また、いくつかの団体は複数の国で総

合的な開発協力を行っていた。協力の方法としては資金援助、人材派遣、現地や日本

での研修、奨学金、職業訓練、学校建設、識字数畜、教員養成、伝統工芸、物品販売、

出版活動、広報などなど、正確に分類することは不可能である。

 活動の内容や方法がさまざまであるばかりでなく、NGOを担う人々、つまりボラ

ンティアのありかたが、ここへきてずいぶんと変化したと思わされた。一般的な開発

NGOのイメージは、狭い事務所に資料が山積みになり、髭をはやしてGパンと洗い
ざらしのシャツをきた若者がコーヒーを飲みながらわいわい集まっている、というも

のではなかろうか。既存のモラルヘの抵抗と、新しいライフスタイルヘの共鳴を基本

としたグループ活動である。確かにシャプラニールやサヘルの会にはこうしたイメー

ジが、まだある。ケア・ジャパン、J V C、日本キリスト教海外医療協力会などはビ
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ルのなかの幾つかの部屋を事務所としており、大きくはないが通常の企業や団体と同

様であった。また、そこで働く入もネクタイ姿でいわゆるサラリーマンの姿である。

髭を蓄えた入も少なかった。

 ラオスに絵本を送る会やJ C C－MFMは事務所そのものが、個入企業の一部であ

った。ラオスは個入の建築設計事務所、J C C－MFMは個入経営の編集工房のなか
にある。机すらないのである。そして、専従の入はおらず、全員がボランティアとい

う組織であった。いわばネットワークとしてのN G Oである。ボランティアも片手間

ボランティアとでもいうべきパートのボランティアで、文字どおり仕事の合間にボラ
ンティア活動を行っているあである。

 こうした、専従者の有無を含めた組織の大小は、次に述べるN G O固体の発展段階

と関係あるが、必ずしもそうではない。小さなN GOは、大きくなることを拒否して

いるのである。小さいことが意味のあることであり、小さいからこそいい活動ができ

るのだという自負がある。これは今回の調査の発見の一つであり、そして大切な点で
ある。

1－3，N GOの発展段階
 デビヅト・コーチンは『N GOとボランティアの21世紀』（渡部龍也訳 学陽書
房）のなかで、NGOを4つの世代に分けることができるとしている。第1世代は
「救援と福祉」がテーマで、直接的なサービスを行う。入道的援助に近いもので、現

地に欠けているものを支援しようとするものである。現在世界的な組織になっている

セーブ・ザ・チルドレンは第1次世界大戦を契機としてできた救援組織である。ケア

やオクスファムは第2次世界大戦における被災者救援のために設立された。日本のJ

VCもガンボディア内戦の難民支援が契機となってできた組織である。いづれも必要
な物資やサービスを送ることを任務としていた。

 2番目は「自立に向けた小規模な地域開発」の世代である。現地の人々の自立的な

行動を支援して持続可能な発展を助ける働きであり、共同体開発戦略とかエンパワー

メント（力をつける）活動と呼ばれている。具体的には井戸掘り、よりよい栽培法の

紹介、村の道路づくり、病気予防のための保健委員会の育成などがある。第1段階が

手どもや成人そして家庭を対象としていたのと較べると、女性や土地なし農民などの

集団を対象とした活動である。

 3番目は「持続可能なシステムの開発」となづけられている。これは個々の集団や

共同体を超えて、もっと大きなレベルで特定の政策や制度を変革しようとするもので

ある。これはN GOが政府機関と協力して政策や業務を変革することや新たに持続的

組織を形成することも含まれる。こうした例としては、インドのアンドラ・プラデシ

ュ州の協同組合の自由選挙の復活を州政府に認めさせた活動やインドネシアの政府の

管理する濯瀧システムを農民が所有・運営する独立したシステムに変更することなど

の活動が知られている。

 コーチンが第4世代として分類レているのは地球規模の運動、すなわち「民翠の運

動」としてのボランティア活動である。これはいわゆるもう一つの開発（オルタナテ

ィブ）といわれる運動であり、住民や共同体を中心とした国家レベルの経済成長を優

先する開発とは異なった発展を志向する働きである。こうした運動体の例として国際

家族計画運動のきっかけとなった国際家族計画連盟（I I E P）をあげている。しか
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し同時に、国際機関として安定し、各国の資金が入るようになり官僚化してしまった

と批判している。この第4世代のN G Oは実際には存在せず、これまでのN G Oとは

異なったパラダイムの組織なのであろう。

1－4、発展段階理論と日本のNGO
 現実のNGOはこうした第1世代から第3世代のどこかに位置付けられるか、また
は世代にまたがって活動している。例えばケア・ジャパン、JVCやシャプラニール
などは緊急的な直接支援を清算して、間接支援に切り換えている。またある特定の部

分への援助から面的な広がりをもった支援を目指している。パートナーシップとして

の開発援助と言う視点を明らかにしている。さらには第3世代とされている、広い範

囲での実施され得る持続可能なシステムの開発を目指しているように思える。その意

味ではこうした大きなN G Oを検討する際には、N G Oの発展段階理論は考える枠組

みを与えてくれる。

 問題なのは、こうした分類がN G Oの発展段階として提示されているために、あら

ゆるN GOが目指すべき筋道であり、第1世代のN GOは遅れているという判断をし
かねないことである。コーチン自身、第！世代の活動である「救援・福祉活動は低開

発の症状を一時的に和らげる以上のことはほとんどできない、したがって、それを開

発活動と混同すべきではない。救援組織として出発したN GOの多くはそうした認識

に立って」第2世代の活動への移行していったと述べている。しかし、これは第1世

代のNGO活動が不必要であることを意味しないし、遅れていることも意味しない。
そうではなくそれぞれの活動が必要なのであり、さまざまなN G Oが必要なのである。

災害救援活動は第1世代の活動であるが、いつの時代にも必要とされている。地震や

火山などの災害や内戦による難民救援は、いまでもNGOやボランティアを必要とし
ている領域である。こうした分野の支援の要請に迅速に応えることが大切である。ま

た、ある特定の領域での支援は、さまざまな地域で必要としている。例えばラオスで

大きな成果を挙げた絵本の制作と配付は、グアテマラやメキシコのマヤ系先住民、ボ

リヴィアの先住民にとって、必要とされる働きである。

 ラオスに絵本を送る会、ネパール・ムスタン地域開発協会、アガペなどは得意な分

野に特化した活動を行っているのであり、その分野のスペシャリストなのである。技

能や技術にこだわったN G Oである。これはコーチンの分類では第1世代にはいり、

開発活動ではないことになるが、私はそうは思わない。こうしたN G Oも十分に開発

活動にかっかわっている。こうした誤解が生ずるのは、コーチンが、N G Oの歴史的

発展を単線化し、重層的な側面を切り落としているからである。こうした技能や技術

を中心としたNGOの活動は、ある側面に特化しているが、その側面から地域や社会
の変化を促しているのである。ある側面を通して、個人の尊厳、決定への参加、生活

水準の向上など民主主義の根本的課題へのアクセスを良くする活動を行っているので

ある。これは優れて現在的な意味での開発である。

1－5、オルタナティブな開発とNGO
 ジョン・フリードマンFreed㎜an J．（1992）は、政府主導の経済成長、産業開発中心

の開発とは異なる「オルタナティブな開発」を理論化し、その主体となるのがN GO

であるとしている。それはコーチンのN G O理論の第4世代の役割をより明確にした
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ものということができる。オルタナティブな開発とは、地域社会が開発の主体となっ

て、貧困から脱却するプロセスである。貧困を脱するために必要な、また充足されね
ばならないもの、エンバワーメシトー ｳれねばならないものとして次の8つが挙げられ
ている。社会ネットワーク、資金、防御可能な生活空間、知識と技能、社会組織、労

働と生計をたてるための手段、生存に費やす時間以外の余剰時間、適正な情報。これ

らのエンパワーメントのプiコセスにおいてNGOが重要漆役割を果たすとされるので
ある。

 エンパワーメントを8つの部分に分けて、それぞれが相関しつつもひとっの部分の

進歩でも価値があるとする、フリードマンの考えは素敵である。なぜならば、先に述

べた小さなN G O、ある特定の技術や部分に特化したN G Oの役割に光を与えるから

である。

ユー6，N G Oをめぐる状況

 開発援助におけるN GOの役割は、この数年の間に広く認識されるようになった。

例えば『我が国の政府開発援助一〇DA自書』97年版では、NGO活動について次
のように述べている。「近年、日本のN G Oや地方公共団体の実施する途上国援助が

広がってきているが、これは中央政府間で実施されるODAと並び、日本の国際協力
の推進に大きな意義を有している。（中略）途上国の中央政府が十分機能していない

場合や、紛争や政治的対立により中央政府を通じた支援が困難な状況になっている場

合には、N G O等を通じた支援が特に有効である」。こうしたことから、N G O事業

補助金制度（96年度、8億1700万円）が実施され、また「国際ボランティア補
償支援制度」によって国際ボランティアに従事する入の保険料が補助される仕組がで

きている。

 しかし、O D A白書の文脈ではN G Oはあくまでも開発援助の脇役であり、中央政

府による支援が困難な場合に有効であると認識されている。そしてO D Aの実施主体

は「官」であり、実施そのものを「民」に任せることは考えられていない。また、N

G O事業補助金制度も、人件費等には使用できないなど、J工C A等によるO D A事

業の実施と同じ縛りがあり、N G Oサイドからは使いにくいとの指摘がなされている。

 朝日新聞は「地球プロジェクト21」の一環としてN GOと国際協力に関する提言

を発表した（97年10月22日朝刊後に『新世紀への課題』として出版）。その目
的は次の2つである。

①援助の本来の目的である貧困解消という点で、政府のやれることには限界がある。

 この壁を打ち破るには、政府援助の大腿な改革に加えて、非政府組織（NGO）の
 力を生かしていかねばならない。

②世界と日本が抱える複雑多様な問題は、「官」だけでは解決できない。「市民参加

 型」社会をめざすぺきときだ。全体として市民の活動が活発にならなければ、国際

 協カベの関心も高まらないであろう。

 そして、8つの提言として、「埠球市民の日を設ける」「貧困解消を理念に掲げる」

「N GOと共同で実験事業」「ODAの5％をN GOに」「N G Oの緊急援助隊を」
「NGq税制を実現する」「市民活動強化基金の創設」「社会動かず市民をめざす」
が提起されている。

 確かにODAの改革が論議されており、言われているように政府のやることには限
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界があり、途上国の貧困を「官」だけでは解決できるものではない。戦後賠償に始ま

り、借款を中．心としたインフラ整備、アジア中心のO DA実施のために整備されてき

たr官」の援助システムが制度疲労を起こしている。日本のODAのシステムは、6
0年代に主流であった経済成長による貧困解消という、経済開発、産業基盤の整備優

先の思想に裏打ちされた制度であり、80年代以降のぺ一シック・ヒューマン・二一
ズの充足を重視し、コミュニティーへの支援、貧しい人々への直接的な支援、人間中

心の開発を支援する制度になっていないことも指摘されねばならない。一度できあが
った制度を変化させる．ことはまことに困難な作業である。大胆な改革が必要とされる

所以である。ただし、ODAのシステムが、戦後の日本の政治、行政のシステムの一一

環としてでき上がってきたサブシステムであり、それ自身独立したシステムないこと

も認識する必要もある。サブシステムのみを本来のシステムから切り放して論議する

ことができないからである。それゆえ、そのO DAの5％をN GO補助金にすること、

O DAとN GOとが共同で実験事業の実施、N GO緊急援助隊をO DAを利用して組
織する、などの提言は、O DA改革を先行させる形で実施しないと、N G OのO DA
化を招きかねないのではないかと危慎される。

 さらに、途上国におけるNGOの状況も、巨大な資金が流れることから、人材がN
GOに流れる現象、NGOの官僚化、硬直化、外国依存体質などの問題も提起されて
いる。

 このように外からのNGO論議は活発であるが、実際のNGOを見てみると、こう
した外の動向とは裏腹に、実に地道な努力が払われている。制度疲労の状況はODA

に限らず、NGOにおいても起り得ることでり、活動と組織や見直しが行われない限

り、時代に即応した活動を行うことができない・90年代になってシャプラニールや
JVC等は、一時の停滞を打ち破って、新たな段階に飛躍しているのは、威し．い自己

批判を通して新たな行動の枠組みを獲得したからである。調査の申では、いくつかの

固体からは組織の危機をどう乗り越えたかを聞かされた。

 また、逆に、大きくなることを拒否しているような「ラオスに絵本を送る会」「J

C C－MFM」等は、等身大の活動を維持し、N GO本来の緊急性を維持することで
持続性を保とうとしているようである。これはこれでひとつの英知であると思う。

 このようにNGOの在り方や活動は、開発支援を通して開発途上国から学んだもの
である。ボランティア活動は常に双方向であるが、N G Oは活動を通して異文化から

学んでいるのである。これは日本にとって大切な経験であり、N GOの経験はもっと

広く日本社会に還元される必要がある。これまで以上に多くのN G Oやボランティア

活動が行われることが求められている。今後の課題として、ODAのパートナーとな
り得る大きなN GOのみならず、小さなN GOを育成することが大切であり、仕事の

合間にもできるボランティアとしてのN G Oの役割が評価されることが必要であろう。

2，95年以降のODAの動向

 経済協力開発機構（O E C D）開発援助助委員会（D A C）は1996年5月6日

と7日に第34回上級会合を開催し、報告書『21世紀に向けて：開発協力を通じて』
”ShaPing the 21st Cent口ey；The Contribution of Deve1oPment Co－oPration”0瓦CD D

AC（1996）を採択した。この報告書は日本の援助関係者の間では、一般に「DAC新
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開発戦略」ないしは「新開発戦略」と呼ばれている。後に述べるようにこの報告書は、

開発目標の設定等は行っているが、戦略というより宣言ないしはポリシーぺ一パーと
呼ぶのが相応しく、新開発戦略というのは必ずしも適切な表現ではないが、一般に使

われているので、本論でもそれに従うことにしたい。「新開発戦略」報告書は英文お

よび仏文が正文で、アネックスを含めても全体で20ぺ一ジの簡単なものである。

 この報告書を紹介する外務省のパンフレットの題は「21世紀への新たな挑戦」、

副題として「援助の流れを変える一新たなグローバル・パートナーシップ」とある。

グローバル・パートナーシップという概念を96年のAP瓦Cにおいて日本が打出し
たものであり、パートナーシップという言葉は、今後の日本の国際協力におけるキー

ワードの一つとして位置付けられていると考えられる。

 またこのパンフレットの中で新開発戦鴎の作成に当たっては日本が主導的な役割を

果たしたと記されている。確かに、95年の早い段階に当時の外務省のOE CD管轄
の国際機構課長とJ I CA関係者との問で新開発戦略の目標値に関する会議が行われ

ている。その会議で教育協力の担当者として意見を聞かれた筆者は、教育分野の目標

値の達成の困難性を述べたことを覚えている。

2－1、新開発戦略の開発目標
 「新開発戦略」は序文と要約、第工部「前進へのビジョン」、第II部「将来の課題

に対する新たな戦略」および付属資料の4つの部分からなっているが、この申でも、

重要なのは第工部と第II部である。第I部は現在の世界の開発の現状を述べて、これ

までの国際協力が何をなしてきたのか、そしてなすことができなかったのは何か、さ

らには将来へのビジョンを明確に」描くことを目的としている。そこでは具体的な達成

目標として4分野7つの目標値が提案されており、この種の報告書としては珍しく高
く評価されている。第II部はこうした目標を実現するためにどのような国際協力が行

われるべきかを検討している。

 現在の世界は、多くの問題を抱えているが、その問題の多くは開発途上国に集中的

に表れている。例えば世界の人口は90年の50億人から2015年には約75億人
に増加するが、そのほとんど1ま途上国の入口である。途上国、特にアフリカにおける

経済停滞が顕著であり、生活水準が悪化している国が多い。また、毎年数百万入の子

どもが治療可能な感染症や病気で死亡しており、1．3億人の学齢期の子どもが教育

を受けていない。いまだに途上国の子どもの3分の1以上が栄養不良であり、10人
に一人が5才未満で死亡している。男女平等はいまだに実現されない夢である。砂漠

化などの環境問題も途上国を悩ませている。

 しかし、「新開発戦略」ではこのように途上国においていまだに多くの問題がある

とはいえ、途上国も含めた20世紀後半の世界の福祉に関する指標は大きく改善され

だとしている。つまり、平均寿命が仲ぴ（41才から62才へ）、安全な水へのアク

セスが飛躍的に増加し（35％から70％へ）、成人識字率が上昇し（半数弱から3
分の2程度に）食糧生産は人口増抑を上回って増加した。こうしたプラスの側面は国

際機関や先進国の援助によるところが大きい。

 では、国際協力は成功したと言えるのか。それに対して、この報告は微妙な表現を

使っている。「人々と組織、機関が持続的な自助努力を行った途上国だけが成功を成

し遂げたことは明らかである。同時に国際協力もこの50年間の開発の成果に大きく
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貢献しており、その役割が拡大していることも実証されている」 （7ぺ一ジ）として、

乳児死亡率の減少や天然痘・小児麻痺の撲滅、縁の革命、家族計画の普及、インフラ

ストラクチャー整備、等の例を挙げている。そして、こうした国際協力の成功例とと

もに、失敗もあったとしており、そこでは次のようにのぺている。「開発と開発協力

は入間の経験そのものの反映である。それは決して単純で整然とした進歩の物語では

ない。後退もあれば、資源の浪費もあり、援助計画が稚拙だったり、運営方法の失敗

から非建設的な結果に終わったものさえある。一部の国は過度に援助に依存するよう
になってしまった。我々は成功と失敗の双方から最大の効果を生むガ法を学んできた」

（8ぺ一ジ）。このような失敗の認識を大胆に表明するところが、国民ないしは納税
者からフリーである国際機関の国際機関たる所以であろう。．

 こうした議論を踏まえて、新開発戦略はいまや広く知られることになった4分野7

つの開発目標を掲げている。経済的福祉領域では貧困対策の分野として「2015年
までに極端な貧困の下で生活している人々の割合を半分に削減すること」が、目標と

されている。

 社会開発の領域では教育と保健医療の2つの分野で5つの目標値が設定された。教

育分野では「2015年までにすべての国で初等教育を普及させる」と「2005年
までに初等・中等教育における男女格差を解消することによって、男女平等および女

健の埴位の向上（エンパワーメント）に向けた進歩を示す」である。

 保健・医療分野では「2015年までに各途上国の乳児および5才未満の幼児の死
亡率を1990年水準の3分の1に低下させる」、そして「1司し期間中に妊産婦死亡
率を4分の1にさせる」ことである。さらに「2015年までのできるだけ早い時期
に、適切な年齢のすべての個人が、基礎保健システムを通じて性と生殖に関する保健

医療サービスを受けられるようにする」と、3つの目標値が設定された。

 最後の環境分野は「2005年までにすべての国が持続可能な開発のための最新の

国家戦略を策定すること。それによって2015年までに、現在の環境資源の減少傾
向が世界的な基準および国別基準の双方に照して効果的に改善されるようにする」こ

とが目標である。

 こうした目標値は90年に相次いで行われた国連の世界会議の申で提唱されたもの

を纏めたものとも見ることができ、概ね国際的な議論や検証を受けている目標と言う

ことができる。1）

2－2、新開発戦略のパートナーシップ論
 第II部での課題は国際協力をどのように行うべきか、すなわち方法論である。4章

に分れており、A．変貌する開発協力、B．効果的なパートナーシップにむけての協
調の強化、C．援助の改善に向けて、D．政策の結集である。

 Aでは開発における外部パートナーの役割は「個々の国の条件と決意に応じて持続

可能な開発に必要な諸条件を整える」ことにあるとしている。これは外部パートナー、

つまり援助国の役割は条件整備でφり、それを生かすも殺すも被援助国の責任である

と言う、突き放した言い方から始まっている。これは95年5月のDAC開発協力関
係閣僚および援助機関の長レベルの会合（いわゆる上級会合）において合意された

「新たな世界的状況の中での開発パートナーシップ」の考え方を強く押出している。

 現在の開発が直面している問題は、多党制や地方分権化を含んだ良い統治、市場経
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済化に伴う民間部門の育成、環境問題への対応、男女格差の是正など、これまでの開

発とは異なった新しい課題である。こうした課題はいわばソフト面の課題であり、国

際協力の中心的な分野であった経済的な条件整備（ハード面）とは異なっている。そ

のため、ソフト面の開発は政治状況の変革や全面的な経済システムの転換などを含ん

でいるために、途上国自身のイニシャティプなしには達成することの出来ない課題で

あり、必然的にパートナーシップモデルを採用せざるを得ない課題であることも確か

である。こうしたことからBでは、パートナーシップモデルの内容を3つの分野に分
けて説明している。つまり、共1司で責任を負う分野、途上国の責任分野、外部のパー

トナーの責任分野である。

 共同で責任を負う分野としては、5項目が挙げられている。
・開発のために十分な資源を作りだす条件の整備。

・武力紛争の危険性を最小限にする政策を取る。

・国内的および国際的な腐敗や不法な慣行を防止する活動の強化。

・市民社会のすべての層から開発に対する効果的な貢献を受入れる。

・急成長している途上国や地域開発機構からの支援を要請する。

 途上国の責任分野としては次の7項目である。

・適切なマク1コ経済政策を維持する。

・男女平等を含む社会開発および参加の拡大という基本目標を目指す。

・信頼にたる政府の確立と法の支配を促進する。

・人材と組織の能力を強化する。

・新規事業や国内野警の投資への活用を容易にする環境をつくる。

・効率的な税制や生産的な公共支出を含む健全な財政運営を行う。

・近隣諸国と安定的かっ協力的な関係を維持する。

 外部パートナーの責任分野は同じく7項目である。

・優先的な二一ズを満たし、合意された開発目標の達成のための追加的な資源活用の

促進に向けての信頼性の高い適切な支援を行う。

・途上国にも十分な機会を与えうる国際的な貿易・投資制度の整備に努める。

・国際的に合意された効果的な援助のための指針を守り、継続的に改善に向けたモニ

ターを行う。

・途上国の能力の強化と参加の拡大を支援し、援助への依存を避ける。

・情報、技術およびノウハウの利用を支援する。

・人権や武力紛争の危険に影響を与える政策に関して一貫性を保つなど、援助以外の

側面においても常に統一的な政策を維持する。

・途上国自身の戦略を支援するため、外部パートナー間の援助システムのより良い調

整に努める。

 このようにDACの言うパートナーシップモデルとは、一言で言えば途上国におけ
る援助受入れ機能の強化、援助国側の政策の一貫性と途上国の状況に見合った支援体

制の形成と言一うことになると思われる。その他の市民の参加、社会的公正、援助協調

などの項目はこれまでの国連関係の国際会議やDAC会合等で何度も言及されている
ことである。

 問題はどうしたらこのようなパートナーシップモデル幸実施できるかということで

あろう。それに応えるのが、CとDの部分である。Cの前書きではこの問題に応える
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ための提言をするとしている。しかし、実際の内容を見るとはあまり具体的な提言は

なく、途上国自身が開発戦略を作成することへの支援、ODAの維持増額の必要性、

援助協調の推進、モニターリング・評価の促進、援助対象国や地域の見直しなどが挙

げられている。開発戦略形成能力の低い国に対しては、援助国がラウンドテーブルや

援助国会合を開催する必要が述べられる等、現実的な対応も示唆されているとはいえ、

全体としてかなり曖昧な提言となっている。

 さらにDの部分では、開発政策はそれ以外の途上国と援助国の政策と合致すること

が可能であり、あらゆる面からの政策を動員して開発目標を達成すべきであるとして

いる。この部分での注目すべき点は、「武器輸出の増加は、開発の優先分野に当てる

べき乏しい資源を枯渇させる可能性がある」と述べている部分である。これは、先進

国政府の触れてほしくない問題であり、また援助以外の先進国の政策が途上国の開発

に大きな影響を与えることを、具体的な例で示している箇所であると言えよう。

2－3、日本におけるパートナーシップ論への取組み

 外務省とJ工CAはDAC新開発戦略を日本のO DAにどのように反映させるかを
検討するために1996年11月に「DA C開発戦略援助研究会」を組織し、98年
3月付けで報告書が発行された。この報告書をもとに、特にパートナーシップ論をど

う捉らえているかを見ることにしたい。

 前節に述べた途上国、外部パートナー、共同で責任を持っという3領域の項目群を

踏まえて、日本のODAを実施する際に必要な視点として次の7つの考え方が提言さ
れている。

①グローバリゼーションの申での「国際的な援助協調」の重視。

②途上国の成長と分配面の「バランスある発展」を支援。

③途上国における「良い統治」の確立と強化の重視。

④途上国の個々の状況に合うr国別アプローチ」を重視。

⑤DAC新開発戦略の「実施意思の表日日国」を優先的に取上げる。

⑥DAC新開発戦略の実施に向け「我が国の援助実施体制」を整備。

⑦当面、DAC新開発戦略の「数値目標」より体制整備に力点をおく。
 ここに表れている考え方は、これまでのO DA実施における要請主義から、一歩踏

みこんで、戦略的な対応を行おうとするものであり、そのための国別研究と実施体制

の整備の必要性を指摘していると言えるであろう。ここで表明されているのは途上国

の関発のオーナーシップを尊重する申で、日本自身の援助国としての自由度を強化す

ることを通して、パートナーに相応しい振舞をしていこうということであろう。こう

した自由度の高い戦略を可能にするためには、援助協調の強化と適切な国別アプロー

チの策定、そのための実施体制の変革が必要となる。そして援助協調が途上国内で行

われ、国別アプローチが途上国のイニシャティプないしは参加をまって行われねばな

らないという新開発戦略のパートーナーシップモデルに従えば、いづれにしろ現地事

務所（途上国のミッション）の強作以外の答えは見出しにくい。自由度の高いパート

ナーシップを追及することは、これまでの東京による援助政策の主導から、海外の事

務所の主体性の確立と性格の変化がもたらされねばならなくなる。この場合には、援

助実施機関（特に現地事務所）は援助国政府と途上国政府との間にたって、開発戦略

に基づくさまざまなイノベーションを伝えるチェンジ・工一ジェントとしての機能が
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必要とされるであろう。つまり、援助実施機関は自国の政府の政策実施と同時に途上

国内で開発とイノベーションを広めて行く役割を負わされることになるのである。

3、チェンジ・工一ジェント論からみたODAとNGO

 ロジャースは『イノベーション普及学入門』において、その第7章全体をチェンジ

エージェント論に当てている。チェンジ・工一ジェントとは「複数の社会システムの

間のコミュニケーションのつなぎ目の役をはたす」ものであり、二つの世界にまたが

るマージナル・マンであると言えよう。開発を含めたほとんどの変化はチェンジ・工

一ジェントがあらかじめ計画的に考えて行動した結果として生起するのである。ここ

でロジャースが展開しているチェンジ・工一ジェント論の全体を述べることはできな

いが、重要な概念として同質性H㎝ophi1yと異質性Heterophi1yを検討したい。
 1同質性と異質性とは交わりのある二人の入間が属性の類似している度合いを示そう

とす．る概念である。属性には人種、民族、言語、宗教、教育、生活水準、性、年齢、

職業、社会的な参カロ度など多様である。チェンジ・工一ジェントがイノベーションの

普及対象者と交わる際に、属性の同位性が高い場合は同質性が高いとし、差が大きい

場合を異質性が高いとする。一種の相対的な概念であり、比較概念である。

 コミュニケーションは、同質憧の高い入の間ではスムーズであり、異質性の高い人

の間では困難である。つまり、子どもや外国入とのコミュニケーションは難しく、同

級生や同じ職場の人とのコミュニケーションは容易なのである。チェンジ・工一ジェ

ントとは二つの世界のマージナルマンであるから、それぞれの世界に何がしかの異質

性と同質性を有していることになる。例えばチェンシー・工一ジェントとして、日本の

青年海外協力隊やアメリカの平和部隊の青年を考えると、彼等は日本やアメリカの社

会と現地の地域社会との間のマージナルマンである。彼等は当初は現地の地域社会と

異質憧を強く持っているが、自己の異文化とのコミュケーション能力を増加させるこ

とによって、地域社会との同質性を獲得して行くことになろう。しかし、地域社会と

出身社会の異質性に変化がないと仮定するならば、それは個人の派遣された社会との
同質性の獲得は同時に出身社会からあ異質性の増加と見ることもできる。

 異質憧の高い社会や人との間のコミュニケーションを取り持っ役割を持っているチ

ェンジ・工一ジェントは両方の社会との異質憧と同質性のバランスをうまくとらない

と、イノベーションを伝えることに失敗してしまう。

3－1、援助機関のチェンジ・工一ジェント性

 国際協力事業団（J I CA）は開発途上国を中心に60近い事務所を持ち、海外経
済協力基金（O E C F）は17の海外事務所を有している。こうした事務所の機能強

化と本部権限の委譲は課題の一つとされているが、いまだに強い東京中心的な体制を

持っている。しかし、DAC新開発戦略やJ工CA報告書が述べているようなそれぞ
れの途上国に国毎の援助協調を強イビし、国別アプローチを立案するためには事務所機

能を早急に強化することは不可欠である。第2節で述べたように援助機関とその海外

事務所は、それぞれの政府のオーナーシップを尊重しつつ、パートナーシップを発揮

することが要求されているが、それは途上国政府や地域社会に対しては開発のイノベ

ーションを伝播するチェンジ・工一ジェントしての役割を担っているからである。
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 これまでの海外事務所は、東京から援助機関職員が2～3年の夕一ムで派遣され、

中心的地位を占める。現遡採用の日本入と現地スタッフはサポーティングスタッフで

ある。こうした海外事務所は、東京との同質性が高く、現地の地域社会とははなはだ

しい異質性を持っていることになる。そのために東京とのコミュニケーションはスム

ーズであるが、現地での援助協調や現施政府や社会の二一ズを探って、パートナーシ

ップモデルを演ずるには、その異質性があまりに高すぎるためにコミュニケーション

自体が困難な状況にある。

 こうしたチェンジ・工一ジェントとターゲットとの異質性を弱めるためには、チェ

ンジ・工一ジェント自身の同質性を高めることと、チェンジ・工一ジェントと夕一ゲ

ヅトとの問を繋ぐものとして、ロジャースは補完的工一ジェントparaprofessi㎝al

aidesを介入させることが必要であると指摘している。

 チェンジ・工一ジェント自身の1同質性を高める側面からのアフ1コーチには、長期に

現地に生活した経験を持っ現地採用の日本人スタッフの待遇改善、現地スタッフの登

用などが考えられる。補完的工一ジェントの介入アプローチには、現地N G Oや大学

・研究機関、開発コンサルタントとの共同作業が考えられるであろう。これまで行わ

れてきた日本の工一ジェント（コンサルタントや商社）が案件形成や実施に直接的に

介入することは、彼等の補完的工一ジェントして同質惟／異質性領域における位置が

問題となる。日本の工一ジェントは援助機関との同質性は高いが、途上国政府や現地

社会との異質性が高く、補完的工一ジェントとして同質健／異質健領域の適切な位置

を占めていないと考えられるからである。

3－2，N G．Oのチェンジ・工一ジェントとしての性格

 N G Oは組織、活動、理念において多様であることはすでに見たとおりであるが、

チェンシー工一ジェント論の異質性／同質性という概念からみてみると、ODAとは
きわだった特徴を見て取れる。それはN G Oは途上国との同質性がO DAと較べると

格段に高いことである。逆にNGOの形成自体が途上国との同質性ゆえに行われたと
いうことができるであろう。そして日本社会とはある水準の異質性を感じているグル

ープが多い。しかし、最近の特徴としては、「ラオスに絵本を送る会」や「モンゴル

植林運動協力日本委員会」のように、日本社会に根付いた人々、つまり日本社会との

高い同質怪を保っている人々が支えているグループがでてきている。

 先に述べたように、比較的大きなNGOが目指している間接支援、つまりコーチン
の言う第2世代以降のプiコグラムは、新開発戦略におけるパートナーシップ論と同じ

ように途上国サイドのオーナーシップとパートテーサイドの自由度の確立と言う側面

を持っている。途上国においては異質性課題を補完的工一ジェントを介入させること

で避けようとする動きである。これは同時に日本社会と同質性を高めることになる。

なぜならば、NGOにおいて自由度が高められることは、日本国内のリソースをより
国内の状況に近い形で提供することが可能になるために、日本社会と親和性の高い、

つまり同質性を高める形での活動形態をとることが可能になるからである。

4、考察

新開発戦略におけるパートナーシップ論を日本のO DAおよびN GOシステムに適
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周しようとすると、その二つは同質性／異質性課題からは逆の動きとなっていること

を指摘した。一つまり、O D Aにおいてはチェンジ・工一ジェントとして活動を強める

ことが必要であり、そのためには途上国との異質性を弱める補完的工一ジェントの活

用が広く行われねばならない。N G Oにおいては多様性ゆえに一部ではあるが、すで

にパートナーシップヘの動きが明確に見て取ることができる。そこでは補完的工一ジ

ェントの活用が活発に行われている。そのためN G Oが本来持っていた途上国の地域

社会との同質性が弱められ、かえって日本社会との同質性を回復しているのである。

 それゆえに現在はかってのようにO DAとN GOの異質性が弱められ、協調・協働

の可能性が強く見えている。O DAにとっては現在のN G Oは補完的工一ジェントと

して、適切な同質性／異質性領域に位置しているのではなかろうか。またN G Oにと

っては間接協力によって弱められる途上国の地域社会との同質性を、O D Aと協調す

ることによって途上国政府や地方行政機関との幅広い協力を保つことで全体として途

上国との同質性を確保することが可能になるからである。

 このように新開発戦略は数億目標やパートナーシップ論を提示することによって、

新たな国際協力のシステムの形成を促しているととらえることが可能である。それゆ

えに新関発戦略を運動論としてとらえるのではなく、組織論、システム論としてとら

えることが求められているのである。本論は新開発戦略を普及学のチェンジ・工一ジ

ェント論から検討することによって、組織論的な変化への動きを読み取ろうとしたも

のである。組織学の視点から国際協力の在り方に関する研究が進められることが必要
であろう。

【注】

ユ）90年代に相次いで行われた国連会議には次のものがある。教育（ショムチェン、

 ユ990年）、子ども（ニューヨーク、1990年）、環境（リオデジャネイロ、

 1992年）、人権（ウィーン、1993年）、人口（カイロ、1994年）、社
 会開発（コペンハーゲン、1995年）、女性（北京、1995年）。
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負等4章

    国際協力における
教育メディア利用の方法論

はじめに

 国際協力の中の技術協力は開発途上国における技術移転活動であり、広義の教育と

位置付けられる。本章では問題を明確にする意味で技術協力を教育活動よりもう少し

狭い概念である教授活動と想定し、そこにおけるメディア選択に関する論議を検討す

る。教授活動とは後に述べるように教育目標を持ち、そのために予め教材、資料が用

意された教育過程を意味している。また、教授活動をサポートする各種メディアに対

して本章では教育メディアEducationa1Mediaをもう少し限定して、教授メディア
エnstmcti㎝aユMediaを使用することにしたい。

 はじめに教授メディアとは何かを、定義も含めての紹介し、次に教授にあたって適

切なメディアを選択するためのメディア選択モデルを検討し、その例としてケンプの

モデル及ぴレーサーとガニェのモデルを取り上げて考察する。次にメディア選択モデ

ルに内在する問題点を技術協力における教授メディア利用の状況及び技術協力プロジ

ェクトの現場で実施したメディア環境に関する予備的調査等を踏まえて論議する。最

後に技術協力のための教授メディア利用に関する幾つかの論点を提出することにした
い。

ユ、教授メディア選択モデルの必要性

 無償資金援助による施設案件や機材案件及び技術協力プロジェクトにおいては、通

常各種の視聴覚教有機器が備えられるが、テレビスタジオや大型シュミレーダー、移

動訓練車等が供与・設置される場合もある。また海外に赴任する専門家の多くがカメ

ラ、ビデオ等を携行機材として購送することが多い。教育メディアは、文化の違いや

言葉の障害を乗越えて、技術移転を側面からサポートするものとして期待されている

のである。ところが、技術協力において教育メディア機材の供与が量的に拡大する一

方で、質的な面で多くの問題が指摘されている。例えば、「供与された機材のランニ

ングコストが高すぎて活用出来ない」「機材の使用法が分らない」「機材のパーッや

周辺機材の入手が難しい」「ソフトの開発が出来ない」「カウンターパートの視聴覚

研修を実施する機関がない」といった声がある。また近年、視聴覚教育や教材開発、

ビデオ制作専門家に対する派遣の要望は非常に高まっている。

 こうした問題点が出てくる原因はいろいろ考えられるが、ひとつには機器つまりハ

ードの開発普及が先行して、メディア利用技術の研究開発や教育ソフトの開発が立ち

遅れているからであろう。これはイトドの開発が科学技術開発の進歩と平行して進む

のに対して、ソフトの開発・普及は多くの研究者と教育実践者による長期間にわたる

研究が必要とされるからである。日本をはじめとする先進国の技術開発の速度は非常

に速く、ハードの開発に見合ったソフト開発や利用・普及が迫い付かない状況にある

と思われる。いまひとつは途上国に送られた機材を活用するためには人材の養成訓練
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が不可欠であるが、これは時間と手間のかかる困難な仕事である。さらに大きな原因

と考えられるのは、技術協力の目的・対象・内容が多岐にわたるため、これまでの公

教育における開発利用を主たる領域としている教授メディアの関発理論および利用技
術では充分な対応が出来ないことであろう二つまり技術協力を対象とした教授メディ

アの研究がほとんど行われていないことである。

 教授メディ．アの問題は大きく開発と利用の問題に分けることが出来るだろう。さら

に開発にはハードとソフトに分けられ、利用に関してはメディア選択と教授法のふた

つの面があると思われる。勿論この両者は盾の両面でありハード無くしてソフトなく、

また教授メディア選択は教授設計の一部を成すものであり教授法と分かちがたく結び

ついているO

            図4－1教授メディアの側面

ハード：機器の開発、製品化、システム開発等
開発

ソフト：プログラム開発、・システム設計等

教授メディア

メディア選択：メディア選択、教授設計等
利用

教授法：指導法、利用技術等

 これまでの援助における教育メディア機器の供与に際して、開発め側面に目を向け

ており、利用技術についてはほとんど考えられてこな・かったと思われる。それは無償

やプロ技協の施設や機材選定が建設コンサルタントや機器メーカーの主導で行われる

ことが多いこともその理由の一つである。しかし、援助における教授メディア関係の

施設や機器の選定に当って、指針となる理論や研究が殆ど無いことも指摘されねばな
らないだろう。

 教授メディア利用については教授設計を構成する要素としてメディア選択理論があ

り、多くの教授メディア選択モデルが提案されている。しかし教授メディア選択理論

そのものが多くのあいまいさを内包しており、教授メディア選択モデルもすべての教

育訓練状況に採用できるものではない。また技術協力は従来の教授メディア選択モデ

ルが対象としてきた教育活動と異なっている点が多々あり、こうした教授メディア選

択モデルがどこまで有効であるか、あらためて間い直す必要があると思われる。しか

し、現状を前進させて行かねばならないとしたら、多くの不備があるとはいえ、こう

した教授メディア理論を応用した視聴覚教育メディアの開発と利用を行うこと以外に

方法がないのである。

2．教授メディア

2－1、教授メディアの定義

 教授メディアInstructi㎝a1Mediaは教育メディアEducati㎝a1Mediaと同じ意
味で使われることもあるが、その定義に関してはいろいろな考え方がある。教授メデ

ィアとは「教授」工nstructionと「メディア」Medu㎝又はMediaの複合語であるか
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ら、その両方の定義から考える必要があるだろう。

（ユ）教授とは

 教授と同様に使われる言葉に教育Educati㎝、訓育Discip1ine、訓練Traini㎎
等がある。岩波小群輿教育（1982年版）によると教授とは「一般に知識や技術を意図的

・計画的に〈教える〉といいあらわすような過程」と規定している。それに対して

「教育」はもう少し包括的な意味をもっている。訓育と訓練は、教授が知識技能の習

得であるのに対して、環境への反応としての行動様式の獲得ないしは習慣づけと考え

られる。訓練には技能技術の練習による熟達が中心であり、訓育は道徳教育を主要な1

分野とする違いがある。

 知識・技術を意図的・・計画的に教えるという教授は「目標を持った教育過程」と言

換えることが出来るだろう。本稿でもこの様な意味で教授という用語を使うことにし

たい。意図的かっ計画的とは目標があるいうことであり、また予め計画されたプロセ

スを持っているということである。それゆえに教授の実施には教授法や教授技術が必

要になる。また教授は目標と教授法およびその教授の評価方法を構造化してひとつの

ヂ教授システム」を形成する。教授システムとは明確で有用な目標を持ち、予め計画

された学習方法とその評価方法を持ったシステムのことである。それゆえに教授シス

テムを設計するためには目標の分析、教授学習方法の統合、評価の3つの働きが必要

となる。メディアはこの教授の実践に重要であり、メディア選択は教授システム設計

の一部分を形成するものである。

 しかしすべての教育活動がこうした教授システムとして構造化されているわけでは

なく、一つg教育活動にはさまざまな目標といくつかの教育活動を内包しているのが

普通である。図4－2はJ工C Aの研修コースを例として分析したものである。

図4－2研修コースの教育活動の分類

特定の目標があるか

はい   一｢いえ

はい 教授 見学

そのために 研修旅行 文化活動

用意した資料や

教材があるか   、｢い又 行事参加 ホームステイ

スポーツ 偶然の学習

（2）メディアとは

 メディアとは何か。この言葉の有名な概念はマーシャルマクルーハン（1964）の「メ

ディアはメッセージである」であろう。メディアの存在そのものがある思考の在り方

や態度を決めるメッセージを持っていると言う主張であると思われる。例えば、学校

嫌いの落ちこぼれは「文化的に不利な子ども」だが、そういう子どもとは「テレビっ
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子」である。「なぜ彼等が不利かといえば、テレビは低い視覚指向性と、高い参加度

をもつ新しい環境を作り出したが、その新しい環境は、古い既成の教育とは相容れが

たいのである」。テレビというメディアは一つの態度を作り出すものなのである。

 しかし、このようなメディアの概念はわれわれの当面の定義には極端すぎるだろう。

また一方でメディアをテレビやラジオのような機器と見る見方もプリミティブ過ぎる。

もう少し教育や教授に即したメディアの考え方を検討しなくてはならない。

 ロミチョフスキー（ユ988）はメディアを「ある送り手（入間または非生物）から受け

手へとメッセージを運ぶもの」と定義している。それではメディアが運ぶメッセージ
とは何か。それは「教授シメテムから学習者に伝達される情報」だと言う。またメデ
ィアは教授過程の一要素でもあり、メディアはハードウェアとソフトウェアを構成要

素とするメディアシステムを形成するとしている。彼の言うところの教授システムと

はメディアと教材の組合されたものを意味していることから、一この定義は同義反復で

あり、かなり混乱したものと言わざるを得ない。しかし、このことは逆にメディアと

いう言葉それ自体が同義反復をせざるを得ないほど複合的な概念であることを表して

いるといえるだろう。

 中野照海（1982）はメディアを「授業・学習状況を具体化するもの」と規定した上

で「このようなメディアの、いわば包括的な規定づけのままで、メディアの選択の課

題を検討していくには不十分である。この規定が包括的であるというのは、メディア
の概念が多様な意味を含ん」だものだからである。つまり、メディアとはメッセージ、

材料、機器、技法を含んだ複合的な概念であるとしている。例えば映画とテレビは、

異なったメディアとして分類されるが、確かに材料や機器としては異なるメディアで

あるが、学習刺激として学習者に提示されるメッセージという点では、同種のものと

考えることができる。メディアの4つの次元のなかで学習にとって重要な次元はメッ

セージであるとしている。

（3）教授メディア

 以上の論議を踏まえて、教授メディアについて考えることにしよう。まず、教授メ

ディアとは教室で使われる視聴覚機器、即ち0服、スライド、ビデオ、テレビ等の機

械のことである、という考えは非常に一般的であり、また教授メディアという言葉の
核になる概念であろう。

 ブリッグズ（1970）は教授メディアを「学習イベントを生起するために学習刺激を提

示するもの、および学習場面を構成するもの」と規定している。またレーサーら（Rei

ser，R．A．＆R．M．Gagne1983）は「教育的メッセージがそれによって伝達される物理的

なもの」としている。これらによるとあらゆる教育メッセージを媒介するものが教授

メディアである。つまり、学校の建物、教師やインストラクターから教科書、実物、

黒板、視聴覚機器、その他の教材教具のみならず実験、栽培、見学等すべてが含まれ
る。

 大内茂男（1982）は日本では教揮メディアの考え方に学校建築や教師、教科書を除

外する場合が多いが、「授業の設計者、実施者である教師や教育の場そのものである

学校建築を教育メディアから外すのは分るが、教科書はメディアとしたほうが良いと

している。つまり教科書を教えるのではなく教科書で教えるのであり、教科書も教育

の手段だからである」と批判している。これは日本には伝統的な教科書中心主義的な
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教科書観があるため、教科書を教えるために教授メディアがあると考えるところから

起こる問題と思われる。

 教授メディアと同様に使われる言葉としては、教育メディア、視聴覚メディア、視

聴覚教育メディア、視聴覚教材がある。教育メディアとは教授メディアより広い概念

であり教育に使用するメデイア金てを含む。その場合殆ど教授メディアと変りない。

例えば学校で自校の野球の試合をテレビで観戦した場合、それは教育メディアとは言

えるかもしれないが教授メディアではない。視聴覚メデイアはその意味するものは全

て教授メディアということが出来る。しかし、視聴覚メディアは教授メディアに比べ

るとずっと狭い概念である。学校の建物や教師の発間、飼育、栽培等は視聴覚メディ

アとは言いにくいからである。視聴覚メディアは言語メディアの対概念と考えられる

のである。視聴覚教育メディアとは視聴覚メディアと殆ど同じ意味で使用されている。

ただし、教育という字句が入るので、学校教育における視聴覚メディアというニヤア

ソスが含まれているように思われる。また教材とは単元を構成する教授内容と、その

内容を提示、説明するための具俸的な教授資料という二つの考え方がある。前者は

SubjectないしはC㎝tentであり、後者はMateria1である。視聴覚教材と言う場
合には後者の視聴覚的手法を使った教授資料と言うことが出来る。この場合もすべて

の視聴覚教材は教授メディアである。

2－2、教授メディアの効果研究

 メディアの効果に関する比較研究は多くの国の沢山の視聴覚教育の研究者によって

行われてき存。これはメディアAとメディアBの効果の比較を、授業においてそのメ
ディアだけを操作して、その猫の全ての要素を一定にして、その授業の結果からメデ

ィアの効果を比較するものである。しかし、これらの研究は多くの場合「有意差なし」

を結果するのである。その理由についてペギー＝カンペアは実験に選ばれる主題の為

だとしている。つまり、2つのメディアの効果の比較研究を行うに当って両方のメデ

ィアが同様の効果を持っていそうな目標を選ぶのである。例えば鳥の鳴き声の学習を

材料としてテキストと録音テープの効果を比較する研究者はいないのである。どちら

も同様に適しているか、どうように適していないかのどちらかを実験テーマにするの

である。それゆえにメディア効果の比較にあたって有意差が見られないのは驚くにあ

たらないというのである（Peggie Ca㎜peau1972）。

 多くの研究結果を統計的に組合せてひとつの傾向を見ようとするメタ分析

をメディア比較研究に用いて多くの研究を行ったのは、クリック（James Ku1ik）のグ

ループである。例えば視覚ぺ一ス教授のメタ分析では視聴覚対教師の比較に関する32

0の研究報告が分析された。その中で72の研究は正しくデザインされたもので比較可

能なものであった。そのうち74％は有意差がなかった。視覚ぺ一スによる教授方法が
効果があったとするものはユ9％であった（Cohen，P．A．etc198ユ）。

 こうしたことから、ある教授にはどのようなメディアが最も適しているかにっいて

否定的な見解を持っ研究者もある。例えば、シュラム（Shuram，W1977）は次のように

述べている。「動機を持った学生は、もしそのメディアが彼等の二一ズに見合った使

い方と応用がなされていれば、どのようなメディアからでも学習する。それぞれの物

理的な限界があるにしても、いかなるメディアも、どのような教育的課題でも達成す
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ることが可能である。学生があるメディアからより多くのものを学べるかどうかは、

少なくとも、どのようなメディアが使用されるかと同じ程度に、そのメディアがω
ように使われるかに依拠するように思われる。」

 同様の見解はガニェも述べている、つまり「ほとんどの教育的機能はほとんどのメ

ディアで実施可能である」（Gagne1970）。

 リチャード＝クラークのように、いかなるメディアもそれ自身によって学習効果に

影響をおよぼすのではなくて、メディアはよく設計された授業では単に「運ぶもの」

に過ぎないとする研究者もある（Clark，R．E．ユ983）。

 中野照海（1982）は「一般的な意味での、メディアの優劣を判断することは不可能で

ある。例えばテレビによる割と、映画による講義とを比較して、テレビが優れている

としても無意味なことになる」。メディア自身の複合的な概念ゆえに教授メディアの

効果を一義的に決定することが困難だとしている。そして、いまや視聴覚教育や教育

工学の書物からギメディアの効果」の列挙は見られなくなったと述べている。

 このように教授メディアを選択する意味はなく、ただ使用可能なメディアを適宜使

用すればよいのであろうか。シュラムは上に引用したパラグラフの次に、「こうした

視聴覚教育におけるメディアの効果研究の結果からただちに、ある状況にたいしてあ

るメディアが絶のメディアに比べてより効果があることを否定するわけではなく、一

つのメデイアがあらゆる状況に有効であることを否定しているのである」と述べてい
る。

 またレーサーら（Beiser，R．A etc1983）は「学習効果はメディアが用意にされた学

習条件により決定される。このことはどんなメディアでもある教授の単元に等しく効

果があるということだろうか。応えはノーである。あらゆるメディアが与えられた学

習条件において等しい効果を持つわけではない。われわれのなさねばならないことは、

与えられた教授状況において学習条件を備えるのに最も効果のあるメディアを見つけ

ることにある」とメディア選択の必要性を強調している。

 またロミチョフスキーは、学習効果の上からカラーテレビと白黒テレビとが差がな

いとしても、カラーテレビの楽しさ、美しさは否定できない。そしてうまく統合され

たマルチメディア提示が単一のメディアによる提示よりも面白いのであるとしている。

3．教授メディア選択モデルの動向

3－1、メディア選択モデルの開発
 教授メディア選択に関するモデルは昔から沢山あったわけではない。！960年代には、

わずかに2，3のモデルが提案されていたにすぎない。初期のモデルで知られているの

は南カリフォルニア大学のアレンAユ1en，W．J．（1967）のマトリックスを使用したモデ

ルがある。70年の！0年間に20以上のモデルが発表された。そして80年代の10年間には、

既存のモデルの改訂を除くと実質的には数えるほどのモデルしか発表されていない。

80隼台に発表されたモデルの代表的なものはケンプKe㎜p（1980）、レーサーとガニェ
Reiser，R．A．and Gagne，R．M．（1983）およびロミチョフスキーRomiszowski，A．J．，（1988）

である。

 このことは何を意味するのだろうか。70年代はこれまでの伝統的な教授方法と大き

く異なった放送大学や遠隔教育等が発達すると同時に、ビデオ、ビデオディスク、CA
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Iの開発等さまざまな教授メディアが開発されメディア利用に関する関心が非常に高

まったことが上げられるだろう。

 では80年代のモデル開発の関心が低下した理由は何か。さまざまな理由が上げられ

るが、まずメディア選択モデルの有用性に関する疑問が大きいと思う。ある教授状況

に対して適切なメディアを選択することが本当に可能なのかという疑問である。教授

メディアが多様化しその開発の進歩にメディア選択モデルが追い付けない状況がある。

もう一つは、80年代はメディアの選択よりも、マルチメディアの時代になったことが

あげられる。あるメディアを選択することより、どのようにメディアを組合せるかと

いう課題である。これには教室のなかでさまざまなメディアの使用が可能になったこ

とにもよるだろう。さらに80年代はメディア統合の時代でもあった。つまり、印刷と

ワープロ、パソコンとビデオ、0HPシートと複写機の関係のようにこれまで別々に発

展してき年メディアがいろいろな形で繋がるようになった。つまりメディア間のイン

ターフェースがとれるようになったことである。そのため最適メディアの選択よりも

メディアの統合に関心が移ったともいえるだろう。

 では本当に教授メディア選択の仕事の重要性は低下したのだろうか。これに関して

中野照海（1982）は教師のメディア選択の重要性はますます増加しているとしその理

由として次の6点を上げている。

  ①教材が量的に増加するとともに、多様化してきたこと。

  ②従来の教材群に新たな教材群が増加してきたこと。

  ③学習の個別化への要請が高まってきたこと。

  ④自己完結的教材（例えば、プログラム教材やCAIなど）や、半完緒的教材（テ

   レビや映画など）が増加してきたことによって、従来からの教師の役割に再検

   討が必要になってきたこと。

  ⑤教材を作るというより選択の傾向が増大すること。

  ⑥授業はいずれの場合でも多媒体（マルチメディア）的であり、メディアヘの意

   識が高まってきたこと。

 特に④の自己完結的な教材利用の場合には選択の段階で半ば以上の学習効果が規定

されてしまうと考えられることから、この種の教材選択に関して多くの論議を産み出

すことになると指摘している。

 ロミチョフスキーはメディア選択技法を使用する教師は、経験豊かな教師が直感的

に行う場合より、優れたメディア選択を行っていると報告している（R㎝iszowski19
74．1989）。

3－2、メディア選択モデルの比較研究
 こうしたメディア選択モデルの比較研究としてはブラビーBraby，R．（1973）、レー

サーとガニェ（1983）、ロミチョフスキー（1988）がある。

 9つモデルを検討したレーサーらによると、メディーア選択の要因としては、メディ

アの物理的特性、学習者・教授形態・学習課題の性質および実践的要因の3っがある

という。そのうち例えば視覚の提示、音声、映像の動き、色などのメディアの物理的

な属性はあらゆるモデルが採用している。また入手の容易性、コストなどの実践的要

因についても全てのモデルが選択要因としている。しかし、学習者や教授形態、学習

課題の僅質に関しては各モデル間の広がりが大きいとしている。この分野の要因とし
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てレーサーは次の4つを上げている。

①教授形態：教授の場所（学校、家軍等）、教授は個別か集団か、集団の大きさ等で、

 7つのモデルが採用していた。

②学習者の特徴：読解力、年齢等、同じく7つのモデルが重視。

③学習成果のカテゴリー：知的スキル、言語情報、運動スキル、態度形成、認知等、

 学習のカテゴリー化である。6つのモデルが採用。
④教授イベント：内的な学習過程を支える外的な事象のことでガニェ（1977）が提唱し

 た概念である。7つのモデルが採用。
 このように多くのモデルは基本的には大変似た要因と選択の段階を持っているとい

える。各モデルの差としては次の点にあると思われる。

①詳細さの水準や課題の目標を決定する際の分析方法がちがう

 例えばケンプのモデルは1貫に取ってしまう3つのフローチャートだが、ロミチョ
フスキ∵の新しいモデル（1988）は数十貢に渡る詳細な開設と多くのチャートから成立

っている。しかしながら、いずれのモデルも学習者、教授課題、学習者の特性等の学

習の条件を検討し、それとメディアの属性を組合せるために、学習課題の性質や条件

をどの様に分析するかがモデルの特徴になっていると考えることが出来る。

②選択過程で使用される手法がちがう

 選択の手法としてはマトリックス、ワークシート、フローチャートの3つが代表的

なものである。またそれらを組合せたものもある。後に紹介するレーサーとガニェの

ものはワークシートとフローチャートを組合せたものである。

3－3、メディア選択モデルのフォーマット
 メディア選択モデルは上記の3つのフォーマットに分類される。このフォーマット
に関する論議を主にレーサーら（1983）とロミチョフスキー（1988）によって検討する。

（1）ワークシート法

 ワークシートは必要なメディア選択の基準を一連の質問表の形に示したものである。

通常複数のシートからなる。候補メディアはすべての設問に応えることで決められる。

その他のワークシートの形式はチェックリストである。そのなかの質問に対する答え

をまとめることで、選択の決定をするものである。ワークシートを使ったモデルとし

てよく知られているのは、デュルハムらのものである（Durha㎜，NH，Gearhart，RG，a

nd Austin，J H1974）。これは表とワークシートとチェックリストからなるもので、

7段階分けて選択をするものである。このモデルの特徴はメディアの相対的な費用と

そのメディアに相応しい内容を纏めた表にあるとされている

（2）マトリックス法

 これは段階的に選択するのではなく、全ての選択基準を一度に検討する。例えば早

い時期に開発されたアレンのモテ～レでは学習目標とメディアのマトリックスを学習効

果の程度によって分けている（A11en1967）。

 マコーネルのマトリックスでは、メディアとメディアの可能性（例えば視覚、動き、

編集可能性等）を交差させてコメントを付けたものである。

 またブりツグズのグループの開発したIF－THENチャートは、メディアカテゴリーの
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リストと教授状況の中で重要と考えられる26の要因とを交差させたものである。こ

のチャートは教授に必要な要因を決定した後でのメディア選択には有効である。

（3）フローチャート法

 フローチャートは選択するメディアを累進的に狭くしてゆく手続である。選択に関

する質問は特定の順序に並べられ、その質問に「はい一いいえ」で答えるで頗次）候

補メディアが減少し最後に幾つかのメディアが残るのである。

 こうした3つのフォーマットにたいしてレーサーら「フローチャート法は他の二つ

のものよりも大きな利点があるように思われる。つまり、使用が簡単である。

しばしばかなり複雑に構成された反応を要求されるワークシート法と異なって、多く

の場合フローチャート法では利用者に『はい一いいえ』の選択を要求するだけである。

マトリックス法やワークシート法では、メディア選択に到達するまでに同時に幾つも

の要因を考えなくてはならないが、フローチャート法では利用者は段階を追って行く

ことで、最終的な選択に行着くことが出来る」と述べている。

 一方、フローチャート法に対する批判は、その選択過程が厳格すぎて、発見的な要

因、創造的な過程、相互作用の要因における主体の重要性等がそのアルゴリズムのな

かで消滅してしまうという点である。フローチャート法の簡便さとうらはらの厳格さ、

つまり、あらゆる問題を「はい一いいえ」の二者択一的に解消してしまう方法は、産

業教育分野では歓迎されても、学校や大学の教師には受入れられない。なぜなら多く

の問題は「はい一いいえ」に簡単に解消できないからである。

 フローチャート法を使用したものでよく知られたものにアンダーソンのモデルであ

る。これはてつのチャートから構成された非常に複雑なものである。使用が簡便なは

ずのフローチャート法もアンダーソンのものになると使用が難しい。例えばアンダー

ソンのフローチャートの最初の質問は「その学習行動は規則、法則、概念、定義、弁

別の領域か？」であり、これにに対して答えるためには学習目標をかなり細分化しな

くてはできないだろう。その場合、あまりに細かくした目標にたいして一っ一っ最適

メディアの選択をする必要性を見出すのはかなり手間のかかる仕事になろう。

4．メディア選択モデルのアウトライン

4－1、ケンプのモデル
 アメリカで大学の視聴覚教育の教科書として版を重ねているケンプKemp J．E．の

「教授メディアの企画と制作」の第5版ではメディア選択に一章を当てている（Ke㎜p J．

E．1985）。彼は「たいていのメディアはほとんどの情報を提示し教育機能を果すこと

が出来るが、一つのメディアがすべての目的に最上であるとは言えない」としている。

そして教育者がメディアの選択にあたっては簡単に手にはいるメディアを選んでおり、

メディア選択の基準について考えることが少ないことを批判している。しかし、これ

までのメディア選択技法が非常に複雑で手間がかかることから、ケンプは実用的なメ

ディア選択の基準を探った。

 彼の方法は、まずメディアを使う学習の状況を、普通ないしは大集団での提示、自

己進度学習、および小集団相互学習の三つに分け、それぞれにメディア選択チャート

を作成した。モデルの特徴は学習内容に合せたメディアの属性の選択肢によるもので
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ある。メディア属性Mediaattributesの基準としては、レビーら（Levie and
Dickie1973）の分類を参考にして、次の6つの要因が選ばれている。

①絵の表現piCtoria1repreSentai㎝一写真かグラフィックか
②大きさの要因factor of size一映写するかしないか

③色の要因factor of co1or一白黒かカラーか

④動きの要因factor of㎜v㎝ent一静止か動きか

⑤言語の要因factor ofユa㎎uage一印刷された言葉か音声か

⑥音と絵の関係so㎜d／pictur re1ati㎝ship一音のない映像か音声つきの映像か
こうしたメディア属性にしたがってフ1コーチャートを迫ることにより、有効なメディ

アカテゴリー群に到達する。（図4－3）

 フローチャートによって与えられたメディア群を、さらに次のような9つの基準に

よって検定し、最終的なメディアを選択する。

①市販されているか

②準備の費用

③再生の費用

④準備に必要な時間

⑤実施に必要な技能

⑥操作に必要な技能

⑦保守管理

⑧学生の準備

⑨教師の準備

 そこでケンプのメディア選択全体の過程は次の5つのステップに分けられる。

ステップ王：学習パターンの決定一大集団、自己進度学習、小集団相互学習かの検討

ステップ2：必要な学習経験を決定する一メディアが必要かいなかの決定

ステップ2：必要なメディアの属性を見つける一動きや音等の必要性の決定

ステップ4：メディアのカテゴリーの決定一フローチャートを使用

ステップ5：最終的なメディアの決定一選ばれたメディアの候補を9の基準により検討

4－2、レーサー／ガニェのモデル
 レーサーとガニェReiser B．A．＆況．鐵．Gagne（ユ983）のモデルは非常に大きなもので

6群のフローチャートと1枚のワークシートから構成されている。これまで提案され

たモデルの申で最も大規模なものといえよう（図4－4（1）から（3）まで）。
 彼等はまずこれまでの提案されたモデルの申から代表的な9つのモデルを選んで、

これらがどのような要因によってメディア選択を行っているかを分析した。モデルの

フォーマットはフ1コーチャート、マトリックスとワークシートの3種類あった。マト

リックスは同時にいくつかの基準について考えながら、相対的に重要な項目を検討す

ることが出来る。フローチャート法は、それぞれの質問に対してはい／いいえで答え

ることで、累積的にメディアを決隼していくもので、ケンプのものもそれであるが、

利用者にとって操作が簡単で良いとしている。

一6－8一



一●’サイズ。ヰ皿“二u夫■団へ切出示

也・●＾・一
目川山
咄凸口丘山’・＾・一

蜆貫岨式

削｝師＾＾・，   巧＾抑＾＾・…            f，フ’十，と

由点心］㍗
歴｝巨歩

與貫旧式 蜆。■的
＾1由由一・世・■小？

＾止。＾＾・フ ＾さ＾．。払。｛・｝

＾止／山’的

＾I田1しI・，

’当帥＝

！8己■丘個別字円

・’フ’■｝ンエ土1。岨，＾・， 一直・，i・，

目貫㎜式

阯｝o’。＾・一 グ，フ’τ，と

他。

螂廿

可＾蜆’一・一

＿1簑三；…三雲ラ、雪㍗由

占                          “上ノ。！山
       ＾止＾＾由・一     凹＾o上・●＾・？     コ｝ビ‡一，’，＾1

由」虹
コ小貫目イ，，一アラシ：，

損向■凹＾‘
也・，’・，

，拍帥
舳■口走仰＾＾・7

’亘」レ■，■ン缶。’I
’ヨ＾・，

目貫旭式 鴉貫岨式。士＾， 田艘■一壮1’¶ルチイ’一リ
皿ま＾一旦□’・，

螂貫ノチ｛フ’ヲ，一

＾止蜆＾山一

○上ノ

。1〃出口’・丁

。’の
コ｝ビ’・’レ■，’一

＾当’・？

’劃‘・，

出所＝ Komp．J．E．and D－K，Dayし。m．P1日nnjng ond Producing lnstruct言。na－Modi日．1985，p．113．

図4－3 ケンプのフローチャート

69一



チャート＾諏魎達成に閲する決定

チャート日放送教育に回する決定

ぎ

ここから
舳台

ノプイア逝択リークシー｝

上に国握、を記入
〈課幽を冊呵違た    いい又
際の結果は
 亜大かつ

嚇坦境エ

大型燃．
シュミレーウ

テレビ放送

うプ4放送

伐税脳菩
；川繍焚置

コンビrヲ

プロダラムテキスト

インヲーアクティブ’”

映、凹

スライ｝’ノテーフ．

ピプオj；セッ｝

フイ皿ムλ｝リ〃．

印刷テキスト

訓練．敬具

録音
図蛮
0HP
スうイド

伽．トうヲ争

はい

＾，1

大型酬詩
松諦饅鴉
シ』ミレータ

銃ける

戯山z
テレ白“放送

ラジオ放送

疵糀機淋
訓頼毅置
コンピュータ

プログラムテキス1・

イ”一アクティブTΨ

独魎
スライド／チーフ’

ビデ省カセット

フィルムストリップ

印届11テキスト

諏撤教具
録音
図表
OHP
λライク

インストラクタ

 2。    いいえ
中央から

遺するか
 ？

   はい

  コ．    はい
態度形成か
合語伯靴か
  ；κ、え

             5．
スキルの教授      態度形月 、いえ言語情報
（知的又は理動）       か？      の鍬緩

  4．

見覚によ   いいえ
区別は必・製

 か？

日、1

テレビ放送

（イ八トラクケの

助けをf半う）

はい

  6．

 視覚は  いいえ
紀姻を助け
 るか？

   まい

日．2

ラシ考放送

（イ洲洲の
助けをi半う）

B，3

ラシ棚送
（ドラマ）

テレビ放送

B．4

テレビ放送

目．5

ラシ4放送

チャート＾の設閑の説㎜

｝．翻迦を閥逸えた際．の結果は理大か？

 学生が教授形態以外0）蜴所でその課題の実行を愚物に要求された時、
 諏迦を閉逸えて箏1起こされる結果は重大か？

舳i＝il・i舳・．1｛．〈舳．M．（一；日m‘ （㈹3〕．

チャートB，の設間の説1咽
噸から   るか？ この教授システムは地理伽二広い地域に住み、中央から
 の整送致商を・スケジュールに従っ一〔受億出来る学習者に提供すること姿、企醐

 しζいる0）か？
3・卿度形成か言語情報か？ 学圏者の価値触（態度）に影響を与えること、または、

 何かを「述べること」（「棄行すること」よりも）を学習することを目源としてい

 るのか？

4、視覚による区別は必要か？ 諏魎の特舳こより視覚提示が必要か、あるいは視壷
 提示は謙遜の学轡の賜けになるか？
5、態度形成か？ 教授は学習者の価値や意見に影響を与えることを目指して＝いるか？
6・視覚は記憶を助けるか？ 視覚メディアを触州することは学勤者がイメ｛ジを脆

 立すること雀肋けたり、言竃舳日棚雀記惚する助けとなるだろうか？

図4－4 （A）レーサー／ガニェモデルのフロデチャートーユー
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 メディア選択の要因としては、次の3つのカテゴリーが検討されている。

①メディアの物理的特性

②学習者と学習の場の状況及ぴ課題の性質

③実践的要因

 このフローチャートを使用するにあたって、まず次の4点を決定する。

①教育目標：ここで考えなくてはならないのは、どのレベルの教育目標にするかであ

る。あまり広い範囲では目標が多岐になり、フ1コーチャートの申の質問に対して、一

貫した答えが出しにくい。またあまりに小さな範囲では、こうした作業をするのが大

変である。一つの単元、ないしは一つのモジュールが適当とされる。

②学習領域：教育目標のなかに含まれる学習の領域。例えば知的技能、言語的情報、

認知形成、運動技能、態度等である。

③セッティング：教育が実施される状況。たとえば放送によるのか、講師による講義

か、自己学習なのか。

④読解能力：学習者が文字から情報を得ることが出来るか。

 この4点を同定してからフ1コーチャートに従ってメディア群を選択する。

 表4－4のフローチャートから得られたメディア群の中から次の2つのステップで
最終的なメディアを決定する。

①授業設計にとって不適当なメディアをはずす。その際の検討項目は次の諸点である

 ・メディアを制作する時間があるか

 ・制作、保守、操作の費用がいるか

 ・そのメディアが既存の方針およびプログラムに合致しているか

 ・そのメディアを使うにあたって環境は適当か

②最終メディアを決定する。その際の検討項目は次の諸点である。

 ・総ての教育目的を学生に得させるのに一っ以上のメディアが必要か

 ・最終的なメディアおよびメディアの組合せにかかる費用はどの程度か

 ・それぞれのメディアは自分が考えていた変化または改良に見合っているか

（図4－4）

4－3、レーサー／ガニェモデルによるメディア選択の例

 レーサーらが上げているひとつの例によってメディア選択の方法の実際を見てみよ

う。職業訓練校でのコースの開発を担当しているインストラクターの場合である。

①教育目標：学習者は故障しているエアコンの原因箇所を同定出来る

②学習領域：知的スキル

③セッティング：教室内、インストラクターが中心になって実施する

④読解能力：ほとんどの学習者は充分な読解力があるとはいえない

 まずフローチャートの質問1は、課題を間違った際の結果の重大性だが、ここで教

師は「はい」とした。そこでただちにA1で大きな機器、携帯用機器、シュミレーシ

ョンの苧つのメディアの候補が上方子った。そのほかの適当なメディアを探すため質問2

に移る。質問2は「いいえ」、質問7も「いいえ」である。質問19の読解力の有無に

関するものも「いいえ」で、質問24になる。学習領域は知的技能であるので、ここも

「いいえ」である。質問25は操作実習の必要僅であるが、ここも「いいえ」である。

そこで候補メディアとしてF2、つまりインストラクターとチャート、あるいは映画、
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0亘P、スライド／テープ、訓練機器、ビデオカセット等が得られた。これらのメディ

アのなかから最終選択の基準によってメディアを選ぶ。費用の点で、映画、シュミレ

ータ、スライド／テープ、ビデオカセットが消去される。エアコンは据え付け型で、

携帯用ではないので、最終的な結論は、犬型機器とOHPである。壊れたエアコンの実

物があれば、演示や実習に使用出来、0HPでは配線図などを見せることが畢来る。

5．メディア選択モデルの問題点

 前節において2つのメディア選択モデルについて検討したが、こうしたメディア選

択モデルの考え方、つまり教育内容に内包される最適メディアの利用という考え方は、

モデルを実際に使用するか否かにかかわらず、多くの教育者が持っているものであろ

う。だからこそ多くの教育メディア機器が技術協力の場に導入されているのである。

ここではこうしたメディア選択モデル自身に内在する問題点を技術協力の観点から検
討したい。

5－1、教授メディア利用能力について
 メディア選択理論では、学習課題と学習者の特性および学習状況に対する配慮はな
されるのであるが、メディアの両端に位置する学習者のメディア理解能力と同じく教

授者のメディア利用能力について充分な考慮が払われていない。教授メディア選択モ

デルは基本的には教師、訓練のインストラクターといった教育訓練を職業とするもの

を対象としている。彼等には基本的な教授メディア利用能力があることを前提として

いる。ところが、近年の視聴覚メディアやコンピュータの技術革新にともない、電子

メディアの価格の低廉化とヒューマンインターフェースの改良が行われた。そのため

従来は一般的な教授メディアとは考えられなかったものが教育の場に導入されるよう

になった。それは教授メディアのバラエティを増すと同時に、メディアを利用するた

めには、一定程度の訓練と経験が必要になってきた。日本の多くの教員養成大学には

教育工学センターないしは教育実践研究指導センターが設置され、教授メディア利用

技術およびソフト開発研究と教育訓練が実施されている。こうしたメディア利用に関

する訓練の重要性は技術協力にかかわる人材の養成の場では一層高いと考えられるの
である。

5－2、教授メディアのコストについて

 検討した2つのモデルには最終的なメディア選択段階でコストについて考慮するこ

とが必要と述べられている。教授メディアのコストについて絶対的なコストと一人あ

たりのコスト、またコストからみたメディア効果に関する研究もある。例えばロニグ

ロ （J．K．L㎝igro）らは図4－5（A）に示すゲームボードを使って学習者一人あた
りのコストと効率（proficiency）の関係を検討している（J．K．Lonigro，Jr．and A．J．E

schenbremer，Jr．一A．Hancockユ977による）o

 それによると、例えば多識別学習Leami㎎㎜王tip1e discri㎜inati㎝では静止画

とグラフが最適ポイント。pti㎜㎜pointにプロットされている。図4－5（B）。
それらは制作費がかからず、この種の学習に於いては効率が高いのである。またスラ

イド／テープ上映は高い効率を示すが費用がかかり、プログラム学習、テレビ、低コ
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ストから比較的安いシュミレーションは考慮すべき領域（area of c㎝s1derat1㎝）

にプロットされている。録音は費用がかからないにかかわらず、効率の基準からみて

ふさわしくないという。

 コストは教室における講義と実習でも異なるし、広い埴域や多くの者を対象にした

場合には非常に大きなファクターを占める。上記のボードで農村の人々を対象にした

メディ・アのコストを表したのが図4－5（C）である。それによると考慮すべき領域

にはポスター、フォークメディア、地方新聞、ラジオがプロットされている。

 また内海Uts㎜i，S（1983）はビデオディスクとビデオテープのマスター制作
とコピーの費用を計算し、200本以上のコピーにはビデオディスクが有利としている。
 技術協力では国あ開発の視点からのコスト計算が必要になる。これも教授メディア

選択モデルの前提条件として考察されるべきであろう。

         岬         HP
        F固阯im町一」■
   出所：ト五目ncock．A．（1977）による．

図4－5（A） ロニグロのボード

5－l11p吐血旧O“前，

 P       HP

叶。‘id■岬→

図4－5（B） 多弁別学習のメディア

       LP      岬      冊
         PfO仇肚岬一十

図4－5（C）農村の人々へのメディア

6、メディア環境によるメディアの性格の違い

 メディア選択モデルではメディアの性格の分析をその物理的側面によって行ってい

る。しかし、同じメディアで社会的環境の違いによりその性格は非常に異なっている。

筆者はJICA短期派遣専門家（視聴掌教育）としてフィジー稲作研究開発計画（昭和62

年ユ～2月）とネパール入口家族計画プロジェクト（昭和62年12月）に派遣された際

にそれぞれのプロジェクトサイトで当該分野の視聴覚メディア開発のための基礎的な

資料を得るために、メディアの利用形態や役割について、予備的な聞取り調査を実施

した。そのなかの本論に関係する部分を以下に述べる。
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6－1、フィジーの農民のメディア環境調査
調査時期：ユ987年2月

調査場所：スバの西約15㎞ナウソリ市近郊、

調査対象：農業普及員Bの担当農家全てを訪間し、20才以上の男性（戸主）。

調査人数：農家の男性21人（年齢20～68才 平均年齢46．3才）

調査方法：筆者自身の質問紙による面接調査、質問項目は12項目、英語の出来ない人

     は農業普及員が通訳した

調査結果

①新聞、映画、ビデオ（テレビ放送は行われていない）との接触状況
 新聞 毎日読む一一一一一一一一一一3入（ユ4％）

    毎日ではないがよく読む一一一3入（14％）

    ときどき読む一一一一一一一一8人（38％）

    ほとんど読まない一一一一一一2人（10％）

    読まない一一一一一一一一一一5入（24％）

    （ときどき読むまでを新聞購読者と考えると14人：67％である）

 映画  見に行くことがある一一一一11人（52％）

     見ない及び不明一一一一一一10人（48％）

 ビデオ 見る（持っているを含む）一5人（71％）

②ラジオの有無と聴取番組

 ラジオ 所有している一一一一一一一19人（90％）

     無し一一一一一一一一一一一2人（10％）

 好きな番組（複数回答）

     ニュースー一一一一一一一一一8入（ラジオ所有者の内 42％）

     音楽一一一一一一一一一一一一4入（2ユ％）

     農業一一一一一一一一一一一一3入（14％）

     宗教一一一丁一一一一一一一一2入（10．5％）

     スポーヅー一一一一一一一一一1人（5％）

③ラジオ農業番組の聴取と聴取理由

 農業番組を定期的に聴取している一一一18人（ラジオ所有者の内 95％）

 聴取理由（複数回答）

     農業 般情報（種まきの時期等）8入（農業番組聴取者の内 44％）

     農業経営情報（野菜市場価格等）6入（33％）

     農民の生活情報一一一一一一一一5入（28％）

④現在農業試験場で開発し、すでに一部で耕作が行われている稲の新品種ト127につ

いての知識の有無と、どこでその情報を得たか。

 K－127を知っている（使っている）一一一16入（76％）

 情報源 友人（兄弟親戚を含む）一一一一4入（知っているものの内 25％）

     農業普及員一一一一一一一一一一8入（ 〃 50％）

     新聞一一一一一一一一一一一一一2人（ 〃 ！2．5％）
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不明一一一一一一一一一一一一一2人（ 〃 12．5％）

6－2、ネパールの婦人のメディア環境調査

調査時期：1987年12月

調査場所：カトマンズの東、約20㎞キロのカブレパランチョーク郡ナラ村

調査対象：子供のある婦人18入（年齢20才～50才平均年齢30．9才、平均子供数3．7入）

調査方法：質問紙による筆者自身の通訳を介した面接調査、質問項目は25

調査結果

①映画とテレビ（ビデオ）

     映画を見に行くことがある一・一一9入（50％）

     テレビを見ることがある一一一一8人（44％）

②ラジオ

     ラジオが家にある（壊れているものも含む）一8人（44％）

 好きな番組（複数回答）

     音楽番組一一一一一一一一一一一8人（ラジオを持っているものの内100％）

     ニュースー一一一一一一一一一一3人（ 〃 38％）

     ドラマー一一一一一一一一一一一3入（ 〃 38％）

③家族計画に関する知識

 家族計画という言葉から連想する言葉や考えを複数回答させた

     方法に関する反応 （ピル、卵管結さく術等）一一6入（33％）

     意味に関する反応（子供は2入、教育出来る等）一6入（33％）

     イメージ的な反応（痛み、幸福と安らぎ等）一一一3人（17％）

     知らない・よく分らない一一一一一一一一一一一5入（28％）

6－3、結果の考察
 この2つの調査はいずれも極めて限定された地域における、わずか20人程摩を対象

とした小さな調査であり、確定的なことは後日の調査を待たねばならないが、いくつ

かの傾向は把握できると思われる。

（ユ）ラジオが中心的なマスメディアである

 フィジーのナウソリ村の農民にとって、ラジオは中心となるマスメディアであり、

即時的な情報獲得のメディアと位置付けられるようである。つまりラジオの農事放送

で伝えられる市場価格によって野菜等の収穫をするかどうか決定すると考えているも

のが多い。一方、新品種等の情報は対面による入（農業普及員や友人）や文字（新聞）

から得ている。教育が普及し識字率の高いフィジーの農民ではメディアを使い分けて

必要な情報を得ているといえるであろう。

 フィジーでのメディア関係の調奪としては横山（1990）がスバで行った生活時間調査

の報告がある。それによるとラジオはほとんど全員が聞いており

（スヴァ97㌫、農村部99㌫）、平均聴取時間はスヴァで6時間06分、農村部で5時間30分

である。新聞を読む入はスヴァで42㌫、農村部で32㌫である。このことからフィジー

の生活の申でラジオがマスメディアの中心的な地位を占めていると考えられと、この
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調査と同じ結論に達している。

（2）ネパールでのラジオの性格

 ネパールのナラ村の婦人にとって、ラジオはニュースと同時に歌やドラマといった

娯楽になっていると考えられる。また、JICAが実施した同地域での調査（調査世帯1，

593）によると子供の下痢の際に用いる経口補水治療法の情報源に関してラジオから

と答えたものが69．3％（商晶化されたジーバンシャルについて）、89．1％（応急治療

法のメティスンウォーターに関して）であった。このように知識に関する情報もラジ

オから得ている。つまりラジオはこの地域の婦人にとって総合メディアとして機能し
ていると考えられる。．

 また両地域におけるラジオ放送局および放送時間はネパールがラジオネパールによ

る2つのサービスでナショナルサービス（中波・短波）5時間45分、商業サービス（中

波・短波）7時間15分ただし土曜日は9時間45分、またフィジーはフィジー放送委員会

（FBC）による3つのサービス、ラジオ・フィジー1（英語・フィジー語 申渡・短波）

19時間、ラジオ・フィジー（英語・ヒンディ語 中波・短波）19時間、首都ラジオ
（英語・フィジー言書・ヒンディ語 FM）19時間およびコミュニケーション・フィジー

（英語・フィジー語・ヒンデイ語 FM）19時間である（N肌 世界のラジオテレビ198

8年版）。延ベラジオ放送時間はネパールが92時間40分、フィジーが525時間である。

また1983年のラジオ受信機の普及率（入口千人当り）はネパール25台、フィジー493
台となっている（ユネスコ文化統計年鑑ユ986年版）。

 こうしたことからラジオ放送自身の開発の程度が両国で非常に異なっており、フィ

ジーのラジオ番組が、パーソナルないしは個別化しているとも考えられる。この調査

による住民の聴取態度の違いはラジオ放送自身の違いを反映しているともいえるだろ

う。こうしたことから、ラジオを教育メディアとし．て選択するにしても、地域によっ

てラジオの担うべき性格やメッセージの内容は非常に異なったものとなるであろう。

 一方映画に関しではいずれも50％の入が見ており、映画を見に行くことが娯楽とし
て定着して．いることが考えられ、この結果からは映画の教育メディアとしての違いは

見られない。

 ネパールの婦人の家族計画に対するイメージは固定しておらず、さまざまな反応が

混在しているようである。これまでのネパールでの家族計画のメディアとして保健婦

やヘルスワーカー等による対面コミュニケーション、ポスター、ラジオが使われてお

り、多くの情報が複合的に伝えられていると考えられる。また同時に家族計画に関す

る情報活動のフォーカスが絞りきられていないことも考えられる。

 以上見てきたように、当然のことながら、国によりまた階層により同じメディア

（この場合はラジオ）でも、その役割は非常に異なっていると考えらる。教育メディ

アの選択に際しては、メディアの特質や性格等の送り手からの考察だけではなく、メ

ッセージのターゲットのメディア環境やメディアにたいする意識、つまり受け手の当

該メディアに対する特質を解明す争ことが必要であると思われる。

7．国際協力における教授メディア選択の方向性と課題

これまで提案されている教授メディア選択モデルは教育の行れる状況や内容を静的
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にがつミクロにとらえていると言うことができる。つまり微視的静的な視点で教育を

構想したもので、そこに空間的広がりや時間的要因および発展の視点が欠けていると

思われるのである。技術協力は空間的・時問的に大きな広がりを持った教育活動であ

る。つまり巨視的動的（マクロダイナミック）な視点から見た教授メディアの選択が

行われなくてはならない。ここでその条件をいくつか取上げて論議したい。

7－1、メディア環境調査
 技術協力における教育対象の分野、階層、年齢、文化、宗教、教育レベルは非常に

バラエティーに富んでおり、具体的なメディア環境の調査なしにメディア選択を実施

することは難しい。メディア環境の調査はマク1コ、ミクロのそれぞれのレベルで必要

になる。マクロレベルのメディア環境とは、国および広い地域におけるメディアの開

発段階、開発の方向性、メディア開発に影響を与える要因の同定等である。ミクロレ

ベルとはある地域の住民、階層、対象とする職種、年齢層等の特定の比較的小さな集

団を対象として、彼等のメディアとの接触状況、あるメディアから得ている情報の特

徴、画像や音声に対する理解能力、メディアに対する先存知覚等の分析である。また

映像を理解するには提示される映像の枠組みの学習が必要である。それゆえに、ある

メディアを使用する場合には学習者の当該メディアによる学習準備性の有無がチェッ

クせねばならない。

 つまり、これまでの教授メディア選択モデルは、ミクロな教育状況が主な対象であ

るため、マクロな状況が大きく異なる国の間で実施される技術協力にそのまま適応す

ることは難しい。そのため、それぞれの国のマクロ・ミクロそれぞれのレベルの教育

メディア環境の調査が必要となる。

7－2、各国の教育メディアの段階の分析
 技術協力に係わる空間的な広がりをカバーするために、それぞれの国のメディア開

発の段階、状況に関する情報を整理分析する必要がある。これは単に統計的な資料の

分析ではなく・記述的な情報・技術協力の事例研究等の分析が必要であろう♀メディ

アの開発の指標（放送の普及、書籍の出版、電話の普及等）が国の経済社会開発の指

標となっていることから考えて、教育メディアの開発普及を幾つかの段階に分けるこ

とが可能であろう。そこから教青メディアの発展段階を同定するための指標の設定が

行われ得るのではないかと考えられる。

 こうしたメディアの発達段階について、ラーナーは、伝統的、移行的および近代的

の3つのカテゴリーをつくりそれぞれのリテラシー（識字率）、都市化の程度、コミ

ュニケーション体系の3点から識別出来るとした。そこでのコミュニケーション体系

は伝統的社会は口頭、移行的社会は媒体一口頭、近代的社会は媒体であるとしている

（Schra㎜，田1960による）。しかし、このような分類では、われわれが対象とする

多くの開発途上国はすべて移行的社会となってしまうため、このようなカテゴリー化
をメディアの発達に即して細かく規定する必要があると考える。

7－3，2段階メディア選択
 以上の2点から技術協力のための教授メディアの選択は以下のような2段階に分け
て考える必要が有ろう。
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第1段階 学習者と教授者の状況の把握：技術協力の行われる場をとりまく、社会

環境におけるメディア状況の把握。その際その社会の教育メディアの発展段階および
方向性が大きな要因となる。

 第2段階 学習状況に即したメディア選択：メディアの選択は、学習目的・内容に

即しつつも、学習者、教授者双方に取って了解可能な範囲に在ることが必要である。

7－4、教授メディア利用技術の動的な活用
 技術協力においては教授者にとって、ある教授メディアが与件としてすでに与えら

れていることが多い。そこで必要なことは同一メディアの発展的使用である。例えば

スライドにあっても次の様な展開が考えられる。

①一コマずつ見せる

②スライドシリーズ（セット）の制作

③テープ／スライドの制作

④スライドライブラリーの構築

⑤マルチスライドプレゼンテーション

⑥プログラム学習やCAIへの組込み

⑦スライドをマスターメディアにしたマルチメディア

⑧学習者によるスライド制作

 こうした同一メディアでもその利用方法の開発によってメディアの限界をある程度

乗越えることが可能である。その為には、教授者のメディア制作・利用能力が開発さ

れていかねばなら狭い。また同時に学習する側および教授サイドヘのハード自身のイ

ンターフェースを考える必要がある。教授メディアは教授サイドの利用能力の発展に

よって一層の自由度を獲得していくものである。また、より迅速な利用能力の向上は

ハードのヒューマンインターフェースの向上に負うところも大きい。

 あるメディアの利用にあたっては教授者および学習者の両者のメディア利用能力の

レベルに応じた展開がなされなくてはならない。そのため選択モデルにおいてメディ

アだけを選択しても何もならないのである。つまり、その利用形態をも考慮するもの

とならねばならない。さらにメディアの動的な使用を可能にするハードの選択に関し

てもアドバイスする機能がメディア利用にとって重要である。

 つまり、ある教育メディアの導入を考える際には、そのメディアのさまざまな開発

・利用を発展的に考える必要が有る（動的な利用）。そのため、教授者が一定程度の
教育メディア利用能力を獲得するための研修が重要になる。
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套蕎5章

  海外研修員に対する
研修カリキュラムの開発

はじめに

 近年の電子技術の急速な発展により、情報、教育、コミュニケーションの分野が大

きく変貌した。それは情報化社会あるいはニューメディア時代とか言われているが、

いづれにしろ映像が生活の中の重要な部分を占めるようになった。その変化は映像処

理を含んだものであるため、視聴覚技術分野の人材関発が非常に重要となったのであ

る。開発途上国においてもこうした技術改革の影響によって、教育訓練・広報活動・

技術普及活動等における視聴覚教育メディアの重要性が大きくなり、この分野の人材

養成が不可欠かっ緊急の課題となってきた。

 このような二一ズのもとに国際協力の一環として1985年JICA沖縄国際セン
ターに開発途上国からの研修員を対象とする視聴覚技術コースが開設された。このコ

ースの目的及ぴ内容は「開発途上国のレベルに合致した『適正な視聴覚教材』を主と

して自ら制作できる技術並びに視聴覚教材の利用法にかかわる技術の習得を目的とし

ており、我が国の協力しているプロジェクト、派遣専門家のカウターパート等で視聴

覚教材の制作に従事している期間が2～3年程度の者を対象とする。研修期間は6ヵ月、

定員は10名。研修内容はビデオ、スライド、OHP、写真等の教材制作に関する企画、

シナリオ作成、撮影、．編集、評価等の技法を講義及ぴ実習を通して習得せしめる」と

されている。

 このコースは我が国の国際協力における最初の視聴覚技術分野の集団研修コースで

あるため、新たな施設・機器の導入とカリキュラム開発を行った。85年2月に最初
のコースを開始して以来、現在まで形を変えながら継続して行われている（91年か

らは年2回のコースを3回とし「視聴覚技術コース」「スライド制作コース」「ビデ

オ制作コース」として実施している）。これはこの分野の開発途上国の二一ズが高い

ことをうかがわせる。コースのカリキュラムは毎回、小さな改訂を行い、また教材開

発や評価手法に関する検討を繰返してきた。

 本章では、こうした教育メディアに関する人材養成の国際協力の例としてこのコー

スの概要及ぴカリキュラム開発、教材開発及び評価について検討することにしたい。

分析した期間は85年から90隼迄の10回の6ヵ月コースを実施した。

1．視聴覚技術コース実施のためのハード

 開発途上国の研修員を対象にした視聴覚技術コースを実施をするには、研修施設、

設備はもとより研修員の宿泊や生活環境に至るさまざま整備が必要となる。ここでは

それらをコース実施の為のハードとして概要を述べることにしたい。

1－1，J I CA沖縄国際センター
’沖縄国際センターは、O D Aによるの技術協力の一環として開発途上国からの研修
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貫を受入れ、集団研修コースや個別研修を通して、技術の普及及びその水準の向上を

計るために設立されたものである。宿泊施設及ぴ研修施設等を備えておりJ I CAの

9番目の国際研修センターとして、1983年9月に着工し1985年4月に開館した。施設の

概要は表3－1の通りである。沖縄国際センターの特徴としては、宿舎と導入研修のみ

のセンターではなく、一部ではあるが本研修も行われることである。J工C Aには筑

波国際農業研修センター（現在は筑波国際研修センターに合併）や神奈川国際水産研

修センターのような、特殊な部門のセンターは設置されていたが、コンピュータ、視

聴覚技術、日本語という複数の部門の研修を行うセンターではなかった。こうした、

Tota！Instituteとしてのセンターには、宿泊型とはことなる教官と研修員のインデ

ィメードな関係性の構築や、カリキュラムの文化的な側面への理解の促進など、いく

つかの変化と特徴がなくてはならないのであるが、その点での考察は別の機会にした
い。

表5－1J I CA沖縄国際センターの概要

敷地面積：33，000㎡ 建築面積．5，099㎡ 延床面積：9，886㎡

主要施設
ユ、本館：視聴覚研修施設（テレビスタジオ、写真スライド室、ビデオ編集室、

                      録音堂、ワークショップ等）

  情報処理研修施設（主計算機室、端末室、パソコン室等）

  日本語研修施設（L L教室）

  研修施設（図書室、セミナールーム、講義室、会議室等）

2、厚生館：食堂、談話室、和室、ヒ“デオルーム、オーディオルーム等）

3、宿舎：シングル1トム90室、ツインルーム10室、ロビー、洗濯室、調理室等）

4、その他施設：体育館、フ。一ル、グラウンド、テニスコート等

 研修コースとしては、センター内で行なう視聴覚技術コース（年2コース）、情報処

理要員養成コース（4コース）、日本語研修コース（1コース）があり、その他に沖縄県

内の各研究機関、大学等で行なわれる航海技術、サトウキビ栽培、公衆衛生技術、海

洋保全、臨床看護実務、熱帯農林資源の有効利用、森林土壌が実施されている。

 海外からのO D Aによる技術研修員の宿泊に関し、多くの先進国では特別のドミト

リーを用意せず民間の下宿を用いることが多い、しかし我が国では外国人特に開発途

上国の人を受入れる下宿を捜すことは困難なため宿泊を主な目的とする国際研修セン

ターが建設されている。この場合は研修員の生活環境である地域との交流が非常に重

要になる。東京国際研修センター建設に際しては、地域住民の反対運動等があり、そ

の後の交流にもあまり見るべきものがない。しかし、沖縄ではセンターの活動が地域

を活性化させる活動として位置付けられたため、地方自治体の誘致運動が盛り上がり、

設立後も市（沖縄県浦添市）を中心となって住民との交流が行われており、研修員が

市民の家庭に体験宿泊するホームステイ等も盛んである。
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1－2、視聴覚技術コースの施設及ぴ機器

 視聴覚施設としては、本館内にテレビスタジオ（234㎡）、ビデオ編集室、録音堂、
アナウンスブース、写真スライド作業室、暗室、ワークショップ（ヒ“テオ編集、アートワーク）

等を備えている。主な機器は表2－2の通りである。

表5－2視聴覚技術コースの主要な機器

放送用ビデオ：ぺ一夕カムシステムカメラ4台、編集システム3セット

業務用ヒ“テオ：3菅式カメラ6台、U一肌TIC編集システム5セット

      ポータブルU一肌TICピテ“オ3台
民生用ヒ“テオ：編集システム3セット（VHS）、一体型カメラ6台（VHS）

テレビ方式変換機（NTSC－PAL－SECAM）

録音機材：24チャンネルミキサー、16チャンネ州TR1セット、2チャンネルATR2セット

写真、スライド関係：カメラ27台、スライドフ。ロジェクターユ2台、マルチヒ“ジョン1セット

その他：0眼、トラヘソメーカー、フィルム現像機、デヅインスコープ、リソーグラフ

    工作機械（パネルソー、旋盤、金属切断機、糸鋸盤等）

 ビデオ、スライド、録音関係の機材は技術の進歩が早く、毎年新しい製品が開発さ

れている。特にビデオは近年急速に性能の向上、価格の低下が計られている。そのた

め研修内容に合せて、放送用ビデオシステムと音声ダビングシステムを重点的に強化

している。またスライドはコンピュータを利用したマルチビジョンの研修に対する要

望に応えて導入された。また92年3月にはデスクトップパブリッシングのためのコン

ピュータの導入も行った。

1－3、研修における教育メディア利用の条件
 本コースは視聴覚技術を研修内容とするものであるゆえに、その研修実施に当って

は各種教育メディアを十分に利用しなくてはならない。なぜなら、実際の教授におい

てメディアを使用することで研修員の教育メディア利用経験を豊にさせることができ

るからである。

 神経国際センターのような規模の大きな研修センターにおいて教育メディアを十分

に利用するのに必要な条件としては次の諸点があげられよう。

（1）視聴覚設備および機器：教育メディア利用のための設備と機器

 視聴覚設備及び機器を考える際に重要な視点は、そのシステム性である。それは視

聴覚機器が全体の教育システムの一環であると同時に視聴覚機器自体がシステムを構

成するという、二重の意味でシステム性を持っていると言えよう。

 例えば0HPについて考えてみる。0HPを選ぶにあたっては、部屋の大きさ、明るさ、

黒板との併用、2台使用、講義か実習が、ランニングコストはどのぐらいかけられる

か等の条件により適当な機種が考えら、0HP用の台の大きさ、高さ、0HP用スクリーン

の仕様がきめられる。さらにトラペン作成機、複写機、トラペン作成用のペン、グラ
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フィック用品（製図用具、インスタントレタリング、へ。ン等）、0HP用材料（カラーセロファン、偏光板等）、

指示棒、ワープロ等が必要になる。OHPを中心とした、さまざまな周辺機器、機材が

あることで、0HPの表現は多様になり、活用の場が広がる。

 教育メディア利用にあたって、多くの視聴覚機器があることは望ましいが、それは

性能の高い機器を揃えるのではなく、システムとして有機的に組合された機器の構成

でなくてはならない。機材構成はシステムの核となる機材を中心に、必要な周辺機材

が十分に考慮されている必要がある。

（2）視聴覚資料の収集加工：映像及ぴ音声資料を集め、編集、ダビングする機能

 尭分なソフトがあって、はじめて視聴覚機器を効果的に利用できる。視聴覚資料は、

購入したり自作したりするわけであるが、センター内で貸出をする為には、編集やコ

ピーをする必要がある。本コースではビデオの方式の変換機を導入し、研修員が持参

するビデオ資料や海外の資料の方式変換して収集している。

（3）視聴覚教材の保管：視聴覚教材の整理・保管および貸出を行う機能

 視聴覚資料の保管に関しては、図書資料と同じく図書館業務の一環である。しかし、

視聴覚資料教材の保管貸出は、通常の図書の保管貸出業務に比べ視聴覚機器に関する

知識が必要であり、また視聴用の機器が必要となる。海外の映像の保管収集は方式変

換等の業務が必要となるため、図書室と共に視聴覚技術コースの自体でも教材として

各種映像資料の保管を行っている。

（4）視聴覚機器のマネージメント：視聴覚機器のメンテナンス、修理、新規購入機材

を選定する機能

 視聴覚機器の進歩は非常に早く、次々と新らしい機器が開発されている。どのよう

な機器をどのように導入するかは、大きな課題である。また一度導入された機器は日

常的に保守管理していかなくてはならない。こうした視聴覚機器のマネージメントは、

視聴覚機器を取り扱う部門の重要な任務である。既存の機器のシステムと整合性を保

つことを考慮して新しい導入機材を選定している。

（5）教育メディア利用法の訓練：教授活動における教育メディアの効果自勺な使い方の

訓練指導

 視聴覚機器の利用にあたっては、ハードとソフトの用意と同時に、利用法に関する

知識が不可欠である。センター内のインストラクターは、およそ2年で入事移動等の

ために変っていく。そのため適宜インストラクターに対する指導を行っている。

 開発途上国の教育訓練機関での視聴覚機器の運用を見ると、視聴覚スタジオや個々

の機器をきわめて限られた担当者だけが扱えるようになって場合が多い。しかし、少

数ではあるが、多くのスタッフに視聴覚教材開発コース等を実施して、多数の入が視

聴覚機器を操作できるようにしている機関がある。前者をクローズシステム、後者を

オープンシステムと呼んでいるが、オープンシステムをとっている機関の方が一般的

に教材開発や視聴覚機器の利用が活発である。どのような視聴覚機器があるかよりか、

どのような運用をしているかが教育メディアの利用の鍵であると思われる。視聴覚機

器の利用をできるかぎり多くの入が触れるようにすることが望ましく、このコースで

は管理運営上必要な措置以外には、できる限りオープン利用の方針を採用している。

例えばビデオ編集機やワープロ等を設置したワークショップは土日も利用可能である。

（6）教育メディア利用の実践的研究：教育メディアの開発利用に関する実践的研究

 新しい視聴覚機器・教材が次々と開発されているなかで、こうした機器や教材をと
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のように活用していくか、実践的に研究していく必要がある。

 沖縄国際センターでは日本語ビデオ教材の開発とその評価、パソコンによる日本語

学習CAIの研究等が行われていが、視聴覚技術コースではカリキュラム開発とともに
視聴覚教材モジュールの開発とその評価の研究を重点的に行っている。

 こうした機能のひとつが欠けても教育メディアの効果的な利用は十全に行われない

と思われる。さらに必要な視点として、教育メディアを導入利用するに当たって、既

存の教育方法、訓練手法に対する、教育診断的機能がなくてはならない。なぜなら教

育メディアの導入は、こうした診断に対する、一つの処方箋として行われるべきだか

らからである。さもないと教育メデイアの導入・利用についての評価が出来ず、教育

メディアの利用が単なるムードになってしまう危険性がある。

1－4、教育メディア利用の方法論
 水越敏行（1985）は、これからの教育メディアの在り方はこれまでのAV Aids式の伝

統的なメディア観とは別の所にあるとしている。一「教師側からの、言葉による、一方

的な情報伝達を前提にして、視覚や聴覚メディアでの補助を取入れようとのAudio－Vi
suai Aidsの時代は、終わったし、終わらさねばならない」と言う。つまりメディア

を使う側は「伝える目的や内容によって、また伝える相子によって、メディアを選ん

だり」、幾つかのメディアを組合せて利用し、受け手側は「情報を入手するには、ど

のメディアが最適か、という発想を常に持つべき時代がきた」のである。

 これは教授学習メディア利用における選択の双方向性の主張と言換えることができ

るであろう。これまでの教育メディアの利用が、情報提示における簡便性、迅速性等

の情報を運ぶモノとしての機能によって進められてきたことは、あまりに一面的だっ

たのではないか。つまり、教育メディアが使う側の理論によってメディアの選択やそ

こに盛り込まれる内容か決められてきた。情報を受ける側におけるメディアの選択お

よび情報の選択に関しては間われる事が少なかったのではないか。研修センターにお

ける教育メディアのあり方は、基本的にはこのようなメディア選択の双方向性、つま

り教授手段および学習手段の双方の多様性を保障するかたちに進めていかねばならな

いであろう。

2・研修員の特徴

2－1、参加研修員のバックグランド
 視聴覚技術コースは当初一般コースと専修コースの2つに分けて実施された。一般

コースはあらゆる分野からの研修員を対象とし、専修コースは研修員の分野を限定し

特定分野の視聴覚研修を実施しようとするものであった。専修コースとしては農業・
保健分野（王985年）、技術協力分野（1986年）、社会教育分野（1987年）の3回実施した。

しかしその後、分野を特定しても当該分野に特異的な視聴覚研修の実施が困難なこと

から、現在では両者のカリキュラム上の差はなくなっている。

 視聴覚技術コースの参加資格は次の4点である。

①視聴覚技術関連の分野で働いていること、②大学卒又は同等の学力を有しているこ

と、③35歳以下、④英語ができること

 1990年の第10回コースまでの研修員の数は135名である。その平均年齢は31才、地
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域別ではアジアが63．6％と一番多く、次いで中南米の12．4％となっている。研修員の

バックグランドを地域別、分野別、職種別に分類したものが図5一ユである。

       の他（3．6）

    ぐ・一…        」・二丁…1、、。  鰍．三㌧し睾！燧

                     分野別
       浬聰寛担当（15．5）二．1．．

            購桓別
出所＝内術・久保日ヨ（1987）．利I縄国際センター（！989）より作成．

図5－1研修員のバックグランド（％）

 分野別では公教育、大学や教員養成学校等を含めた学校教育分野が21．4％と一番多

く、次に職業訓練（13．3％）、教育テレビ局（11．9％）、広報、農業普及、保健教育と続

いている6これを見ると視聴覚技術を必要としている分野が多岐に渡っていることが
わかる。

 視聴覚分野の職種の分類は、それぞれの国における就業形態が異なるために正確に

行うことが難しい。とりあえず教育メディア制作に係わる職種をメディアプロデュー

サーと名付けた。これは必ずしもメディア制作業務を専門にしているものではなく、

例えば広報局の課長、厚生省の広報官、農業普及担当官等もこの分類に入れた。彼等

は業務の一貫としてビデオ、スライド等の制作プロデューサーの業務を行うからであ

る。またインストラクターには大学教授、職業訓練学校の教官、研修センターの講師

等を入れた。

 次に本コースの研修員の特徴のうちコース実施上問題となるの次の点である。

（1）文化的背景の違いが大きい

 多くの地域、国から来るために文化的なバックグランドがことなる。そのために研
修員同志の異文化理解の欠如による対立が見られ、グループによる制作に際して支障

をきたすことがある。

（2）英語力の違いが大きい

 国により英語の能力に大きな差がある。例えばフィリピンやシンガポール、パキス
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タン等の研修員の英語カは非常に高いが、インドネシアや中南米の研修員の英語力は
一睡的に低い。そのため英語でおこ．なう本コースでは理解度に大きな違いがでる。

（3）基礎知識、経験の差が大きい

 教育メディア樹作に関し．て基本的な知識や経験の非常に乏しい者から、日常的に制

作活動を行っている者までが一つのコースに参加する。またそれぞれの国によりメデ

ィアの発達が異なるため知識・経験・態度に差のあることも考えられる。例えばテレ

ビのないフィジーと高度にメディアが発達したシンガポールから同じコースに参加す

るからである。

（4）動機や学習意欲が偏っている

 所属先から大きな期待を受けて研修に参加しているものが多いため一般的に動機や
学習意欲は高い。特に自分め二一ズにあった研修科目に対しては非常に熱心である。

しかし逆に、現在の自分に直接関係がないと考える内容に対しては意欲が極端に低下

してしまう。

2－2、研修員の選考
 研修員は全ての開発途上国から応募できるわけではない。年次毎に外務省が各国に

対する研修コースに対する要望調査と割当てを行い、それによってそれぞれのコース

の割当て国が決められる。通常10名のコースの場合には12，3ヵ国程度である。それぞ

れの国にはコースの自的、応募資格、カリキュラム、一般情報等を内容とするG工（G

enera1Information）と呼ばれる小冊子が研修開始6ヵ月前迄に送付される。割当て国
からの応募者の書類（研修の必要性を内容と一 ｷるA2フォームと履歴書に当るA3フォー
ム）は外交ルートによってJICAに送付される。各国の割当ては1名であるが多くの国

は複数の応募者を選考してくる。応募が間に合わない場合や複数の応募書類が送付さ

れてくることもある。途上国の申には事務処理の非常に遅い国もあり、その場合には

督促をする。コース開始1ヵ月前には応募者の選考を行い、受入れ解答を行う。視聴

覚技術コースの場合通常25名前後の応募があり、その中から10名を選考する。割当て

国からの応募には少なくとも1名の枠を与えることから一、25名前後の応募があって日

本側の選択の幅は非常に小さい。そのためにそれぞれの国が適切な入選をすることが

研修成果を高める上で非常に重要となる。それぞれの国が研修員を選考する際に参考

とするものはGIである。そのためコース毎のGIは慎重に作成する必要がある。

2－3、研修に対する評価
 研修についての研修員の評価は各科目が終了した時点でのアンケート評価、コース

中間時点での申聞評価、さらにコース終了時での最終報告書及び評価会でのインタビ

ュー等により評価を求めている。第1回から4回迄の研修員の最終評価の一部を表2－1

に、第5回から9回までの最終評価の一部を表2－2に示す。1－4回と5回以降は評価のや

り方が多少異なるために別々にまとめた。

 ！－4回の研修員の多くは、このp一スによって目的がはぽ達成できたとしてお．り（ほ

ぼ達成できた迄が85％）、しかし数入は期待が「全然満たされなかった」、「少し満

たされた」としている（全体の15％）。満足できなかった研修員の意見は次の様なも

のである。

【1回目〕
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一ビデオ機器の操作やビデオ制作は研修の前半に実施したほうがよい

一討論の時間を増やしてほしい

一理論を実践に移すためにもっと時間が必要

一スライド、ビデオ制作にもっと多くの時間配分が必要
【2回目】

一いくつかの講義は余りに一般的である

一自分の専門分野での制作が出来れば、もっと実りあるものになった

一いくつかの講義は学ぶ内容もないのに時間だけ長かった

一メディア制作にもっと時間を割くべきである
【3回目】

一講義の直後に実習が来るようにしてほしい

一ビデオについての講義と実習がもっとあれぱよかった

一ある講義は視聴覚技術ではなく教授法の講義であった

一実習をもっと増やして80％程度にしてもよい
【4回目】

一討論の時間をもっと設けるべきである

一卒業制作は個入プロジェクトにしたほいうがよい。グループで制作すると熱心に取

組む人とやらない入がでてくる

一コースをもっと有機的に繋がりのあるものにするべきである

 5回目以降の研修員の評価をみると、コースのレベルについては80％以上が適当で

あると判断している。しかし理論と実習の比較では意見が別れている。これはそれぞ

れのコースカミ多少内容を変更していることと、参加研修員の所属先における業務形態

の違い、職種の差、興味・関心の違いによる差が大きいのではないかと考えられる。

表5－3研修員の評価（1－4回目）

「問：このコースの主要目的はどの程度達成されたか」入数（％）

全然達成で  少し達成

きなかった  できた

1（2．3％）  5（1王．4％）

ぽぽ達成  大部達成

できた   できた

全面的に

達成できた

14（31．9％） 19（43．2％） 5（11．4％）

ギ間：この研修に対する期待はどの程度溝たされたか」人数（％）

全然満たさ  少し満た  ある程度  大分満た  全面的に

れなかった  された  満たされた  された  満たされた

2（4．5％）  6（13．6％） 17（38．6％） 16（36．4％） 3（6．8％）

注：研修員の総数は44入、端数処理の為合計は100％にならない

出所：内海・久保田（1989）より作成
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妻5－4研修員の評価（5－9回目）

研修レヘ“ル 内容 研修の支障

         実習が 適当 理論が 言葉が 背景が 実用性

高い 適当 低い 不十分    不十分 問題  不均一 がない

5回目 一  83％ 17％

6回目 一  83％ ・17％

7回目18％ 82％  一

8回目 一  90％  10％

9回目 一 100％  一

77％

36％

一27％

64％

31％

15％

28％

73％

36％

69％

8％

36％

14％

56％

78％

50％

30％

78％

33％

22％

42％

50％

8％

11％

8％

20％

出所：沖縄国際センター（1989）視聴覚技術コース見直し検討報告書より作成

研修員の意見を研修分野別にあげると次の様になる。

①教育工学関係

一教育工学や教材開発システムの設計は役に立つので、もっと時間をかけて学びたか
 った（大学講師）

一教育工学問違の講義は自分の仕事に関連がない（情報省職員）

一教育工学は最も魅力のある科目であった（大学助手）

一形成的評価についてもっと学びたかった（カリキュラム開発研究所所員）

②メディア制作関係

一ビデオは基礎的すぎたもっと進んだ技術を学びたかった（プロデューサー）一サウン

 ドスライド制作の時間を延してほいし（教育省職員）

一ビデオとサウンドスライドが自分の仕事には大切である（プロデューサー）

一コースをビデオとサウンドスライドの制作に絞ってほしい（保健省プロデューサー）

③研修員関係

一研修員はそれぞれ異なった専門分野に属しているので研修員問で関心のある分野や

 必要性についての共通性がない（プロデューサー）

一異なる経験や目的を持っ研修員と一緒に学ぶことは時に困難を感ずる（保健省職員）

3．研修カリキュラム

3－1、研修実施上の問題点

 沖縄国際センターで海外の研修員を対象にした視聴覚技術コースを実施するにあた

っての検討事項とその対策を講師、語学、研修内容の3点にわけて述べる。

（1）講師の問題

 視聴覚技術は国内において十分な専門家が育っているとは言えず、特に沖縄という

中央から非常に離れた地域で実施されるため、講師の確保が困難であった。当初の計

画ではセンター内に勤務する講師の数は少なくして、基本的には沖縄県下の大学の教

官・教員、高校・中学の教諭による指導が考えられた。しかし、これには2つの問題
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があった。ひとつは講師候補者自身の技術力・語学力の不安である。いまひとつは公

務員の外部での講義に対する職務専念義務免除を得なければならないことであった。

前者については講師候補者にたいする研修を実施し、また後者に対しては沖縄県教育

庁及ぴ那覇市教育委員会への働きかけを行った。

 さらに本土から教育工学・視聴覚教育の立場にある方々を専門的な講義や実習のた

めにコース毎に5－6名招璃することとした。

 しかしながら外部の講師を恒常的に確保することは難しく、また研修内容が一定に

保てないことから、内部講師（センター内で勤務する常勤講師）の比重を増やして行っ

た。1回目のコースでは全体の78％が外部講師による授業であったが、徐々に内部講
師が授業を行うことになり、4回目では外部講師は27％にまで減少した。内部講師に

関して、視聴覚技術のみならず英語のコミュニケーション能力の必要とされる本コー

スの常勤講師を確保するのは非常に難しいのが現状である。

（2）英語による授業

 通訳を介した講義・実習は能率が半分になり、また通訳の質にもよるが内容が正確

に伝わらない危険性が大きい。通訳は常勤の研修管理員の業務として、彼等に視聴覚

教育に関する研修を行うことで通訳業務の質の向上に勤めた。当初沖縄からの外部講

師の多くは通訳を必要としたため、1回目のコースにおいて英語による講義は56％、

実習は16％であった。しかし、本土からの講師と内部譲師の比重が高まるにつれて日

本語での授業は減少し、4回目には英語による講義が94％、実習は96％となった。

（3）研修内容

 研修内容は大きく、オリエンテーション、日本語、視聴覚教育理論、視聴覚目制作、

卒業制作、研修旅行、その他に分けることができる。オリエンテーションの目的は、

日本の文化、経済、自然等について学習し、日奉に対する基本的な理解を得るととも

に、早く日本での生活に適応できるようにすることである。日本語も同様の目的を持

つが、生活に不可欠の要素である。日本語教育の時間については、あまりに短期間で

は役に立たずまたあまりに長時間では本研修の時間を少なくしてしまうために、その

バランスが重要である。

 視聴覚教育理論は効果的な教材提示の方法、教育システムの評価、教授メディア選

択方法等が学習内容である。

 教育メディア制作には、紙芝居、セロファン影絵、製本、シルクスクリーン印刷、

写真、サウンドスライド、ビデオ、16㎜、0HPシート、録音教材の制作等が含まれる。

その中でもサウンドスライドとビデオをメディア制作の中心に置いている。当初メデ

ィア制作の基礎として電気実習、木工、金属加工、プラスチック加工の実習を行った

が、研修員にとって実用性がないということで現在は実施していない。機器の保守、

特にビデオ機器のメンテナンスは研修員から要望の多い科目であるが、適当な講師が

得られないことと保守のためには電子工学の基礎知識が要求されることから、現在で

は実施していない。

 卒業制作としては、マルチメディアパッケージの制作を行っている。多くはビデオ
と印刷教材を組合せた、メディア制作と利用に関するパッケージである。研修員はこ

のパッケージを持帰り、自分の職場における活動の助けとするのである。

 研修旅行と見学の目的は、日本における視聴覚技術の現状を知らしめることにある。

放送局、放送大学、大学、視聴覚センター、メーカー等を訪問する。1回から9回まで
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の研修内容を表5－5に示す。また研修内容の流れを図5－2に示す。

表5－5視聴覚技術コースの研修内容（％）

研修内容

      研修コースの回

王．オリエンテーション           4

2．日本語       20
3．裡葛寛教育・教育工学理詰        7

4．メディア制作実習

 ・紙芝居・影絵
 ・ク“ラフィックテ“サ“イン／

     ポスダ／製本
・写真／スライド

・ビデオ

・16㎜mフィルム

・0亘P

’ラジオ番組

・パソコン

・木工／金工／

     プラスチック加工

 ・機器の保守
5．卒業制作

6．研修旅行

7、その他

計

6

16

2

2

2

2

12

4

30

15

7

王1

4

2

2

4

4  4

27 29
7 10

2

ユ0

9

3

工1

18

1

3

1

6

10

1

4  4  5  5

22 18 21  8
11  5  5 11

ユ4

17

1

3

2

8

10

2

15

16

4

4

ユエ

10

7

ユ2

9

3

2  3

16

19

4

3

ユ9

9

4

22

27

4

3

ユ8

4

4

100 100 100 100 100 100 100 100 100

注：1％は約1．5日分に相当する
出所：内海・久保田（1987）および沖縄国際センター（1989）より作成
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出所：内海・久保田（1987）r受入研修におけるカリキニラムの開発」．

図5－2視聴覚技術コースの研修内容の流れ

3－2、研修カリキュラムの開発

 研修のカリキュラムを開発するためには、まず対象となる研修員の二一ズを分析す

る必要があろう。彼等がそれぞれの職場においてどのような作業を要求されるのか、

またそれを行うためにはどのようなスキルが要求されるのかを分析した。この結果、

研修員の主要な作業はメディア制作活動と教育活動にあることが分かった。これらの

活動を行うために必要なスキルとしては次のものが考えられた。

①プログラムマネージメントスキル

メディア制作のために必要な計画を立て、実行に移すこと

例：必要な機材をリストアップして必要な時に使用することができる／必要な人材を

集めて各々に役割を与えることができる／野外ロケの準備ができる

②教育メディア制作スキル

メディア制作の技術を使い実際に制作すること

例：ビデオ編集ができる／写真現像ができる／コンピュータのプログラミングができ
る

③教授内容構成スキル

教えたい内容を適切に制作するメディアのなかに組入れること

例：テキストに基づいて台本が書ける／教授課題や学習者に適したメディアを選択で

きる／教授のためにフローチャートを作成できる

④評価スキル

・窄

菓
制
作
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教授システムや教育メディアの評価診断

例：ビデオプログラムのカメラ技法について評価できる／OHPシートのレイアウトに
ついて評価できる／教材の学習者た対する効果を調査できる

⑤教授スキル

教育メディアを効果的に使用して教授をする

例：16㎜フィルム、スライド、ビデオを授業に組込んで教授することができる／学習

者の問題点を的確に把握してそれを解決で。きる／学習者の特性に合せて教授法を決定

することができる

 上記のスキルの分類は便宜的なもので各々のスキルは独立して存在するものではな

く、各々が互に絡み合って存在していると思われる。例えばビデオ編集技法（教育メ

ディア制作スキル）の場合、ただ機械的に場面を繋ぐのではなく、教授する内容の効

果的な配列を考慮した編集（教授内容構成スキル）を考えなくてはならないからである。

 以上のスキルを教育メディア制作活動及ぴ教授活動と関係付けたモデルが図2－3で

ある。教育メディア制作活動にはプログラムマネージメントスキル及び教育メディア

制作スキルが必要であり、教授活動には教授スキルが必要である。この二つの分野に

またがるスキルとして教授内容構成スキルと評価スキルが位置付けられるであろう。

フ’ログラム              敢撮内容

7ネーシノント        締肢スキル

スキル
棚長スキル

j・r値スキル

汲鰺I党ノテイア

毒1川…スキル

    手見場覚ノデイフ’諸州1≡沽刮』

u．冊1内海・久蜘王1（1987）．

教佼活重力

団5－3教育メディア制作活動及ぴ教授活動に必要なスキル

 視聴覚技術コースのカリキュラムの内容はこの5つのスキルを含んだものでなけれ

ばならない。しかし、こうしたスキルのすべてを短期間の研修コースで学ぶことは出

来ない。例えば、教授内容構成スキル、教授スキルは長年の実践と経験の中で培われ

るスキルと考えられる。一方教育メディア制作スキルは短期間の研修である程度の習

得が可能である。そこで、ここにあげたスキルの内容を詳しく分析するために、各研

修科目の具体的な内容と目的を各スキルの領域に分けて検討した。サウンドスライド

制作の分析の例を表5－6に示す。
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   スライドと旺をシンクロさせる一71
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1ヰ1   スラ什丙舳ができる                      ＾Ψ〃lIフ・い・刷る
」I，

   人物、肺拘丙                デーブ・スブライシ     ストー」■ボートをつくれる
1ユ                     芭鰐榊とれる1主Iができる          醐がとれる          ”がで～る
l  1                                                            内幕の分析ができる

l  l ミニコビーフ‘ルムを催rて                             …キサーを便rて冊

11華臭がとれる

一  ■ ヨビースク，トを僅rて

11舳る      ；1；；；1匿ヨ州舳5る
l   1     埋木村』な右ノラ担作ができる

l 1 軸舳榊               蠣音拡新     榊鵬貝キル

1 メデけ制作スキル                        1燃内鮒虞ニキル  ：

  図5－4サウンドスライド制作技術のスキル分析   一

表5－6教育メディア制作スキルのサブスキルと教育メディアの対応

教育メディア ラジオ サウンド

Xライド

ビデオ 0HP 紙芝居 フ。リント

＜fイア

レタリング
’ ○ ○ ○ ○ ○

グラフィックス
一 ○ ○ ○ ○ ○

構図 ■ ○ ○ ○ ○ ○

照明 一 ○ ○ 一 一 一

編集 ○ ○ ○ ’＿ ○ ’

カメラワーク
一 ○ ○ ’ 一 一

録音 O ○ ○ ■ 一 ■

台本作成 ○ ○ ○ ’ ○ ○

注：○は必要なサブスキルを示す
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 横軸にある写真撮影技術、録音技術は教育メディア制作スキルの下位のスキル（サ

ブスキル）として位置付けた。縦軸にプログラ．ムマネージメントスキルを位置付けた。

メディア制作の企画と実践を行うからである。最終段階の教授スキルで効果的な教授

方法を実践し、評価スキルによりスライドの教育効果を測定し、フィードバックを行
う。

 このような分析を各教育メディアについて行ったところ、教育メディア制作スキル

に関しては共通した内容と目的があることが明らかに出来た。こうした内容を教育メ

ディア制作スキルのサブスキルとして分類し、各教育メディアと対応させたのが妻2－

4である。この表から明らかなようにビデオとサウンドスライドはその制作にメディ

ア制作スキルが総合的に求められるのである。つまり教育メディア制作スキルを構成

する全てのサブスキルが必要とされるのである。そのことはビデオ制作やサウンドス

ライド制作ができると、それは他の教育メディア制作に応用することができる。この

ことは各種教育メディアに独特に技術があることを否定するものではないが、教育メ

ディア制作技術の研修にとってサウンドスライドとビデオ制作が重要な位置を占める

ことを示している。

4．カリキュラム改訂の視点

 海外からの研修員のための視聴覚技術コースの特徴は研修員のバラツキが大きいこ

とである。研修員の評価において、このコースが「易しすぎる」「一般的過ぎる」等

の意見は、力のある研修員の不満ξ思われる。逆に「実習時間が足りない」、「討論

の時間がもっと欲しい」等の意見は初心者の不満と思われる。また視聴覚技術ばかり

で桂く研修に対する意識や動機もさまざまである。そのために研修実施申にカリキュ

ラム変更を行わなくてはならないことも予想される。逆に国により教育メディアの発

展状況が異なることや、視聴覚技術が広い範囲に渡って使われていることを考えると、

このような状態こそ教育メディアを教授するコースの常態とも考えられるのである。

 固定したカリキュラムではこうした変更に耐えることが難しい。そのためカリキュ

ラムは予め研修員の二一ズに対応した変更を可能にする柔軟な構造を持っ必要がある。

柔軟なカリキュラムとは必ずしも複線化を意味するものではない。確かに複数のカリ

キュラムを用意しそれに見合う施設、講師、教材を用意することが可能であれば二一

ズに合せた素速い対応が可能であるが、それは研修コースを極めて効率及ぴ能率の悪

いものとしてしまうであろう。現実に複数のカリキュラムを立案、実施できる設備や

人材は用意できない。

 これまでのカリキュラムがともすれば教える側からの体系的な教授内容を時系列的

に構造化したものでありがちであったが、柔軟な構造のカリキュラムでは、学習者の

二一ズあった教授の用意一と、学習進度のフィードバック情報を取入れる手段を内蔵し、

それを重要な柱として機能させ得うカリキュラムということができるであろう。その

ためにこのコースではカリキュラムを構成するユニットを「セグメント化」し、それ

にもとずいて教材を「モジュール化」した。さらにそのセグメントの効果的な運用と

モジュールの教授学習を実施するための「ミクロ評価」の考え方を導入した。

 また前節の分析で明らかになったように、サウンドスライドとビデオが中心的な課
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題である。それをカリキュラム上にどのように反映させることができるだろうか。一

つは両方の課題の時間を長くすることである。しかしただ長くするだけで効果的な教

授ができるわけではない。そこで他のメディアの教授とのバランスを取りながら両メ

ディアの総合性を生かす方法として「発展的」な視点を取入れることにした。例えば

ビデオ制作技術を例に取る、はじめにビデオレポートの用に一入で撮影し、カット編

集のみで作成するものから、グループ撮影、ビデオアニメ、スタジオライブ番組、ビ

デオを含んだマルチメディアパッケージ等、何回かに分けて易しいビデオ制作から複

雑なものへと進んで行く方法である。そうしたビデオ制作の間に他の教育メディア制

作が挿入されるのである。これを「発展的方法」と呼ぶことにしたい。

4－1、コ1ニットのセグメント化

 教授内容を小さなステップに分けて、カリキュラムの一つ一つのステップを小さく

する。そのことによって経験の蔓な研修員には進んだ課題を、経験の少ない研修員に

は学習しやすいユニットを与えることが可能になる。

 図2－4の分析に示したようにサウンドスライド制作においては写真撮影技術、録音

技術および教材開発の3つのサブスキルが必要である。このサブスキルはいくつかの

単元から構成されている。例えば写真撮影技術は「基本的なカメラ操作ができる」、

「コピースタンドを使ってスライドがとれる」、「ハイコントラストフィルムの撮影

ができる」等7つの単元が属している。こうした単元はさらに幾つかのレッスンに分

けることが可能である。例えば「基本的なカメラ操作ができる」の内容は次の9つの

レッスンを含むと考えられるのである。

①！眼レフカメラの各部の操作ができる

②いろいろなレンズ（望遠、広角、マクロ、ス㌧ム等）を目的に合せて使い分けることがで

 きる

③適切な露出を求めることができる

④被写界深度を考慮して絞りを決定することができる

⑤撮影目的にあったフィルム（昼光用、タングステン用、ASA等）を選択できる

⑥フラッシュを使って撮影できる

⑦撮影目的に合せてカメラアングル（ハイ、卜）を選択できる

⑧撮影目的に合せてショット（ロング、ミディアム、アップ。）を選択できる

⑨適切な構図を決めることができる

 この9のレッスンをのそれぞれをレッスンプランによって幾つかの細かなセグメン
トに細分することが可能である。「①1圓艮レフカメラの各部の操作ができる」のセグ

メントが図2－5である。この図に示したセグメントを内容にしたモジュール「1眼レ

フカメラの各部の操作」を作成した。

4－2、モジュール教材
 モジュールの定義はいろいろあるが、クリーガーとマーレイ（1971）は次のように述

べている。「モジュールはそれ自身で完結し、明確な目標を持ったユニットである。

モジュールはこの明確な目標を達成するのに必要な教材を含む」。モジュールを特徴

づけるものはこの明示された目標と言えるであろう。彼らによるとモジュールには次

のようなものが含まれる。
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①目的、

②学習するために必要とされるスキルの明示、

③教授目標、

④診断的事前テスト、

⑤モジュールを与える入（教師、インストラクター）、

⑥モジュールプログラム、

⑦関連した経験（活動）、

⑧評価のための事後テスト、

⑨モジュールについての評価・

 また、ガニェ（1974）は、モジュールの特徴として伝統的な教師中心の教授法ではな

く、学習者中心の教育手法として位置付けている。つまりモジュールは学習者が自己

のレベルやべ一スに合せて学習できる方法であり、教師の存在は絶対的な条件ではな

いとしている。

パ｝テり一の

1
失痕ができる

I

カ

ノ．

7
の

積
■t

旭 rニニアルモード フτインダーを 焦点を

橋 に七一・トできる
見ながらカノラを あわせることが

徒
られる

j 支えることができる できる
の

理
解

フ｛ルムを lSOの七・7トが

若蠣できる できる

＿「        蛎閃をき功て        シ〒・ソタ山か

 L」 舳
7｛ルムを

坂1〕’二ずす

ことができる

カノラの居本的な

’星亨ができる

出所＝内濠・久保田（1987）、

       図5－5 「1眼レフカメラの各部の操作」のセグメント

 本コースでは教材のモジュール化には次の5点を方針とした。

①モジュールの内容を小さくする

 セグメント化されたカリキュラムにあわせてその小さな内容をモジュールにする。

②目標の明確化

 セグメント化された具体的なスキルに見合った目標を設定する。またその目標はモ

ジュール学習後にそのスキルの習得度が分かる目標とする。

③学習後の診断

 モジュール学習を終了した後に、研修員自身で目標を達成することが出来たか否か
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を診断できるようにする。これは自己診断テストのみならずチェックリストやインス

トラクターによる評価も含む。

④情報の視覚化

 多様な背景を持った研修員に分かりやすいように、教育メディアを使うだけでなく、

テキスト、マニュアル、チェックリスト、フローチャート、ワークシート等の様式を

取入れて視覚化する。

⑤多様な教授方法

 教授方法はディスカッション、グループ制作、個別実習、メディア視聴等さまざま

な方法、形態を含ませる。これは集団コースのダイナミズムを生かすためにも必要な

ことである。

4－3、ミクロ評価
 ロウントリー（1982）は、教育評価をミクロ評価とマクロ評価に分けた。ミグ1コ評価

とは、学習者の刻々と変化していく学習状況のフィードバックを捉えて教授を調節す

るものとした。それに対してマクロ評価とは将来の学習者の為に行われる評価であり、

大きなシークェンスの申で全体的な効果を測定するものとしている。例えば、学期の

授業が終アした後に次の学生のために終了した学生の作品を評価するのはマクロ評価

である。実習の際に学習者のスキルにあわせた指導をするために彼等のスキルをチェ

ックするのはミクロ評価である。つまりミクロ評価とは目の前にいる学習者に直接的

に役に立つ評価の方法である。ロウントリーはこれまでの評価がマクロ評価に偏りが

ちで、その評価によって学習方法や教授法・指導法の改良の恩恵を受けるのは次の学

習者でしかないと批判している。このミクロ評価の概念はスクリバンの形成的評価に

似たものと言えるであろう。ミクロ評価は評価の視点を学習者の側から見て役に立つ

か否かを視点にしたものとである。

ミクロ評燭   口      D         0
  ／＼  ／＼   ／＼
Tr一＾     T．一A     TF日10一一A     T｝＾

＼＼／＼＼／＼一 ＼／
 N→E     N→E        ㌔、～十E

マクロ評仙1

  O      D         0

 ／＼  ／＼    ／
Tヴ＾    下一＾    Tr刮。・一ム

・＼／’＼＼／’＼ ＼
じ二・＿仁・   ㌦・二・

A＝並走｛教師に上る生雌の箏缶苗定，

N1その他の8i冒｛椥｛・サ邊過『’に’川も似々なでユ邸1

E＝榊雌のミー附倣帳1土の劫外性の胴酬

D＝唯1折1舳価影坐雌1二逆・雲とされるむのの捉例

丁：榊・量

出所＝ロウントリー（！992〕「カ■」キュラム螂；幌における教商工学」196頁．

   図5－6ミクロ評価とマクロ評価
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 ミクロ評価は図5－6に示したように、教授の後に学習者の学習状況を査定し、そ
の結果から学習者に必要なものを把握すると同時に、その査定の結果とその他の教授

状況の判断から教授法自身の診断を行う。その2つの評価をすぐ次の教授に反映させ

て、より学習者の状況に見合った教授を実現しようと云うものである。このサイクル

はひとつの教授の申で何回も繰返される。つまり、一つの授業の申で講師は不断にこ

うしたミクロ評価を行って授業を実施しているわけである。そのような授業方法とし

てミクロ評価を考えることも、授業分析や教師の行動分析には一つの視点を与えるも

のである。しかしカリキュラムの構成と云う当面の目標には、ミクロ評価の実施サイ

クルをシステムとして導入する必要がある。そこでわれわれはこれを一つのセグメン

ト単位でシステム化することにした。モジュールの教授学習結果の査定により次のモ

ジュールヘの移行を考える視点にしたのである。

ハード 技 法 学習形態

家庭用機器
 V亙Sシステム

ビデオレポート

 （編集なし）

グループ

業務用機器
Uマチュクシステム

ドキュメンタリー

ビデオアニメ

放送用機器
へ“一夕カムシステム

スタジオ生番組

マルチメディア

パッケージ

図5－7ビデオの発展的展開の要因

4－4、発展的方法
 サウンドスライドとビデオは教育メディア制作に必要な様々なサブスキルを含んで

いる。しかし、すべてのビデオ制作やサウンドスライド制作がそれを含んでいるわけ

ではない。同じビデオ制作といってさまざまなレベルがある。実際に研修員の二一ズ
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もそれを反映して大きな幅を持っていると思われる。このレベルにはハードとソフト

の両面があるだろう。例えばハードでは放送局からメデイアセンダーや大学、そして

家庭用の機材までがある。沖縄センターでは放送用としてはぺ一夕カムシステム、メ

ディアセンターレベルとしてはいわゆる業務用と云われるUマチックシステム、及び

家庭用のV亘Sシステム迄を揃えている。ソフト制作の面では、ビデオカメラによる記

録、それを編集したビデオレポート、ビデオアニメ、ドキュメンタリー、スタジオラ
イブ、ドラマ、マルチメディアパッケージ等多くの段階がある。またこれを個入制作、

グループ別制作、全体での制作に分けることもできる。この関係を図2－7に示す。

 これまでにコースの中で行ってきたビデオ制作としては個人によるビデオレポート、

グループによるビデオアニメ、コース全体でのスタジオライブ（放送局からオンエアーされ

る場合とセンダ内のテレピヘの有線による配付とがある）、グループによる窒撮を使った

ドキュメンタリー、卒業制作としてのマルチメディアパッケージ等がある。これらは

いずれもモジュール化した教材開発が行われている。その多くは研修員自身によって

作成されたものである。

 発展的方法とは、易しいメディアから難しいメディアヘとカリキュラムを進めて行

くのではなく単一メディアのなかの簡単な制作から複雑かっ難しい制作へと進む方法

である。本コースでは発展的方法と従来からの方法とを組合せてカリキュラムの柔軟

性を確保しているといえるであろう。（図5－7）

5．まとめ、考察および課題

5－1、まとめと考察
 我が国が国際協力として行っている視聴覚技術コースの参加者は主に政府機関のメ

ディアプロデューサーである。これは日本には存在しない職種である。日本ではメデ

ィア制作は外部のプ1コダクションに依託する場合が多く、インハウスプロダクション

を行うことは少ない。近年企業ではインハウススタジオを利用した社内テレビや教育

ビデオの制作が活発になってきている。しかし我が国の政府機関や大学でのメディア

制作活動は非常に限定されたものでしかない。ところが開発途上国では政府機関や大

学等がメディア開発部門をかかえて活発な活動を行っているケースが多い。そのため

に視聴覚技術研修にたいする二一ズは大変に大きく、教育メディア部門の人材養成の

国際協力は今後ますます必要となってくるであろう。

 視聴覚技術の集団コースを実施する場合、国により文化、言語、教育メディアの発

達状況が大きく異なるために、参加する研修員の二一ズは多様である。それに対応す

るため柔軟なカリキュラムを設定する必要がある。このコースでは限られた期間、設

備、機材、人材のなかでカリキュラムに柔軟性を持たせるために、課題の分析を行っ

て、各ユニットのセグメント化を行った。そのセグメントに基づいて教材モジュール

を開発した。セグメント化したカリキュラムを実施して行くにあたってはミクロ評価

の視点を取入れて、セグメント毎（一日が一セグメントと成ることが多い）に個別の

学習成果の評価を行っている。

 視聴覚技術コースのカリキュラム編制上の中心は教育メディア制作スキルである。
老の申でサウンドスライドとビデオは教育メディア制作スキルを構成するサブスキル

を網羅しているために最も重要な課題と考えられる。 そのためビデオ制作とスラィ．
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ド制作を「発展的」に何度かコースの中に組入れ、その問に異なったメディアを挿入

する方法を行っている。これは従来の教育メディア研修が易しいといわれる紙芝居や

影絵、写真、0HP、ラジオ等から次第に高度なスライドやビデオに進む方法と逆の立

場である。まず各種の教育メディア制作に横断的に必要となるサブスキルを総合的な

メディアであるビデオとスライドによって獲得させる。そのサブスキルを他のメディ

アに応用していくのである。これは紙芝居や影絵、0BP等の初歩的なメディアと云わ

れるものは、そのメディア独自の特性（材料、演示の方法）が重要なために他のメデ

ィアに応用のできるサブスキルの獲得には不向な点も考えられる。それゆえに難しい

と云われているビデオのほうが逆に入りやすいメディアと思われる。

 ビデオ制作技術面での発展的方法としては編集無しのビデオレポート、ドキュメン
タリー、ビデオアニメ、スタジオライブ、ドラマと云う方向佳が考えられる。ところ

がビデオ制作技術の申で最も理解と習得の難しいユニットは編集技法である。これは

ドキュメンタリー制作に不可欠の要素であるため、複雑な編集を一必要としないスタジ

オライフ放送やスタジオで順どりするドラマを先に実施するほうが理解が早い。これ

はビデオのイメージがライブ番組やスタジオドラマと結びついていて研修員にとって

心理的に入りやすいからだろう。また制作の過程が分かりやすいこともある。このよ

うに発展的方法と云っても研修員の特性を考慮して順序を決定する必要がある。

5－2、課題
（ユ）研修内容の高度化の必要性

 研修員のバックグランドを見ると、視聴覚教育ないしは教育工学で学士や修士を取
得している者も少なくない。途上国に限らず多くの国では、視聴覚メデー Cァ活動の担
当者には視聴覚分野の学士や修士の学位が要求されるのである。また現職で制作活動

を日常的に行って、かなりの経験を持つ者も多い。開発途上国においては、政策の実

施、啓蒙活動、教育訓練の為に、政府機関内のみならず各方面で大規模な視聴覚活動

が行なわれている。日本では通常マスコミやジャーナリズムの分野とされている所ま

で視聴覚活動としてこの分野の専門家の仕事になっている場合がある。日本における
視聴覚技術訓練は、学校の先生の現職教育であったり、企業内教育の為の訓練である

場合が多いが、海外の研修員の場合には、もっと専門性の高い訓練が必要だと思われ

る。その為に機器の発展に伴い常にアップツーデートな機器の充実とそれを指導する

講師の拡充がなされねばならない。コースを高度化すると同時に、コンピュータグラ
フィックスやインタニァクティブビデオ等を内容とする新たな研修コースの設定も考

えねばならないであろう。

（2）研究活動の重要性

 研修員はそれぞれの国において教育メディアの分野の指導者である。彼らにとって

必要なことは、制作技術ばかりでなく新しく生まれて来る理論、情報、機器、技術を

自分たちが直面している問題に生かして創造的に解決していく能力ではないだろうか。

彼らが教育メディアの専門家としてなさねばならないことは、こうした新しい理論や

技術ζ具体的なメディア活動の現場での働きとの橋渡しをすることであろう。

 水越（1985）によれば教育方法の当面する課題のひとつとして、教授理論と授業レ
ベルでのミクロなストラテジー、タクナイクスとのキャりプをどのように橋をかける

かをあげている。このことは、視聴覚技術の分野にもあてはめることができるだろう。
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つまり教育工学や視聴覚教育、学習心理学、認知心理学等の理論と実際の制作におけ

る技法の間にギャップがある。このギャップの橋渡しをする為に、教育学者や心理学

者の側からのアプローチと共に制作者つまり教育メディアスペシャリストの側からの

アプローチが必要とされるだろう。それは、研究の為の研究ではなく実践的な課題の

解決の為の研究である。

 大隅と内海（1983）は、東南アジア地域理科数学教育センターの活動を紹介し、そこ

での活動の目的を『行動志向的研究』（ACTION ORIENT瓦D朋S瓦AR㎝）と名付けている。

それは具体的な問題解決に役立つ実用的な研究活動と意味付けている。この言葉を借

用すると教育メディア制作者に必要とされるのは、ACTION

ORI㎜NTED R瓦SEARCHであり、又逆にRESEAR㎝0趾酬TED ACTIONと言われるものであ
ろう。

（3）フォロニアップ及ぴネットワークの必要性

 このコースにはアジアを中心にアフリカ、中南米の視聴覚制作の第一線で活躍して

いる人々が集まる。また研修員を送り出している機関はそれぞれの国の教育メディア

利用を推し進めている組織である。そのためコースを終了した帰国研修員やその所属

機関のネットワークをつくることは、この分野の情報や経験の交換、共同研究の場と

して非常に重要で意味のあることであろう。そしてそれが本当の意味での研修員及び

所属機関に対するフォローアップになるであろう。
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套若6章

人口家族計画プロジェクトにおける
            フチ田谷チ彦広戎

 O D Aにおける技術協力の主要形態はプロジェクト方式技術協力（プロ技協）であ

る。プロ技協は専門家派遣、研修員受入れ、機材供与の3つのスキームを結合させた

もので、期間は5年が基本である。数名の長期専門家と研修員、それに機材、現埴業

務費等を合せた、予算規模は年額1．5億円から2億円程度、総額で7．5億から1
0億円程度である。

 プロ技協はこのような大きなプロジェクトであるために、その目的を達成す・るため

の方略を設定する際に慎重に行う必要がある。プロジェクトの目的・目標はプロジェ

クト開始以前に事前調査、実施協議調査の段階で決定されるが、具体的な方略はプロ

ジェクト活動の一部とされる場合が多い。

 本章ではトルコ人口教育プロジェクトを例に取り、どのような方略決定がなされる

たのかを検証し、プロジェクトの運営に関して教訓を得ると同時に、メディアを利用

したプロジェクトにおける方略決定のための調査の在り方について述べることにした

い。

1、人口家族計画分野の国際協力

1－1、人口問題と家族計画

 国連入口基金（U N F PA）によれば1998年の世界入口は59億3000万人
で、1999年7月に世界の総人口は60億人を超えたと推計されている。1950
年の人口は25億人であったから、この50年間に2．4倍に増カロしたことなる。ま
た、産業革命前夜には約8億人と推定されており、産業革命から現在までに入口は7．

5倍に増加した。現在の世界の人口増加率は年率1．73％（19800年一90年
の平均増加率）であるから、このままの増加率が続けば、2025年には80億40
00万人と推計され、100億人を越えることも遠くない。
 第2次大戦後、世界の人口問題は大きな転換をみた。1930隼代に先進地域での
人口増加率は減少し始め、戦後は少産少死の低位均衡状態になった。一方、開発途上

国はそれまでの多産多死の高位均衡状態から入口増加率が急増した。人口増加率は2

％を超え、人口爆発と言われる状況になったのである。20世紀前半を通じて65％
を占めていた開発途上国の人口は88年あ国連人口部の統計では77．2％を占める

に至っている。また80年代の増加人口の90％以上は途上国地域である。
 人口問題はマルサス以来、経済学の分野で大きな問題であった。産業革命以後、急

速に始まったヨーロッパの入口増抑は、1870年頃から増加率が低下し始めた。こ
うした先進国における入口の動きから死亡率の低下に遅れて出生率が低下して均衡状

態になるとする、入口革命ないしは人口転換と呼ばれる理論が生まれることになった。

つまり、出生率も死亡率も高い入口の高位均衡から、近代化が始まることで、まず死

亡率が低下し、急激に人口が増加する。その後しばらくしてから出生率も低下し始め、
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少産少死の低位均衡となり、入口増加は停止する。

 入口転換理論はヨーロッパの経験から考えられ説明されているもので、その普遍性

や理論的な枠組みが必ずしも明確ではない。特に子どもの数がなぜ減少するのかに関

する出産減退理論にはさまざまな要因が論議がされている。例えば国運の報告やレイ

ペンバッハ（大淵1981による）は次のような要因を挙げている。
 ①都市化と工業化、

 ②社会的流動性の上昇、

 ③婦人の地位の向上、

 ④生活水準の上昇と子どもの費用の増加、

 ⑤多産思想を支える宗教的関心の低下、

 ⑥乳児死亡率の低下、

 ⑦老齢保障その他の社会制度の発展、

 ⑧安価で確実な避妊方法の普及。

 これらは通常近代化の指標として考えられているものである。しかし、出生率の低

下に対しては、いくつかの要因が複合的に関与しており、ひとつの要因が一義的に相

関を持っているとは言いがたい。国連では入口転換に関する臨界水準仮説を提示して

いる。これは、出生率が高い低開発国において、経済社会状態の改善がある一定の水

準に達しなければ、出生率に対してほとんど効果を与えない。しかし、ひとたびある

水準に達すれば、出生率は低下し始め、やがてかなり低いところで再び安定するまで

下がり続ける、というものである。

 1960年代から多くの開発途上国が実施した国家レベルでの組織的な家族計画は、
例外はあるものの多くの途上国の出生率を低下させ始めている。開発途上国において

出生率低下が起る条件としてフリードマンは次の6項目をあげている（大淵1981
による）。

 ①重要な社会的発展が既に起こっていること、

 ②死亡率がしばらくの間比較的低くなっていること、

 ③中規模の家族を望んでいる多くの人々が、家族規模を制限しようとし始めている

  証左がみられること、

 ④埴域社会を超える有効な社会的組織網があり、それを通じて家族計画の考え方や

  その業務、その他の近代化を促す諸影響が伝播されうること、

 ⑤家族計画の考え方やその情報を伝播させるための大規模で有効な「組織的な」努

  力がなされていること、

 ⑥I UDや経口避妊薬のような新しい避妊方法が有効に利用されうること。

 家族計画胞mi1y Plami㎎は産児制限Birth Preventi㎝、出産調節Birth
C㎝troユないしはP1a㎜ed Parenthodなどとも呼ばれるが、それぞれニュアンスの

違いはあるものの内容はすべて同じことと考えられる。その定義はいろいろあろうが、

ロジャース（E．M．Rogers，1973）は「家族計画とは出生を抑え、それによる障害

を予防する考え方、プログラム、行動である」と定義している。

ユー2、入口家族計画分野の国際協力の動向

 人口家族計画活動の3つの要素として避妊法、配給システム、コミュニケーション

が考えられる。つまり、適切な避妊法を研究開発し、それをデリバリーする病院、保
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健所、薬局の充実と人材の養成し、その避妊方法とデリバリーシステムを人々に伝え
ることが家族計面活動の内容である。

（1）「入口・家族計画分野における協力一ガイドライン」

 J I CAの取り組んでいる家族計画・人口問題の技術協力は、これまでにもさまざ

まな形態があった。人材養成、地域開発、母子保健とのインテグレーション、教材開

発等々である。しかし入口問題が開発途上国特有のいろいろな問題と複雑に関係して

い。ること、すでに人口転換を終えた日本の経験がそのまま役に立たないこと、日本の

この分野の人材も少ないこと等から、日本としてどのように取り組んでいくかは大き

な課題である。そこで1988年から2年間にわたって、J工CAでは「入口・家族計画
分野における協力一ガイドライン」を作成した。日本の現状を踏まえて、ありうべき

技術協力のガイドラインを検討したものである。そこには協力分野として次の5分野
が挙げられている。

①入口ダイナミックス分野：入口に関するデータの収集、分析システムの整備やデー

タベースの構築による入口統計の制度を向上させる。そしてその成果の保健医療活動
への応用する。

②家族計画・母子保健サービス分野：地域における母子の保健活動を向上させ、その

延長線上に家族計画の必要怪を認識させる。また、諸活動に必要なシステム、要員、

器材等をグレードアップさせる。

③I EC分野：人口家族計画分野における人材養成・啓蒙活動を実施するために工E

C分野に必要な人材および機材を用意し、教材・番組の開発および配付とそれに伴う
調査研究を実施する。

④人材養成分野：入口家族計画分野における人造りプログラムを提供する。

⑤研究協力分野：ヒト生殖生理学に関する基礎的研究ならびに臨床的研究について協

力し、さらに衛生人口学、母子保健の分野の研究にも必要に応じて協力する。

（2）「入口と開発」援助研究会

 1992年3月にJ I CAは「人口と開発」分野別援助研究会（座長西川潤）の報
告書を発表した。それによると人口援助の定義としては次の3点の目的に貢献する援

助活動であるとしている。

・個入レベルにおける途上国国民の生活水準向上と人権擁護．

・国家・地域レベルにおける途上国の社会経済開発の推進．

・地球レベルにおける入口増大に起因する環境危機への対策．

 具体的な人口援助の活動としては直接入口に関係する分野と人的資源に関係する分

野の2つに分けている。
①家族計画、人口教育、入口情報など人口に直接関係する分野（狭義の人口援助）．

②広く人的資源の開発に貢献する社会経済開発の諸分野．

 （ア）人的資源の開発を直接の目的とする分野：教育・訓練、保健医療．

 （イ）人的資源の有効活用を目的とする分野：コミュニティー開発、都市開発．

（3）最近の動向

94年9月にカイロで国運人口基金（UNFPA）が主催する「国際人口開発会議
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（I CP D）」が開催され、リプロダクティブヘルスに関する国際協力の重要性が認

識された。リプロダクティブヘルスReproductive Hea1thとは性と生殖に関する健

康は、入口・家族計画問題をプライマリーヘルス、エイズ対策、初等教育、女性の権

利などとの関連で捉らえる包括的な概念で、その定義は「国際入口開発会議」の行動

計画によると次ぎの様になっている。「人間の生殖システム、その機能と活動過程の

全ての側面において、単に疾病・傷害がないというばかりでなく、身体的、精神的、

社会的に完全に良好な状態にあることを指す」（第7章2項）。そしてすぺての入が

2015年までに、リプロイタクティブヘルスに関する情報とサービスを享受できる
ようにするとの決議がなされた。

 日本はこの国際人口開発会議の準備段階に積極的に関与し、93年12月には準備

会合の一つとして「国際入口開発東京賢入会議」を開催した。また、94年2月には
G I I（G1obal Issues Initiative on Pupu1ati㎝and AIDS）とよばれている行動計

画「人口・エイズに関する地球規模問題イニシャティヴ」を発表した。その内容とし

ては、94年度から2000年までの7年間にODA総額30億ドルを目途に開発途
上国の入口・エイズ分野に対する援助を積極的に推進すること、入口・家族計画等へ
の直接的協力に加えて、女性と子どもの健康に関わる基礎的保健医療一、初等教育、女

性の地位向上等を含めた包括的アプローチを推進すること、地方政府やN GOとの連

携が不可欠であること等である。そして、GI Iの重点国として12ヵ国を定めた。
柱1）98年度にJ工CAがプロ技協として実施中の入口・家族計画プロジーエクトは妻

6－1のとおりである。

表6－1 実施中の人口・家族計画プロジェクト（1998年度）

国  名

フィリピン

ジョルダン

テュニジア
トルコ

ケニア

プロジェクト名

家族計画・母子保健

家族計画・W I D

入口教育促進

人口教育促進（II）

入口教育促進（II）

協力期間

97．4～02，3
97．6～OO．5
93．3～99，3
93． 11～98． 11
93． 12～98． 12

出所：外務省 我が国の政府開発援助（資料編）98年度版

その他に母子保健関連のプロジェクトとしては、モンゴル、ガンボディア、ラオスス

ウェーデン、インドネシア、ガーナ等で行われている。

ユー3、家族計画プロジェクトにおける教育メディア利用

 ほとんどの家族計画プロジェクトに教育メディアが導入されているが、特にI E C

分野は教育メディア利用を目的とする分野である。工E Cとは情報・教育・コミュニ

ケーションの頭文字を取ったものであり、従来から家族計画や公衆衛生分野の活動に

おいて広くに使われている用語である。これは住民に対するさまざまな形の啓蒙活動

を意味するもので、普及活動と言い換えることもできるであろう。
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 J工C Aガイドラインによれば、家族計画におけるI E C活動の目的は「人口・家

族計画を促進するためのメディア・プログラム、またはメディアを中核とするコミュ

ニケーション方略（ストラテジー）を立案し、実施することである」。そして、工E

Cに関わる援助活動の枠組みとして表6－2が作成されている。

表6－2工E Cプログラムの段階的活動

初期段階 中期段階 最終段階

企 画 基礎調査・研究 プロジェクトでのIEC マクロ・レベルでの
lEC分野とFP／M 活動プテ針の作成 IEC活動の集約
CH専門家が共同で lEC活動計画の吟
当たる 味と修正
コミュニケーション方 国内セミナーの開催 国際セミナーの開縦
略の立案

mC関連機関との共
同と調整の侭逃

プロジェクトの評価方
法の企晒

1EC幽辿政策立案者
に対する研修
広報活動の開始

製 作 中央の1ECセンター 製作の実施 製作技術の向上
の整伽と機材の導入 製作スタッフヘの技術
地域センターの整備と

他の製作機閑等と共同
移転 製作

機材の導入 施設・機材の保守・管

理に関する研修 作晶の国際コンクール
製作技術者の訓練 等への出品

普 及 籔存のFP／MCH関 放送局からの放送
係プロジェクトの

マクo・レペルでの普
各種メディァの配布 及活動

1EC活動に閥する 利用現場との密接な関
調査と関係の調整 係の確保と維持
普及の方略の策定

関係諸機関との連擁
普及の方略の吟昧と修

現場の利用組織の形成 正
利用促進関係者／指導 と指導
者の研修・訓練 メディア／教材利用の 普及拠進のためのマエユ
他のドナー機関との関 マニュァル作成 アルの作成
係強化 学校・地域における

lEC指導者の訓練

評 価 lECの効架に脚する メディア／教材の効架
評伽法の検討

プDジェクトの総合評
の洲定と評価 伽

評価法の研究

出所：JlCA医療脇カ螂「人口・家旛十画吻力のガイドライン」1989塚．

2、家族計画プロジェクトにおけるコミュニケーション

2－1、ロジャースの家族計画コミュニケーション研究
 家族計画活動におけるコミュニケーションについて体系的な研究を行ったのは、イ

リノイ大学のロジャースE．拙．Rogもrs（1973）である。彼はコミュニケーション

を「ある考えが送り手から受け手にその行動を変化させる目的で伝えられる過程」

（26貫）とし、家族計画はコミュニケーション過程であるからコミュニケーション

科学の方略、概念、分析のフレームワークのすべてを使用することができるとしてい
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る。そして、これまで家族計画のコミュニケーションがマスコミのチャンネルを利用
し左メッセージ伝達しか考えられていないとし、今後はこれに加えて、対人的コミュ

ニケーションチャンネルinterpers㎝a1cha㎜e1と行動変容に関する社会科学に基
づくコミュニケーション方略C㎝㎜niCation Strategyの形成が必要であるとしてい

る。コミュニケーション方略とは、「新しい考えを伝達することを通して、大規模に、

人聞の行動を変容するための計画ないしはデザインのことである」（28貫）とし、

家族計画における行動変容のためには、行動科学の理論と経験とを一般化して、それ

ぞれの状況に見合ったコミュニケーション方略を作成し、かつコミュニケーション過

程のさまざまな要素を組み合わせることが必要であるとし、図6－1のように概念化
した。

1．コミュニケーションと変

 化についての行

 動科学理論に関

 する理解

2．コミュニケーション行動

 についての行動

 科学的研究

3．家族計画コミュニケ

 ーションプログラムの

 経験

一般化

それぞれの状況に応用する

コミュニケーション方略

最大限のコミュニケーション効果一を得るためにコミュニケーショ

ン過程の諸要素を組み合わせて使用する

人間行動の変化（KA P）

出所：Rogers E．M．（1973）

図6－1家族計画におけるコミュニケーション方略の位置づけ

 カヅヅ（Katz，亙．1955）らは、コミュニケーションにおける「2段の流れ」仮設の

貢献はオピニオンリーダーの発見にあるのではなく、互いにコミュニケートしあって

いる人々のネットワークとマス・コミュニケーションのメディアとの結び付きを強調

した点にあるとしている。さらに、「2段の流れ」とは、情報の流れではなく、影響

とイノベーションの流れであるとし、人々はニュース等は直接マスメディアから受け

取ることが多く、事件の意味や事件に関する意思決定過程に対人的コミュニケーショ

ンが大きな役割を果たしている。そして、農業イノベーションの伝播研究から、マス

メディアはr認知」の段階に、対人コミュニケーションは「評価」の段階において重

一i09一



要であり、マスメディアは新しい試みに関する情報源としての機能を果たし、対人的

コミュニケーションはその試みに踏み切らせる機能を果たしていると言う。

 こうしたことから、メディアは、競合するものではなく、「おのおののメディアは

人びとの意思決定過程のそれぞれ異なった段階に対して働いているのであり、その意

味では相互補完的な関係に立つ」のである。そこでコミュニケーション研究の重要な

課題は「ある特定の主題領域における影響やイノベーションを伝達している対人関係

のネットワークを探り出すこと、および、そうした対人的なネットワークと’’外側か

らの’’影響源とを結びつけているメディアを探り出すこと」だと言う。

 確かに、これまでの家族計画のコミュニケーション活動が個々に実施され、統合的

なコミュニケーション方略のもとに実施されることは少なかった。つまり、人々の間

にどのようなコミ平ニケーションネットワークが存在していて、それが家族計画領域

の情報認知や評価に関してどのように働いているのかに関する注意が払われていない。

さらに個々のメディア利用についても、その役割研究から適切にデザインされたとは

言えないであろう。例えば、家族計画クリニックや保健所には、たくさんのポスター

やパンフレットを見ることができるが、なかには先進国から送られた美しいカラー印

刷のものもある。しかし、そうしたポスターをどのような場所に掲示するのか、その

ポスターはどのように理解されるのか、それぞれのポスターのメッセージの間に矛盾

はないか、等に関してあまり注意が払われてこなかった。

 家族計画コミュニケーションにおいて陥りがちな間違いとして、ロジャースは次の

4点を挙げている。

①大量信仰

 たくさんの家族計画情報を流せば目的が達成されると考えがちである。これはコミ

ュニケーション過程における送り手中心アプローチSource oriented

approachと言うべきものである。情報の受け手を特定化し、特定の受け手に関する調

査をし、そこに必要な情報を適切なチャンネルを通じて伝えることが重要である。こ

れは受け手中心アプローチReceiver oriented approachと呼ぶものである。家族計

画コミュニケーションの場合には送り手のみなならず、受け手の観点に立つことが必
要である。

②近代的なマスメディアに頼りすぎる

 ほとんどの家族計画の普及は個人間コミュニケーションによるものである。またテ

レビ、ラジオ等の近代的なコミュニケーションネットワークの他に、それぞれの国に

は伝統的なメディアがある。例えば語り部ba王1adeersとかvi11ege theaterである。

これまでの家族計画プログラムは伝統的なメディアを重視していない。

③KAPギヤツプ
 家族計画の知識が普及することと、それを納得し実行することは別のことである。

多くの関発途上国において、すでに家族計画の知識の普及はかなり進んでいるが、そ

れが実行に結びついていない。これをKAP（知識・態度・実施）ギャップと言う。こ

のギャップに対する対策が不十分である。

④メッセージ内容の不適切さ

 家族計画運動においてはメッセージそのものが検討されることが少なく、メッセー

ジのチャンネルのみが議論されることが多い。はじめにメッセージ内容がどのような

ものでなくてはならないかが検討されなくてはならない。つまり受け手に関するfeed一
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forward㎞㎝1edge（目標達成情報）を確立する必要がある。

2－2、家族計画コミュニケーションの特性
 イノベーションの伝播に関する本格的な研究は1940年代のアメリカにおけるハイブ

リットコーンの普及研究に始る。そこでは、イノベーションの採用者の数がS字状に

増加して行くこと、早期採用者（イノベーター）は教育レベルが高く、よりコスモポ

リタンで、社会経済的な地位が高いことなどが知られ、その後の研究の出発点となっ

た。これまでイノベーション伝播研究は農業、教育、公衆衛生、マーケッティングな

どが代表的なものである。家族計画は、農業や教育などイノベーションの普及とは幾

つかの点で異なっている。

①個人的なものである
 まず家族計画は非常に個入的なものであり、人格に深く関わっている。つまり人間

にとって最も重要な子供、夫婦の関係、性生活に関する事柄である。大部分の避妊法

は性関係に新たな複雑さと気遣いをもたらすのである。それゆえに、健の楽しみを失

わせるような避妊方法が広く採用されることはありえないであろう。健とは仕事、料

理、洗濯、などより情緒的なものであり、性行動の社会的な文脈が必要とされている。

②タブーである

 家族計画に関する話はタブーとされるところが多い。家族計画について語ることは

恥かしいことであり、人々の前で話題にされることは少ない。また夫婦の間でもあま

り話されず、ある報告（Marsha111972－Rogers，E．M．1973による）では、ベンガルの

夫婦で夫がパイプカットをして妻がIUDを装着していたケースが報告されている。

③ドロップアウト率が高い

 パイプカットなどの永久的な避妊法以外は実施を申上する率が高い。その理由とし

ては、避妊法の採用に際して十分に納得されていないこと、不十分な配給方法、金銭

的な問題、等がある。家族計画運動はしばしば量にのみ目が行きがちで質に関する検

討が不十分である。

④効果が目に見えない

 家族計画が他のイノベーションと異なるもうひとつの点は、結果が見えないことで

ある。つまりそれによって期待される結果が得られたので、それを採用したり実施す

るというわけにはいかない。避妊方法はまずはじめに信頼され、採用されなくてはな

らないのである。

⑤噂や副作用の存在

 しばしば家族計画に反対する運動が展開される。近年のカトリック教国では、器具

や薬を使用する避妊に教会が反対しているため避妊自体が非常にむずかしくなってい

る。その他、さまざまな噂や迷信が広く存在している。イノベーションに噂はつきも

のであるが、家族計画の場合にはこれが顕著である。

2－3、家族計画コミュニケーションのタブ．一性

 ロジャース（1973）は、家族計画コミュニケーションの最も大きな特徴はそのタブ

ー性が高いということであるとしている。タブーイノベーションはその普及が非タブ

ーイノベーションに比べて非常にむずかしい。通常のイノベーションの普及が時間と

ともにS字曲線を描き、ある時に急速に普及する。しかし、タブーイノベーションは
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直線的に普及していくと考えられる。

 タブーコミュニケーションが急速に普及しないのは、タブーコミュニケーションが

成立するためには情報の送り手と受け手の問にある程度以上の同質性（H㎝oPhi1yの

ことで1同類性と訳す場合もある、）が必要である。同質性とは受け手と送り手の間に

信条や、教育水準、社会的ステイタス等が同等であることである。タブーのコミュニ

ケーションが行われるのは同質性が高い人々の間である。

欝
Q
粘
竪
港

  ／  ／ ／
／非タブーコミュニケーションの

ノ 普及率
／

／ タブーコ1一二ゲシ1ンの撒率

           一時間→
    出所：Rogo・・．E．M．（1973）．

図6－2タブーイノベーションと非タブーイノベーションの普摩

＾               ＾

＼

／ ＼
C             C

＼
 閉芳貞ネ・フトワーク         放蝪ネットワーク

出所1Rogo・ヨ，E．M．（1973）．

図6－3閉鎖ネットワークと放射ネーツトワーク

 また、タブーコミュニケーションは、閉鎖Inter1ockingネットワークを形成する
傾向がある。逆に閉鎖コミュニケーション内をタブーが伝播していく中で、さまざま

な情報が複合しタブー僅が弱められることで、タブーイノベージョインが伝播すると

も言えるであろう。
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3、トルコ人口教育促進プロジェクト

3－1、トルコの入口問題
 トルコの入口は5，716万人（1990年センサス）で、年間の増加率は2，414％（1985－90

年の平均）である。1985年のセンサスにおける総入口は5，066万人であったから、こ

の5年間に650万人、約13％増加した。しかし入口増加率は80－85年の年平均2．5％か

ら約0．1％低下した。2，414％という数字は世界の人口増加率1．73％、途上国の平均増

加率2．10％に比べてもかなり高い数値である。

 入口は国家の基礎であると同時に、その余りに急激な増加は経済発展の重大な阻害

要因となる。トルコでは第5次5ヵ年計画（1985－89年）の中の経済開発計画の基礎と

して1989年の入口増加率を2．i2％として、これに基づいた労働、教育、医療対策を実

施した。そのため家族計画による出生率の低下が急務であった。トルコはイスラム教

徒が人口の99％以上を占めている国であるが、政教分離政策をとり、家族計画におい

てもユ963年に避妊を認める法律を制定し、ユ983年には条件付きで入口妊娠中絶を可能

にする法律が公布されている。

 既婚女性が子供を何人産むかの指標である合計出生率は4．05、乳幼児の死亡数は0．

67入で平均現存子供数は3，04である。一方希望する子供の数は2．61入である。この指

標をトルコの5つの地域別に表したのが表6－3である。

表6－3 トルコにおける希望子供数と現存子供数

地域   平均現存

     子供数

 西部    2．37

 南部    3130

 中央部   3110．

 北部    3125

 東部    3．92

全国平均   3．04

平均死亡   希望

子供数    子供数

0，40        2，36

0，64        2，94

0，80        2，60

0，73        2，68

0，98        3，32

0，67        2．6！

出所：Institute of Population Studies，Hacettede

   university，1983およびTuekishPopu1ation
   andHealthSurvey，1987一

 実際の子供の数より希望する子供の数が少ないことから、家族計画のモティベーシ

ョンは形成されつつあると考えられる。しかし、表の中でイスタンブール等の大都市

のある西部地区と比べると農山村の多い東部地区では、現存子供数および死亡数、希

望子供数ともにかなり高い数字になっている。これは東部地区ではまだ乳幼児の死亡

率の高いこともあって、たくさんの子供を希望しており、実際の子供の数も多いこと

を表している。また家族計画のモティベーションが農村部には十分に行わたっていな
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いことも考えられる。つまり希望子供数が3人を越える地域では、まだ大きな家庭へ

の志向性が強いと考えられる。避妊を行なっているものは全国平均で77％（1988年セ

ンサス）であるが、I U D等の確実な避妊方法によっているものは少ない。そこに希

望子供数と現実の子供の数のギャップが生じていることも考えられる

 トルコの人口家族計画の重点施策は「広報活動の推進」、「家族計画に関わる保健

・医療要員の訓練」、「大衆教育プログラムの推進」、「マス・メディアの利用」等

である。つまり、これまで以上に家族計画意識の向上と保健所における適切な指導を

セットにしたプログラムである。

 家族計画・人口教育を一元的に実施しているのはトルコ保健省母子保健家族計画局

（以下M C H／F P局）である。M C H／F P局では地域の保健センターに働く医師

と助産婦の訓練（家族計画カウンセリングとI U D装着方法の研修等）や教材の開発

と配付（印刷教材、テキスト、ビデオ、スライド）、放送を通じてのキャンペーン等

を行っている。その拠点としてMCH／FP局に印刷、写真、ビデオの3部門からな
る視聴覚メディア制作センターがある。

 これまでさまざまな形のメディア利用が行われてきたが、いずれも単発的に必要に

迫られて制作してきたもので、メディア利用計画の作成やその評価は実施されていな

い。また、視聴覚メディア制作センターの機材が老朽化し、特にビデオ部門はトルコ

放送局の仕様に見合った機種がないため、活動が低下しつつある。そこでメディアを

利用した人口数有を一層促進するための支援を日本政府に要請したのである。

 トルコ入口教育促進プロジェクトは、トルコ政府からI E C分野に関する援助要請

に応えて、J I CA家族計画ガイドラインに盛られた内容をトルコの状況に合わせて

検討し、プ1コジェクトとして開始されたものである。

3－2、プロジェクトの計画内容
 プロジェクトの内容を協議するため、基礎調査・事前調査等を行ない、要請の背景

とプロジェクト内容の妥当性（フィジビリティー）が調査された。日本側として何が
できるか、何をすべきか、また予算的に十分か等が具体的に検討された。そして、一19

88年王ユ月に実施協議調査団が派遣され、プロジェクト実施のR／D（合意議事録）を

とりまとめた。R／Dには協力の目的、対象分野、協力期間、実施運営計画、日本側
のとるべき措置（専門家派遣、機材供与、研修員受入れ）および相手国側のとるべき

措置等が記載される。

 プロジェクトは相手国政府と共同で実施するものであり、日本側がすべての資金、

資機材等を用意するものではない。相手国が応分の負担をし、共同でプ1コジェクトの

目的を達成するのが本来のあり方である。プロジェクトに派追された専門家は現地の

カウンターパート（主に政府職員）とともにプロジェクトを運営する。また現地での

運営の費用は現地側が負担（カウンターファンド）することが原則である。しかし開

発途上国はいずれも深刻な財政的な問題を抱えており、十分なカウンターファンドを

負担することができない。そこでプロジェクトではある程度の現地費用も負担するよ

うになりつつある。

 本プロジェクトは家族計画・人口教育をメディア利用の側面から支援するための技

術協力として次の4点に関する協力を行った。

①視聴覚メディア制作センターの機材の更新
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 現在のセンターの機器のうちビデオとスライドおよび印刷部門の機材を中心に更新

する。特にビデオ機器は、テレビ放送局の機器との整合性を保つため放送局水準の機
材とする。

②視聴覚メディア制作センターの統合的機能の開発

 センターの3つの部門（印刷、写真、ビデオ）を総合的に機能されるためのメディ

ア方策の設定および運営に関する指導。特にビデオ部門を改善し、総合的なマルチ・

メディア・プログラムの活性化を図る。

③視聴覚メディア制作センターと保健センターの職員の技術指導

 ビデオ・スライド教材制作、視聴覚メディア利用の推進、機器の保守管理のための

中核となる要員の養成を行う。制作と利用に関しては日本において研修を行い、機器

の保守管理に関しては主としてトルコで研修を行う。

④地域パイロットセンターの設置

 地方の保健センターに広報・教育を担当するIECユニットを実験的に設けて、教材

の利用のモデル・プランを実施して、将来の全国ネットワークヘの参考にする。さら

にこのユニットは、周辺地域の家族計画に関わる保健・医療関係要員の訓練機関の機
能も果たす。

3－3、プロジェクトの実施計画

 プロジェクトの実施期間は1988年11月から3年間（1991年に2年間延長
され1993年11月までとなり、さらにフェーズ2として93年11月～98年1
1月が実施された）長期専門家を3～4名（うち1名はプロジェクト調整員）、短期
専門家毎年5名、研修員受入れは隼問3～4名、機材はビデオ機器を中心として毎年

5000万円程度である。プロジェクトの計画は以下のとおりである。

（1）家族計画およびメディア環境の調査

 トルコではこれまでの家族計画キャンペソーンによって家族計画の必要性や避妊法

はある程度知られている。しかし、そうした知識が実施に結びついていない。KA P

ギャップ、つまり知識を実行に移す際に大きな障害（バリヤー）がある。これは家族

計画コミュニケーションの特徴としてすでに述べたが、例えば知識が不確実なこと、

実施したくても避妊器具が手に入らない、副作用に関する噂、家族の同意が得られ奪

い等である。トルコにおいてはどのようなバリヤーが存在するのか、またそれをどの

ように取り除くことができるのか、さらにトルコでの家族計画コミュニケーションの

送り手である助産婦と村入の間の同質性はどのようなものなのか等を調査研究する必
要がある。

 またテレビ、ラジオ、新聞雑誌等の近代的なメディアの普及状況、医療機関や助産

婦との接触状況等もメディア戦略の作成に資する基礎資料である。そこで、住民の家

族計画の知識・態度・実施状況のインタビュー調査と同時に住民のメディア環境、接

触、態度の調査を行う。

 こうした調査を踏まえて、幾つかの作業仮説を導く。例えば家族計画のコミュニケ

ーションの送り手である助産婦、看護婦と住民との接触がうまくいっていない場合に

は、助産婦に対する研修の実施と教材の開発、また助産婦から住民に手渡すパンフレ

ットや説明資料の改訂、制作が必要である。また、家族内での家族の大きさに関する
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意志決定が、男性にあるのであれば、男性に対する各種キャンペーン活動が必要にな

る。また避妊方法に対するうわさや副作用が心配な場合には、地域コミュニケーショ

ンを円滑にするための方策が必要になろう。いずれにしろさまざまな資料からメディ

ア利用に関する作業仮説を設定し、具体的に検証していく活動がプロジェクトの課題

である。

（2）視聴覚メディアセンダーの強化

 トルコ保健省の視聴覚メディア制作センターは、それまでの印刷、写真部門に国運

入口活動基金（U N F PA）からの援助によるビデオ部門を統轄して作られた。印刷

部門と写真部門は保健省全体のセンターとして機能している。ビデオ部門は機材がU

マチックローバンドシステムであり、また周辺機材が不十分なため放送番組の制作が

行われていない。もっぱら保健センターに対する教材と情報の提供をビデオバケージ

の形で行っている。これを電波メディア利用も含めた総合的なビデオセンターとする

ため放送用ビデオ機器を導入する。ビデオ部門のスタッフが4人と少ないこと、各種

の取材やドキュメンタリーの制作が多いことから、放送機器の申で小型軽量の1／2イ

ンチの放送仕様のシステム（ぺ一夕カム）を導入する。またスタジオは、ポストプロ

ダクションのための編集機材を中心としたものである。1／2インチABロール編集シ

ステムに音声1同期録音システムを接続したものである。

（3）メディア制作および利用の評価

 これまでに保健省は入口教育に関するかなりのメディア活動を行ってきたが、評価

はほとんど行っていない。そこでメディアセンダーで制作したものを地域のパイロッ

トセンターで使用し評価を行なう。こうして調査によって得られた仮説に基づいて具

体的な視聴覚メディアを制作し、評価することで、全国的な展開に耐えうるメディア

方策の形成が可能になる。

4、基礎調査とコミュニケーション方略の作成

4－1、調査概要
 89年10月から11月にかけて家族計画とメディア環境に関するぺ一スラインサ
ーベイ（基礎調査）を実施した。アンカラの西、200キロのエスキジェヒール県の
中心都市エスキジェヒールと農村部のチフテラー郡である。エスキジェヒール県は入

口65万人で、エスキジェヒール市は工業都市であり、家庭電気産業や鉱業が盛んで
ある。農業入口は64％で小麦、砂糖大根の栽培と羊を中心とした牧畜が行われている。

 調査は助産婦によるインタビュー調査で、質問紙への記入は助産婦が行った。対象

は配偶者のいる15歳から49歳までの男女300人ずつ合計600入。インタビュ
ーは、村では助産婦の住んでいる村内の訪問調査とし、都市部では母子保健家族計画

センターへ来診した男女を対象とレた。助産婦の日常活動の中で調査を実施したため、

厳密なサンプリングは行っていない。有効回答は582人であった。

4－2、調査結果
識字率は全体で94％、農村部の女性が87．9％と低い。しかし、全国平均の男
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86％、女62％より高く、この地域がトルコ全体の中で近代化の進んでいる地域で
あると考えられる。教育水準は男女とも小学校卒業が一番多かったが、農村部には小

学校を卒業していない人が多く、都市の男性には高学歴が多い（表6－4）。

表6－4エスキジェヒールの教育水準

女 性 男 性
教育水準 計（％）

エスキジェヒール（％〕 千フテラー｛％〕 エスキジェヒール（％〕 チフテラー（％〕

’1、学校［1－1退 8 （5．6） 29 （23．6） 3 （ 2．0） 13 （9．8） 53 （ 9．7）

’1、卒 100 （69．4） 85 （69．1） 60 （40．5） 83 （62．9） 328 （60．O）

『］卒 18 （ユ2．5） 7 （5．7） 26 （17．6） 15 （11．4） 66 （12．1）

高卒 16 （工1．1） 1 （O．8） 33 （22．3） 9 （6．8） 59 （10．8）

大卒 2 （1．4） 1 （0．8） 26 （17．6） 12 （9．1） 41 （ 7，5）

計 1桝 （100） 123（100） 148 （I00） 132（100） 547（100
）

女性（エスキジェヒール＝チフテラー）X㌧30，071df＝4．p＜O．O1
男挫（エスキジェヒール：チフテラー）X一＝30．96，df＝4．p＜O．O1

エスキンェヒール（女挫：銚性≡）X一＝40．正5．dr＝4．p＜O．O1

チフテラー（女性：男性）X㌧24．45，df＝4，pくO．01

 生存している子供の数は平均3人、エスキジェヒール2．7人、チフテラー3．3
入であった。理想とする子供の数は平均2．3入、女性より男性が希望する子供の数
が多い傾向があるが、はっきりとした差はない（表6－5）。

 現在避妊を実施している人は396人、全体の68％であり、最も多い避妊法は工

UDである（妻6－6）。
 避妊に関する情報源としては、医師・助産婦などの医療関係者からとする人が多か

った。特に農村部では助産婦に対する信頼が高い（表6－7）。また、配偶者から情

報を得ている率が高い。親戚や隣人からの情報は都市部では10％以上だが、農村で

は男性5．1％、女性2．1％と非常に低い。都市部では家族計画のタブー性が薄ま
りつつあること、逆に農村部では、家族計画が夫婦の間では話題になっても、それが

親戚や隣人にまで広がらない閉鎖的なネットワークを形成していると考えられる。マ

スコミの情報はすべて10％以下であった。
 新聞雑誌、ラジオ、テレビの中ではテレビが最も普及しており、農村部、都市部と

も95％の普及率である。筆者がチフテラーの村を訊ねたとき、ムフターといわれる村

長の家で食事を御馳走になった。テレビは大型の白黒テレビで、客間の中央にセット

されていた。室内は絨毯が敷きつめられその上に壁際のクッションに寄り掛かるよう

に座る。テレビ以外には大型のコーランが書棚に入っているだけであった。平日の午

後で番組は中学校向けの教育番組であったが、それを客に見せる。見ても見なくても

ともかくテレビを映すのが、接待の一部なのである。

 テレビの視聴時間は農村、都市、男女別なく3時間以上が最も多い。またテレビで

家族計画について見たことがあるやのは平均で25％である（妻6－8）。
 ラジオの所有は85％、朝、聴取している入が多い。ラジオで家族計画について聞

いたことのある入は67％である（表6－9）。
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表6－5 理想とする子供の数

千惧の数

女性      射性    一                                   富’’卜（％）

エス手シニヒー以％〕 チフテラー（矧 エスキジェヒール（％〕 チフテラー（％〕

○人 O   0    2（1．3） 2（1．4） 4（O．7）
1人 3（2．0） 0    2（1．3） 0   5（O．9）
2入 工20（78．4）92（65．7） 110（72．8）92（66．7）414（71．1）

3人 24（15．7）37（26．4） 29（19．2）30（21．7）120（20．6）

4入 6（3．9）H（7．9）  5（3．3）ユ3（9．4）35（6．0）

5人 0   0    1（O．7） 工（O．7） 2（0．3）
6人以上 0   0    2（1．3） 0   2（O．3）

嘉・1’ 153（lOO）140、（100） 151（100）138（1OO）582（100）

X±SD       2．2±O．5  2．4±O．6   2．4±1．3  2．4±O．7

 一女性1（エスキジェヒール：チフテラー）X一＝10．38．df＝3，p＜O．05

 男性、（エスキジェヒール：チフテう一）X一＝8．6正．df＝6．n．s．

 エスキジェヒール（女性：男性〕X，一6．18．dr＝6．n．s．

 チフテラー（女雌1男性’）Xi＝3．88，df；4，η．s．

2．3±0I8

表6－6実行申の避妊法
女 性

避妊法
男 性

エスキシニヒーμ矧 チフテう一1職 チフテラー（％）

計（％）
エスキジェヒール1矧

山D 45（45．9） 52（47．7） 18（21．4） 42（40．O） 157（39．6）
ヒ’ノレ 3（3．工） 1O（9．2） 6（7．I） 工2（1王．4） 3王（7．8）

コンドーム 15（15．3） 24（22．G） 23（27．4） 19（王8．1） 81（20．5）

膣外射精 30（30．6） 2王（I9．3） 33（39．3） 30（28．6） 114（28．9）

不妊手一価（男） o c 1（1．2） o 1（O．3）

不妊手術（女） 5（5．1） 2（1．8） 3（3．6） 2（1．9） 12（3．0）
■

計 98（正OO） ユ09（100） 84（100） ユ05（1OO） 396（ユOO）

女む三（エスキジェヒール＝チフテラー）X】土8．67．dr＝4，n，s一

男性（エスキジェヒール1子フテラー）Xコ亡11，13，df＝5．p＜O．05

エスキシニヒール（女姓：身雌）X㌧1｛．91，df土5．冒くO．05’

子フテラー（女性＝身三性）Xl＝3．34，d〔＝4．n．s、

表6－7 避妊の情報源

情報源
一女 性 男 性

エスキシェヒ刊％）

医者

侮Y婦／看護婦
z偶者
e戚／隣人
o版物
eレビ・ラジオ
ｻの他
初�

47（30．7）

T3（34．6）

R3（21．6）

?V（11．0）

X（5．9）

W（5．2）

R（2．O）

P4（9．2）

 チフテラー㈱

S3（30．7）

T8（41．4）

R5（25．O）

R（2．1）

O01（O．7）

S（2．9）

エスキシェヒー州〕

S2（27．8）

Q1（1319）

R5（23．2）

Q5（16，6）

P0（6．6）

@7（4，6）
P0（6．6）

H9（i2．6）

 チフテラー⑰0

T3（38．4）

R5（25．4）

R9（28，3）

V（5．1）

S（2．9）

W（5．8）

S（2．9）

V（5，1）

計（％）

氓W5（31．8）

P67（28．7）

l2（24．4）

T2（8．9）

Q4（4．1）

Q3（4．0）

P8（3．1）

瘁i7．6）

言一1I

184（120．3） 1〃（102．9） 169（11旦．9） 157（113，8）655（U2．5）

 情報源を期1悦幟を有するもの（医者．助籔1婦／看識婦），期1『知識を持ただいもの（配

供者。測蚊／鮮人），マスコミ（出版物，テレビ・ラジオ〉、その他の4緋に分けて検定

女性（エスキジェヒール1チフテラー）Xl＝一6，90．dr圭3．p＜O，01

夢雌（エス半シェヒール1チフテう一）X㌧9．42，df；3．P＜O．05

エスキジェヒール（女性1男性）X㌧ll．87．dfE3．P＜O．O1
チフテラ■（女挫1銚性）X㌧15・i3．df＝3．P＜O．O1．％は、対象者数に対するものである．
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表6－8 テレビ家族計画番組の視聴
 テレビで家族嘉十画について見たことがありますか

見たことが
ありますか

は い

いいえ

無回答

  計

女性      男性
エスキジェヒール㈱

28（19．2）

117（80．ユ）

1（0．7）

工46（1OO）

 チフテラーσ0

41（30．6）

92（68．7）

1（O．7）

134 （100）

エスキシニヒール（％）

24 （16．2）

ユ24 （83．8）

 0

148 （100）

     計（％）
 チフテラー（％〕

46（34．6）139（24．8）

8i（60．9）州（73．8）

6（4．5） 8（1．・1）

！33（100）561（100）

鮒（エスキジェヒール：チフテラー）X・～4．93，dN，。＜0，05
舳（エスキジェヒール1チフテラー）X・・M．仙．作1．。＜O．O1
エス半シェヒール（地1男性）X」O．48．df三1．。．。．

チフテラー（女性＝男性）X一’O．85，df＝1．n．s．

妻6－9 ラジオ家族計画番組の聴取
 ラジオで家族計画について醜いたことがありますか
（「いいえ」の回答にラジオを開かない人も含めたもの）

説いたことが
ありますか

は い

いいえ

不明／無回答

  計

女性       男性
エス÷シニヒー九｛矧

ユOO（65．4）

51（33．3）

2（1．3）

153 （100）

 テフテラー（職

71 （50．7）

69 （49．3）

0

140（loo）

         計（％）
エスキシェヒー州〕 チフテラー（％〕

89（58．9）54（39．1）314（54．O）

60（39，7）84（60．9）264（45．4）

2（1．3） 0   4（O．7）

151（100）138（100）582（1OO）

雌（エスキジェヒール：チフテラー）X’ヒ7．2／、df一、P＜O．01

リ地（エスキジェヒール＝チフテう一）X㌧12．！6．df土1，pくO．O1

エスキジェヒール（女峻＝男性）X」1．36，dεヨ三，n．雪．

チフテラー（女性＝男性）X」3．77．df亡11n．s．

4－3、結果の考察とコミュニケーション方略

 理想とする子供の数が2．3入であるところから、この地域には小家族志向はすで
に普及していると考えられる。避妊に関してはI UDと並んで膣外射精が多いため、

望まない妊娠・出産が未だに多い（希望しない末子の出産が32％）。

 避妊に関する情報源は医療関係者であり、マスコミの影響が小さい。しかし、テレ

ビやラジオから家族計画備報を得たとしている人が多いことから、マスコミからの情

報自体が少ないとは考えられな．い。一方配偶者間での避妊情報の交換については都市
・農村商に差がないにもかかわらず、親戚や隣人からの家族計画情報は都市で高く農

村で低い傾向がある。そのことから家族計画情報のタブー性が農村の方が高いと言え

る。ただ避妊具の使用を夫婦で相談して決めたとする回答は農村部でも多かった（7
1％）。

 都市部で家族計画情報のタブー性が薄くなっているにもかかわらず、マスコミから

避妊方法に関する情報をほとんど得ていないという回答が多いのは、マスコミの家族

計画情報の質によるものであろう。これまでトルコのマスコミでの家族計画は有名女

優を使ったテレビスポットなど情緒的な呼びかけが大部分であり、映像による避妊の

メカニズムや生殖科学に関する教育的な情報の提供が行われていないからであろう。

これにはUSAID等が中心となって実施しているI亙Cの方法である「楽しみながら
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の教育Enter瓦ducate」の影響が大きいと思われる。または、マスコミで呼びかけ、

実際の避妊方法は医師や助産婦からという2段階の活動が行われていたと考えること

もできる。

 この地域の家族計画の課題としては次の点が挙げられる。

①すでに知識の普及はなされているが、近代的な避妊の実行率が低い。近代的な避妊

方法の実行率を高める方策が考えられねばならない。

②マスコミから家族計画に関する呼びかけは得ているが、避妊法に関する情報が得ら

れていない。マスコミからの家族計画情報の多様化が必要である。

③農村部では家族計画情報が閉鎖的であり広がっていない。農村部では家族計画情報

の提供を厚くし、タブー性を薄めていく必要がある。

④いまのところ医師・助産婦が避妊情報の唯一の提供者である。医師・助産婦の家族

計画に関するコミュニケーション能力を高める必要がある。

 こうしたことから次のようなメディア方略が考えられる（図6－4）。

①テレビ、ラジオ番組の開発・供給（図6－4のメディア方略における①）

 これまで続けられてきた家族計画に対するテレビラジオを通じての啓蒙的呼びかけ

は、ある程度の成果を挙げている。しかし、これまでのテレビラジオ番組（スポット

も含めて）は、外部（国際機関や援助国）からの要請に基づくものが多かった。今後

は保健省としてメディア方略を作成して、援助機関からの支援を呼び牟けるべきであ
ろう。

 番組への接触率は高いが、メッセージ情報は有効に伝わっていない。これまでの調

査から、引き続き家族計画に対する認知を深めるためのスポットやドラマの必要性は

高いが、それと平行して入口をめぐるさまざまな知識と、家族計画の必要性や避妊方

法の評価のための知識の提供が必要であると思われる。これは都市部では、家族計画

情報のタブー性がある程度弱くなり、科学的な知識で避妊を評価する基盤が形成され

つつあると思われるからである。

 タブー性の調査から農村部の避妊に対するタブー性が高いことから、避妊g知識を

紹介する番組ではテレビ医師は女性とし、しかも直接視聴者に呼びかけるのではなく、

テレビ内に村入を登場させ、彼らに話し掛けているところを視聴する形式にする必要

がある（テレビを通した間接指導）。

②助産婦の研修と教材供給（メディア方略の中の②および⑤）

 トルコにおける家族計画コミュニケーションの申で対人的コミュニケーションの核

は助産婦である。家族計画の実施にあたっては対人的コミュニケーションの影響が強

いことから、助産婦に対する研修とそのための教材開発は最も重要な課題である。し

かし、まだ助産婦の教育二一ズや村内での他の人々とどのような協同関係が成立して

いるのかはっきりしていない。そのため動産婦の教育二一ズ調査や村内での活動調査

が研修と教材開発と平行して進められる必要がある。

 助産婦は村のヘルスハウスに常駐して村の保健セクターの中心的役割を担っている。

その際、トルコの農村においてはムフタを中心とする既存のネットワークと村の小学

校の教師を中心とするインテリ階級のネットワークが形成されている。助産婦は学校

教師と結婚する例が多い。それゆえ助産婦は保健および家族計画のネットワークの中

心に位置している。こうした助産婦の役割を強化するような、県保健局、中央政府マ
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スコミを通じての働きかけが重要である。

     保健省

コミュニケーションセンター 一一一一 坙{での研修

①テレビ・ラジオ番組の 1
 開発・供給r一一一一一…一一一一一」

 ニュース素1

 材の提供 1

TRT トルコ放送局

GAP東南トルコ放送

≡    1  1②教材供給、助産婦研修

1    1④医師の研修、教材の   1
≡    ミ供給・開発        ≡

1③産婦人科医の研修と 1      1

1教材の供給・開発  1      1

母子保健・家族計画センター
（MCH／FPセンター）

②助産婦の研修、 1

 教材開発・使用1

1①ラジオ・

 テレビ放送

         ヘルスセンター   ＝

         （保健所）      1

           1②助産婦の研修1
           1教材開発・使用1

ヘルスハウス（村の診療所）

1（番組・スポット・ニュース） 1⑤村入に対する指導、教材の使用、

1村の情報ネットワークの構築

村の人々

図6－4 トルコ人口教育促進プロジェクトのメディア方略

③医師と産婦人科医への研修、教材開発（メディア方略の中の③および④）

 助産婦は婦人に対する影響力が強いが、医師は男性にも強い影響力を持っている。

母子保健家族計画センター（M C H／F Pセンター）と保健センターの医師に対する

研修が重要である。これまで保健省としては卵管結束に関する研修を実施し、産婦人

科病院等を通じての普及を行ってきたが、家族計画に対する体系的な研修は実施して

いない。今後研修実施組織の構築ζ平行して教材を開発する必要がある。
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5、技術協力プロジェクトにおける機材と研修

5－1、供与機材
 これまでの視聴覚メディア制作センターを強化して新たにコミュニケーションセン

ターとして、1990年10月に完成した。建物建設にかかるすべての費用はトルコ側が負

担し、機材は日本側が供与した。センター内にはビデオスタジオ、ビデオ編集室、録

音スタジオ、写真スタジオ、管理部門等があり、2階建て床面積

は600㎜2である。
 新センターの中心となる機材はビデオ機器である。これはトルコではテレビが広く

普及し（1985年、テレビ500万台）、今後のI E C活動において中心的なメデ
ィアになると考えられるからである。機器の選定にあたっては、テレビ放送局と同等

の規格のぺ一夕カムシステムをメインにした。ビデオ機器は、民生用、業務用、放送

用の3つの規格が平行して生産販売されている。これまで国際協力では業務用ビデオ

が主流であり、放送局や放送局員の訓練センター以外ではべ一クカム等の放送機器は

導入されていなかった。しかし、国際協力において放送用ビデオ機材を導入する幾つ
かの利点がある。

①開発途上国の多くは放送が国営のこともあり政府機関が利用しやすい環境にある。

 その場合放送用機器を使用することは画質や画面の安定性のために必須の条件とな
 る。

②機器が丈夫でありメンテナンスが容易な構造になっている。

③民生用と比べると商品開発のスパンが長く、モデルチェンジが少ない。

④ほこり、熱、湿気、振動等の悪い環境やラフな扱いに強い。

⑤システムとして利用するためのさまざまな周辺機器が用意されている。

⑥当該国の放送局が使用しており、技術的なアドバイスが受けやすい。

 また問題点としては次の点が考えられる。

①相対的に高価である．

②調整やメンテナンスを日常的に行う必要がある．

③部品購入や修理コストが高い．

 そこで、トルコに導入するにあたって、他の機関、例えばトルコ放送局で使用して

いる規格であること、メンテナンスや部品の購入ができることを条件に検討した。そ

こでメインビデオ機器としてぺ一夕カムシステムを導入することにした。また同時に

記録や放送しない教材制作のためにVH Sシステムとスタジオでの集録用にスタジオ
カメラ（業務用）も導入した。

 メディア制作機材を供与する場合に考慮すぺきこととしては、当面必要なビデオテ

ープやバッテリー、ランプ等の消耗品の確保と音楽ソースや効果音のC Dの確保であ

る。ビデオテープ等は相手国サイドで手当するべきものであるが、必ずしも順当にサ

プライされるわけではない。特に音楽C D等は輸入制限が厳しいため、用意するのに

非常に時間がかかる。そのため機材と同時に供与されることが必要である。

5－2、要員訓練および確保
 技術協カプ1コジェクトではプロジェクト運営に必要な人材の日本での研修を必要な

規模で行うことができる。トルコ入口教育プロジェクトでは、毎年数名の職員を家族
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計画分野およびメディア制作分野で受入れた。

 家族計画分野では2名の局次長がJ I CA、厚生省を訪れており、はじめの3年間
のプロジェクト期間中に9名の研修員が日本へ出た。

 メディア制作関係の研修員派遣で困難な点は受入れ先の確保である。長期間（3カ

月から6ヵ月）の研修を受け入れてくれる機関は限られていることもあり、J I CA

自身で実施している沖縄国際センターの視聴覚技術関係の研修コースヘの参加を前提

にして派遣している。沖縄国際センターの視聴覚技術研修は、第5章で述べたように、

メディア制作の初歩から中級程度までのグループトレーニングである。また宿舎と研

修場所が同じ敷地内にあるために、時間外や休日の機材の使用も不可能ではなく、講

師とも日常的な接触が可能であり、研修の密度がかなり濃いことが特徴である。

 これ以外に訓練の形態としては、日本から専門家が派遣されトルコ内で訓練する場

合もある。本プロジェクトでは3年間にメディア制作の短期専門家として4名、機材
の据付け専門家が4名派遣され、それぞれ短期間ではあるが、メディア制作実習と機

材の操作実習を行った。専門家は沖縄国際センターを中心として派追されており、研

修員受入れと専門家派遣をリンクさせることができた。

 またメディア制作関係の7名の研修員のうち、すでに帰国した5名は全員コミュニ
ケーションセンターに配属されている。しかしここのコミュニケーションセンターを

運営して行くためには約50名のスタッフが必要である。現在約20名のスタッフが配
属されているが、まだ十分ではない。

6、人口家族計画協力におけるメディア方略をめぐる課題

6－1、メディア方略の開発
 教育メディアを利用するには、メディア機器つまりハードがなくてはならないので

あるが、それ以前にメディア方略を策定する努力がなされなくてはならない。そのた

めには、メディア利用に関わる調査をする必要がある。われわれはこれをメディア環
境調査と呼んでいる。

 メディア環境調査は人々がさまざまなメディアとどのような関わりを持っているか

を明らかにするものである。これはマスメディアのみならず人々が形成しているコミ

ュニケーションネットワークを解明するものでなくてはならない。その点、トルコで

は、われわれ自身、十分な問題意識を持っていなかったこともあり、これまでのとこ

ろコミュニケーションネットワークの解明は十分できていない。

 また1司時に、家族計画に関するコミュニケーションの流れも明らかにする必要があ

る。トルコの場合、家族計画のコミュニケーションにおいて最も重要な拠点、つまり

戦略点は助産婦であると推定された。他の国では、村落レベルの家族計画普及員であ

る場合もあろう。いずれにしろ、地域の人々との同質性が高く、人々と対人的コミュ

ニケーションを行うことのできる入である。

 その戦略点をとおしてマスコミと対人的コミュニケーションは補完関係にあり、マ

スコミはr認知」、対人的コミュニケーションはr評価、実施」をロールとしている

と思われるが、トルコの調査ではその点でのはっきりしたデータは出ていない。

 こうしたことから十分なメディア方略を策定するためには、インタビュー調査と平

行して、住民や家族計画情報の戦略点の生活調査、ライフヒストリー調査などを実施
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して、村のコミュニケーションネットワークに迫る努力を惜しんではならないだろう。

6－2、メディア方略とメディア機器
 国際協力の場合、そのフィールドはわれわれにとって常に未知の領域である。その

ため活動は常に幾つかの仮説を設定し、それを検定していくものとなる。つまり十分

なメディア方略を設定するためのデータが不足しているため、実践をとおしてデータ

を収集し、方略を修正していくことが重要である。つまり国際協力におけるメディア

方略とはあくまでも仮説であり、実践の中で検討され形成されてくるものでなくては

ならない。われわれの研究調査はアクションオリエンディドなものである。実践を導

き、実践の中で検討、吟味される仮説を形成することが我々にとってのメディア方略

の策定の意味するところである。それゆえにメディア方略は柔軟性を持っていなくて

はならない。つまり与えられた条件の中で最適な方法を見出すという、工学的なもの

と言うことができる。

 また、メディア方略を具体化するメディア制作のためのハードの選定もひとつの仮

説に基づいて行われる。ハードはメディア方略を実践するための道具であり、メディ

ア方略が柔軟であったように、機器もひとつの可能性でなくてはならない。よくある

ことであるが、当初導入された機材を使うことが最も重要なことと考えられ、機材に

ふりまわされて柔軟なメディア方略を設定することがおろそかになりがちであること

は反省されねばならない。

【注】

1）重点国は次ぎの12ヵ国である。フィリピン、インドネシア、インド、パキスタン、

バンクタテシュ、タイ（エイズのみ）、ケニア、ガーナ、タンザニア、セネガル、エ

ジプト（入口のみ）、メキシコ。
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舞；7章

画像理解調査から見えてくるもの
はじめに

 本章は教育の普及していない地域における広報活動、教育活動を行うための基礎と

して東南部トルコで行った人口家族計画にかかわる画像理解調査の結果とその考察で

ある。非言語的コミュニケーションにとって画像は非常に重要であるが、画像の曖昧

さのゆえに、国際協力の分野における非識字者に対する画像の教育的価値については

はっきりした見解が出されていない。

 国際協力のなかでも技術協力は途上国を主な場とする教育活動である。開発途上国

の特性のひとつに国内の不均衡な開発があげられる。首都を中心とした大都市圏は、

多くの問題をかかえながらも、所得水準、生活水準、教育水準などが農村地域と較べ

てきわだって高い。テレビ、電話、新聞といったマスメディアの発達もあって住民の

意識も高い。反対に都市を離れた農村、漁村、山村はいまだに教育の機会が限られて

いることから就学率が低く、識字率も低い。そのため教育や公衆衛生、家族計画、農

業普及、林業普及、貧困対策事業等を実施するにあたって、対象住民への非言語的コ

ミュニケーションは重要である。そのため識字能力や画像理解能力の調査が不可欠な

要素である。特に教育メディアの選択や開発を行うにあたって、画像の理解に必要な

概念形成の水準を検討することは、その基礎となるものである。

 第6章においては都市部と農村部における家族計画情報の流れや水準の違いを示唆

する調査結果を得た。そこでさらに、トルコでも最も開発が遅れ、かつ入口増加率の

高い地区で総合的な家族計画に関する意識とメディア環境の調査を実施した。その際

に画像理解能力調査を合せて実施し、住民の画像理解の特性を検討した。本章では、

このトルコにおける画像理解能力調査を他の先行研究と比較考察することで、国際協

力活動において画像理解調査から見えてくる非言語的コミュニケーション利用におけ
る課題を検討する。

1、画像理解に関する先行研究

 験像を読取る力、映像から概念を得る能力は、文字を読む能力、つまり読解力と異

なり入間に不偏に偏っているものなのだろうか。教育メディア選択理論では識字に関

しては問題にしているが、映像理解能力をメディア選択の要因としているものはない。

 文化的に異なる地域における実験では、視覚教材の知覚が経験によって異なること

が示されている。遠近法を使って同じ大きさの顔が4つの違った大きさの窓にそれぞ

れ描かれている長方形部屋の図をヨーロッパ入とアフリカ入に見せた。遠近法絵画と

長い部屋に親しいヨーロッパ入は、窓が大きくなるにつれて顔が小さくなっている（見

掛け上は遠くなる）と判断した。遠近法を用いず、丸い家に住んでいるアフリカ人は、

遠近法を認めずに全ての顔が同じ大きさだと判断したとの報告がある（R㎝isz㎝ski1

988）。はじめに画像理解に関する開発途上国と先進国における研究の概略を述べるこ

とにしたい。
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2、開発途上国における画像理解研究

 開発途上国における画像理解研究はかなり多いが、いくつかの調査結果をまとめる

と次の様になる。

2－1、ネパールにおけるトリブバン大学の画像理解調査
 映像を理解する能力を教育水準が非常に低く、識字能力の劣るネパールの村人を対

象としたネパールのトリブバン大学とユニセフの調査を詳細に検討することに一したい。

 ネパールは、10～15％程度の村にしか車の通行可能な道路が通じておらず、多くの

村入はかなりの距離を歩いてはじめて道路に出るのである。ひどい場合には道路に出

るのに3週間かかる村もあると云われている。1971年のセンサスによると15才以上の

識字率は12．5％であった。

 ネパールのトリブバン大学国家開発サービス（Nati㎝a1Deve1op㎜ent Service）と

ユニセフはネパールの18の村で約400入のほとんど学校教育を受けていない村入の画

像によるコミュニケーション能力を調査した（NDS＆UNICEF1977）。
 実験は同一テーマ6種類の画像（写真、背景カットの写真、詳細な線画、簡単な線

画、シルエット、デザイン化された線画）の認識、スティック画の認識、単一画像か

らのメッセージの読み取り、複数の画像からのメッセージの読み取り、色に対する嗜

好性を調査した。結論は次のとおりである。

（1）学校教育を受けていない村入に絵だけでコミュニケーションや教育をしようと

しても成功しないだろう。その理由は次のとおりである。

①学校教育を受けていない村人は画像がメッセージを担っていると思っていない。

②画像はメッセージを伝えるためにしばしばシンボル（X、〉、→、等）が使われる

 が、その意味は教育を受けていない者には理解できない。

③メッセージを伝えるために画像は、しばしば特定の順序で見られるべきシリーズと

 される（言語が左から右に書かれる場合には、しばしば左から右へ）。読み書きを学

 召したことのない人々は、ある特定の順序で画像を見る必然性を感じない。

④たとえ画像のなかのさまざまな対象物の描写が村入に明確な場合でも、その対象物

 を平置（juXtapoSition）されたものとしてとらえ、その画像を説明する必要性を感

 じない。

（2）最も効果的な画像の型は、明確で、現実的で、不必要な背景を持たないもので
ある。三段階階調描写（three－t㎝e dr洲ing）は「簡略化」した画像より良い。定型化

（sty1ished）の程度を高くすると成功度が減少する。

（3）しかし、極めてラフな定型化した画像であっても、既に対面接触（pers㎝一to－

perSon）によって伝えられているメッセージを思い出す際には有効である。

（4）もしも描写されているもの、例えば建物や衣類等がその地域に身近な型である

場合には意図が達成されやすい。

（5）一般的にネパールの村人は明るい色が好きであり、特に赤色は楽しさと結びつ

いている。鈍い色や暗い色は好まれない、それらは不幸とか悪霊に結びついている。

2－2、ネパールにおけるマクビーンの研究
おなじネパールで、マクビーン（珊。Bean，G．1989）は動作や動きを伝えるための画像
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（静止画像と動画）理解の研究を16の村で各村30入、計480入の非識字者を対
象に行った。同じ地区から2つの村を選び一方をコントロール群、いま一つを実験群

とした。各村に2週間おきに6回訪間し、画像理解の調査を行うと同時に、実験群の

村では訪間する毎に、画像の教育を行った。その結果は次の様なものであった。

（1）静止画像

①村人は静止画像が動きを表していることを理解することが困難であった。

②コントロール群と実験群との比較では、例えかなり遠隔の地域であっても、学習は

 行われた。画像が身近に存在しない、他の地域の人々が造ったものを表したもので

 も、インパクトを持ちえるのである。これは他の画像理解研究の知見、つまり理解

 を決定する上で唯一の最も重要な要因は視覚的経験の有無であるという結果を強く

 支持するものであった。

③村入の関心を画像に向け、さらに画像の理解を指導することで、かなり容易に視覚

 的リテラシーの水準を引き上げることができる。視覚的リテラシーを向上させるこ

 とは文字のリテラシーよりも容易である。

④それゆえ、視覚的リテラシー水準の低い村入を教育する際に、彼等に理解できる画

 像を開発するのでは狂く、彼等の画像理解の水準を上げることの方が重要である。

 なぜならば、ひとたび視覚的リテラシーの水準が上昇すれば、それはあらゆる分野

 の画像理解の上昇につながり、村人にとって益が大きいからである。

（2）動画

 これまでテレビを見たことがない52人の村の婦人を対象に、3つの番組を流して、

そのつどインタビューを行った。

 はじめの番組は経口補水液「㎜n－chini－pani」をテーマにした20分のドラマであ
る。下痢と脱水症で苦しんでいる少年に対して、母親は水を飲まそうとしない。娘は

学校で下痢には経口補水液が有効であり、その作り方を学習した。家に戻って、補水

液の使用を母を説得するが、母は聞こうとしない。娘は学校へいつて教師を家に呼ぶ。

教師の説得でやっと補水液を使うことで少年が回復する。

 2番目のビデオは10分の漫画を使ったアニメーションである。汚い水を鄭むと病
気になること、便所を設置したり水源を守ること（このアニメでは蓋を付ける）で病

気にならないことを教えるものである。

 3番目のビデオは20分のドキュメンタリーで、ネパール政府がユニセフの支援で
行った水供給プロジェクトを扱ったものである。

①1番目のビデオ視聴後、80％の女性は病人にどのような手当がなされたか、、ど
 のような病人の扱いが正しいのか、娘がどのようにして経口補水液を習ったか等に

 ついて正しく回答した。また7，5％が経口補水液の作り方を理解していた。

②2番目の公衆衛生に関するアニメーションでは水の衛生については90％以上、汚
 水によって子どもが病気になることに関しては80％以上の正解を得た。アニメの
 申にグラフを利用した場面があったが、それに対しても63％がグラフで表現しよ

 うとした考えを理解していた。

③3番目の記録番組は最も理解が難しかった。しかし、65％がプロジェクトについ
 て理解したが、その実施されている県の名前については誰も答えられなかった。そ

 して13％の入はどのような地域でプロジェクトが行われているのかについて答え

 られたにすぎない。
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④この調査の結果は、テレビは情報を伝える非常に優れた方法であるり、かっもし情

 報が人間ないしはアニメーションによるドラマ形式で伝えられると効果は一層大き

 い、というこれまでの知見を確かめるものであった。。

⑤テレビメディアによる情報伝達効果の成功度が高いのは、メロドラマ形式Soap－

 Operaの劇である。

2－3、ブラジルにおけるフォンセカらの研究
 フォンセカら（Fonseca，L．＆B．Kear11960）はブラジルの青少年クラブで実験を行っ

た。その結果、画像シンボルpictoria1sy㎜bo1の理解と学習に影響を与えるのは年

齢と教育の二つの要因であることを見出した。その結論は次の様なものであった。

①学校教育を充分に受けていない青少年に対して最も効果のある画像シンポルは、詳

 細な点をうまく省いたものである。詳細すぎても簡単すぎても理解度は低くなる。

②身近なものを描いた画像は理解度が上り、逆にその地域に見慣れないものは理解度

 が下がる。

③いくつかの段階や行動を含んだある過程を示す場合には、多くの絵を使わなくては

 ならない。

④最上の理解を得るためには、画像シンボルは可能な限り現実的でなくてはならない。

 イメージ処理（動物の擬人化等）はどの様なものであっても理解度を減少させる。

⑤言葉と画像の両方のシンボルを同時に使うには充分な注意が必要である。教育水

 準の低い人々は画像シンボルから非常にわずかな言語的な説明しか得ることが出来

 ないからである。

 フォンセカらは、ある過程やストーリーを絵で説明するためにシンボルを使用する

にあたって、シンボルの順序をはっきりとすることが非常に重要であると指摘してい

る。そして、特に独断的なシンボル、つまりそれ自身意味を持っておらず、教育によ

って教えられる「＄」「？」「十」の様なシンボルは、注意深く使わなくてはならな

いとしている。

2－4、ケニアにおけるホームズの研究
 1961年から62年にかけてケニアで研究したホームズ（A1an，C．Ho1ms1962）は、人

々の画像の理解を考えるには事前テストが不可欠であるとし、その結果を次の様にま

とめている。

①ある事柄（例えば飲み水を沸騰させる）を伝えようとする場合、教育水準の低い人

 に対しては沢山の絵を順番に使うとよく理解された。一連の動きを一枚か2枚の絵

 で理解させることは困難であった。

②デザイン化された画像（アイソタイプやスティック描画）は、そのシンボルが身近

 なものであれば、説明を特に難しくすることはない。

③絵の中の過度なディテールは理解を困難にする。

④過度の簡略化もまた理解を難しくさせる。

2－5、タイにおけるダマンの研究
 ダマン（Da㎜an，N．）は東北タイ地域で識字者と非識字者の両方にラジオ番組、物語、

写真、描画、色に関する理解の調査を行った。その結論は次の様なものである。
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①村人は身近なものに関心を示す。教材は現実的で特徴的なものでなくてはならない。

 抽象的なものは村入に理解されない（「骸骨と交差する骨」は危険のシンボルでは
 なくある種の精霊と見なされる）。

②身体のある部分を表すものは、身体全体の一部を表すものとは理解されない。

③白黒のいろいろな様式の画像のテストの結果によると、写真は最も入気があり、線

 画は最も人気がなかった。

④線画（stick figures）は、身近なものの場合に、村人は理解する。

⑤カラー画像は白黒よりも好まれる（ただしこれは理解のテストではなく、色のつい

 た絵とつかない絵を見せて、どちらが好きかと聞いた結果である）。

⑥絵やポスターの色のうちで、実際の自然の生き物の色が好まれ、理解が容易である。

⑦赤は最も入気のある色である。オレンジは宗教の色と見られ、黒は老年や死を意味

 しており、自は純粋、青は意味のない冷たい色、緑はもっとも好きでない色である。

3、先進国における画像理解研究

 開発途上国における研究と較べると数は少ないが、先進国に於ける画像理解研究も

行われている。先進国においては非識字者は少なくいため解釈の困難さが増している

ことがうかがえる。

3－1、グラフと挿絵に関するヴェルノンの研究
 ヴェルノン（Vem㎝1952）は数値データ表と統計グラフの理解に関する実験から次

の様に緒論している。

①知的で高学歴の入はグラフ化された情報をうまく処理できる。教育水準の低い入に

 は文章による説明が必要である。

②データの読み取りに関し、線グラフと数値表の効果は、線グラフの方が数値表に較

 ぺ多少よい傾向はあるももの差はなかった。

③グラフ又は表が「読手の理解力を越えた」ものを教えることを促進することを支持

 する証拠は全くなかった。

 知的でない低学歴の学習者がグラフ使用に成功しないgは、視覚的に学習したもの

を質問に対する解答として書くことに「翻訳」する困難さのためとも考えられる。低

学歴者が文章による説明によって成功するのは読んだことを単純に繰返す事を学習し

ているからかもしれないのである。

 このグラフが教育水準の低い入にとって読み取ることが難しいという結果には、い

くつかの解釈が成皿する。つまり教育によってグラフを読み取る能力が成立するとも

言えるし、または高学歴な入は単にグラフを使用した経験が多いだけだともいえる。

それゆえにこのことから、学習者の特定の提示メディアに対する準備性の問題として

捕らえることも、グラフを読むスキルの必要性のある訓練をそれ以前に受けた量の問

題であるとすることも可能であろう。

 また、学校に通うことによって子どもは、自分が見ること感じることの全てを言葉

によって表現する習慣を押し付けられる傾向にある。そして活動を通してのコミュニ

ケーションは奨励されない。実際にそれは西欧文明社会では強く抑えられているので
ある。
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 またヴェルノン（1953）は挿絵の効果の研究を行っている。同じテキストを16～18才

の二つの対象集団に与えられ、一方のグループのテキストには挿絵を入れた。その結

果を次の様に報告している。

①挿絵の入っている方が理解されやすいと云う明確な証拠はなかった。

②挿絵の入っている方がよく記憶されると指摘できるが、テキストの一般的な主題に

 関しではかえって理解が少ない。

③挿絵は関係や説明の提示に関して効果はなかったが、情動を高めたり、動機を強め
 る効果はあった。

3－2、スライドの理解に関するハートレーの研究
 ハートレイ（Hart1ey1971）はスライドを使った講義教材と黒板の絵による講義教

材に関する学生の反応を比較した。実験は次の様に行われた。

 実験は映写室の設置された大講義室1ecture theatre・で行った。実験者は講師と

学生から見える位置に座り、講義の様子は録音された。スライドと黒板で提示された

項目はノートに記入し、その時間も記録した。10日後、12の質問項目からなるテスト

を行った。そのうちの6項目の内容はスライドと共に教えられたものであり、他の6

項目の内容は黒板によって提示されたものである。学生は自分の講義ノートを使って

答えるように指示され、またその質問自体がノートに記入されているか否かをも記入

するように指示された。さらに、学生には講義におけるスライド使用に関する意見を

聞く質問紙が配付された。

 比較はそれぞれ6項目の質問群間で行った。二つのグループの間に差は見られなか

ったが、ノート記入はスライドよりも黒板からなされている傾向が見られた。ノート

を参照しても誤答した比較を質問群の闇で行った。この結果は（有意ではなかったが）

スライドで示された項目に間違いが多い傾向があった。さらに加えて、スライドで提

示された内容には黒板提示に比べてノートの漏れが多かった。

 スライド使用に関しては、学生の90％がスライド使用に満足（充分ではなくても）

したと考えていた。10％の学生がスライドが多すぎたとしており、71㌫の学生は講義

中にスライドを理解するためにもっと間がなくてはならないと述べている。

4、先行研究の考察

 こうした結果から言い得ることは、画像を理解するには画像を提示される枠組み
（画像や映像の約束事）に対する理解が必要なことである。また画像内容の理解には、

対象物の存在する世界内での位置、すなわち対象物のおかれている状況に対する一定

程度の理解が必要であることを示しているといえよう。つまり、映像による学習を可

能にするための広い意味でのレディネス（準備性）の存在が予測される。ただこれは

既に述べたように、単にそうした絵や写真、シンボルの経験の量による可能性もある。

しかし、こうした接触経験も含めた形で画像に対するレディネスと考えても差し支え

ないと思われる。

 これまでのメディア選択モデルは教師と生徒の住む世界が基本的に均一な社会にお

けるモデルであるため、映像提示の枠組みのずれや、映像の中身である提示対象物と

学習者の世界の不均一性はあまり問題とならなかった。しかし国際協力では、それぞ
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れの国の間、および一つの国のなかの教育文化的背景のギャップの為に、画像理解の

枠組みや理解の前提になる社会的な了解が異なるため、視聴覚メディア利用の際には

学習対象者の映像理解のレディネスを検討することが必要である。

5、トルコにおける画像理解調査

 トルコではこの分野の画像理解に関する調査報告は見受けられないため、トルコで

最も開発の遅れている地域で家族計画とメディア環境の基礎調査に合せて画像理解の

調査を実施した。

5－1、調査概要
調査時期：1990年11月

調査地点：東南部トルコのアデヤマンア県内の4つの郡の20カ村

調査対象：各村で20入の既婚女桂（ユ6才から49才まで）合計400入。調査対象女性の抽

     出は等間隔抽出法とし、村の端の家から3軒毎訪問し、留守ないしは対象

     女性がいない場合には隣の家を訪間するようにした。有効回答は404入

調査方法：助産婦20入による訪問インタビュー調査、助産婦にはあらかじめ調査方法

     の研修を行った。言語はトルコ語およびクルド語（助産婦は両方の言語が

     理解できる）だが、記入は全てトルコ語で行った。

調査内容：家族状況、家族計画、家庭環境、メディア環境、19枚の画像を見せて質問

     に答えさせる。答えは助産婦が記入・

 画像は全て保健省がポスターやパンフレットの形で配付しているものから19枚を

選んだ。内容はグラフ3枚、二つ以上の画一像でメッセージを伝えるもの7枚、分解図

2枚、昆虫の拡大図2枚、様々な抽象度を持った描画5枚。

5－2、調査結果
使用言語：トルコ語258入（63．9％）、クルド語145入（35．9％）、無回答1入（O．2％）

平均年齢：28．4才（標準偏差7．0）

結婚（初婚）年齢：16．7才（標準偏差2．7）

妻7－1調査対象者の教育水準

未就学

小学校王年未満

小学校1年～2卑

小学校3年～5隼

小学校卒業

中学校卒業

高校卒業以上

合   計

254入   62．9％

23     5．7

21     5．2

20    5．0

8ユ    20，0

 2     0，5

 3     0．7

404     100
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図7－1 調査に使用した画像



識字率：29．0％（自分の名前を書くことができることを識字とした）

    問r読めますか」：はい125入（30．9％）、いいえ279人（69．1％）

    問「書けますか」：はい117人（29．0％）、いいえ287人（71．0％）

子どもの数：平均4．1人（標準偏差2．7）

現在妊娠中の率：20．3％

電話の所有：2人（0．5％）

テレビの所有：白黒テレビ115入（28．5％）、カラーテレビ118入（29．5％）、

       カラー、白黒の合計233人（57．7％）

（1）画像理解の調査結果

表7－2画像理解調査の結果（入数、カッコ内％）

画像番号 正解数 部分的正解   誤答 無回答、不明

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

29（7．2）

 1（0．2）

167（41．3）

11（2．7）

184（45．5）

 7（1．7）

 4（1．O）

89（22．0）

24（5．9）

123（30．4）

27（6．7）

66（16．3〕

22（5．4）

23（5．7）

266（65．8）

35（8．7）

20（5．0）

381（94．3）

 8（2．0）

18（4．5）

40（9．9）

26（6．4）

17（4．2）

72（17，8）

24（5，9）

183（45．3）

49（12．1）

113（28．0）

90（22．3）

299（74．0）

292（72．3）

192（47．5）

240（59．4）

207（51．2）

296（72．7）

302（74．8）

241（59．7）

181（44．8）

242（59．9）

81（20，O）

304（75．2）

161（39．9）

218（54．0）

126（31．2）

251（62．3）

171（42．3）

14（3，5）

288（7！．3）

58（14．4）

71（17．6）

45（11．1）

127（31．4）

13（3，2）

84（20．8）

26（6．4）

50（12．4）

199（49．3）

39（9．7）

296（73．3）

34（8．4）

38（9．4）

114（28．2）

12（3．0）

 5（1．2）

213（52．7）

 9（2．2）

18（4．5）

注：（1）部分的正答とは全体を記述したり、正解に極めて近い答を分類した。2つの

絵からなる問題で片方を正答したものは、入れていない。

①一枚の絵

 一枚の絵を読取る画像は昆虫の拡大図を含めて7枚である。その中で最も正解率が

低いのは凱骨がタバコを口に姪えている絵で1％であった。ついで肺の中にタバコが
ある絵（2．7％）。理解されやすいのは水道の蛇口（94．3％）と子供が手を洗っている絵
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（65．8％）であった。昆虫の絵は蚊（30．4％）、蝿（45．5％）である。分解図に関してはト

イレが22．0％、妊娠の進行状態5．7％であった。

②複数の絵からのメッセージ

 複数の絵からメッセージを読取る課題は7つであるが、最も正解率の低かったのは
フッ素の虫歯予防（0．2％〕、農薬を子供から遠ざける（1．7％）、甘いものをやめて歯を

磨こう（2．0％）、農薬散布後の器具と衣類は洗う（5．4％）であり、病院（41．3％）や子供

の誕生（16．3％）は正解率が高い。

③グラフ

 3つのグラフの正解率はそれぞれ5．O％、5．9％、6．7％と同程度の結果を得た。しか

し、いずれも無回答の率が50％程度あり、はじめから答えをしない場合が多い。絵の

無回答率が10％前後が多いことと対象的である。

6、結果の考察

 画像理解の調査結果を考える際に、給自体の理解の問題、つまり描かれた給自体を

正しく読取ったかという問題とメッセージ理解の2つの段階に分けて考えるべきであ

ろう。給自体の理解には、例えば遠近法の発達や大きさの恒常性等の問題があり、メ

ッセージ理解は絵が表そうとしている状況への洞察や概念形成をみるものである。今

回の調査では画像理解を通して保健や公衆衛生に関する概念形成とメッセージの妥当
性を検討した。

①抽象度の高い画像は理解されない。

 凱骨、肺、フッ素、農薬散布等、概念が形成されていない限り理解できない抽象的

画像は正解率が数％である。

②画像自体の抽象度が同程度の場合、より身近な概念の正解率が高い。

 例えば工場の絵は7．2％であるにもかかわらず、殆ど同程度の抽象度と思われる病

院（4ユ．3％）や子供の手洗い（65．8％）は正解率が高いのである。さらに、水道の蛇口は

94．3％と最も高い正解率である。つまり、村入の身近にある事象ほど正解率が高いと

考えられる。

③二つの絵からひとっのメッセージを得ることは困難である。

 二つの絵が因果関係や時間経過を示している場合に、それを読取ることが出来ず、

個々の絵の意味を答えることが多い。つまり複数の絵が描かれている場合にその絵の

間の構造を洞察することが困難である。

④グラフを読取ることは難しい

 3つのグラフの正解率はいずれも低い。しかし、5～7％の正解率があることから、
教育水準と関係があるのではないかと思われる。

⑤分解図の中では空間的な分解図は時聞的な分解図より正解率が高かった。これは空

間的な分解図がトイレという生活に密着した題材であったからとも考えられる。

 この地域の婦人の画像理解に関する結果はネパールにおける調査と若干異なる部分

がある。複数の画像を提示した場合、ネパールでは構造を把握できないために画像の

説明を出来ない場合が多いが、トルコでは構造が把握できなくても個々の画像につい

て積極的に答えている。これはインタビュアーとの同質性、女怪の地位等も影響して

いると考えられる。
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7、今後の課題

①動画による調査の必要性

 今回の調査では静止画像のみを使ったが、動画を使用した場合には時間概念を伴う

事象に関する理解が容易になると考えられる。家族計画や母子保健分野の概念には時

間概念無しには対処できないことが多いため、動画を使用した映像理解調査を行う必

要がある。

②村入の生活の理解

 教育水準の低い人々の画像理解、すなわち概念形成は人々の生活体験に強く作用さ

れている。そこでメディア開発を行うにあたっては対象となる村入の生活に対する理

解が必要である。

③画像リテラシーの向上に関する調査の必要性

 今回はユ回の訪問調査のみで分析したが、同程度の理解度を持った画像を利用して、

複数回訪問調査を実施することによる画像リテラシーの向上を調査する必要があろう。

④保健省内のメディア制作態勢の整備

 これまでポスター等で使用している画像はかなり抽象度が高く、また村人の生活環

境と離れている。保健省内のメディア開発にあたって調査研究する組織がなく、上位

下達でデザインが決定されている。保健省の中にメディアの調査研究一開発一普及一

評価を行う組織を構築する必要がある。

8、画像理解調査からみえてくるもの

 マクルーハン（1964）によれば、我々の生きている時代は印刷時代（グーテンベルク

時代）であるという。マスメディア特にテレビによって、社会は次第に直接的な対面

コミュニケーションを行うようになっている。また、空間自勺な距離を克服して即時的

な双方向コミュニケーション（電話）が可能である。その結果として、身振pの役割

や視覚表示、言葉の抑揚が増加し、明確で段階的な論理的提示が減少しているという。

そして、現代の子どもたちは生まれたときからテレビや電話に取り囲まれている。そ

のため乳幼児の教育は一層即時的で視覚提示を通したものにな1っている。ところが学

校は書かれた言葉が支配的であり、それによって試験が行われる。このようなちぐは

ぐなシステムは再検討する時に来ている。なぜなら現代の子ともたちは親よりも画像

のメッセージを読むことにずっと優れているからであるという。

 ロミチョフスキー（1988）は画像の「読解」を一部は経験から、また一部は教育によ

って学習するとしている。非常に簡単な絵であっても、それを理解するのは学習によ

るのである。例えば、遠近法の認識は人間が普遍的に持っている生来的なものではな

く、ルネッサンス時代に開発普及したものである。現代において絵を描く時に誰でも

が無意識に使っている。そのため近代西欧文明の世界にあっては、子どもは遠近法を

使用した絵を通して、つまり自分の環境と絵によって再現されたものの比較を通して
学んでいくという。

 中野（1988）によれば画像を読取る能力は、「画像の理解を、知覚や認知の対象とす

る限り（中略）自然に育つものであり、特に学習を必要としない」とし、いわゆる特
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別な映像読解能力ないしは映像リテラシー教育を考える必要はないという。また「画

像で表されている概念を既に保有しているから、解る」のであり、画像にしろ、言語

にしろ、概念が既に保有されていなくては、解らせることが出来ないと指摘している。

 またマクビーンが示唆しているように、画像理解の準備性の獲得は識字ほど困難で

はなく、比較的容易に獲得できるものなのかもしれない。しかし、彼もその画像理解

の準備性はどのような心的メカニズム、教育的働きかけによって用意されるものか語

っていない。彼の調査の中で画像理解のレベルが訪間の度に上昇したのである。その

意味で中野の述べているように概念の保有が画像理解に先行し、画像の意味の読み取

りは、先有概念の想起ないしは結合を意味しているとも言えるであろう。

 こうしたことから、教育水準の低い人々に対する画像の教育利用はふたっのアプロ

ーチを常に検討する必要がある。ひとつは村入の画像理解の水準と傾向を把握するこ

とであり、いまひとつは村入の画像理解の水準を引き上げるための教育的働きかけの

必要性である。村人に分りやすい画像を利用することは普及宣伝活動を効果的に行う

ために必要なことであるが、一定程度の了解可能性がある画像に関しては、村入の理

解を促進する活動が必要になってくる。これは村入が近代的な医療、公衆衛生、科学

技術、農業技術を獲得するために不可欠な学習の一部をなすものである。もちろん成

人識字教育は必要であるが、それ以前に画像によって生活改善的な知識、技能を獲得

することは必要だからである。無言語社会においては識字教育が困難であり、また獲

得した識字を維持することはさらに困難である。そのため非言語的コミュニケーショ

ンの重要性が指摘されているところであるが、画像理解における教育的働きかけは、

この意味でも重要である。

 この画像理解のための教育は、組織的なものではなく画像提示の際の説明の方法や

提示の頻度といった実践活動に伴う、働きかけの形を取るはずである。それは組織的

なカリキュラムではなく、提示する側の村人に対する姿勢や助言といった形を取るこ

とになろう。

 それゆえに残された課題は、もっとミクロなレベルでの村入への教育活動の側面を

検討することであり、画像理解を促進させる要因を実証的に把握することである。こ

れは単に画像理解の促進のみではなく、村入へのコミュニケーション活動全体をこれ

までとは別の光で明らかにすることになるはずである。
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糸書言商

国際教育協力論のアプローチと
         今字麦の言果是蔓

はじめに

 本論文では国際教育協力のさまざまな領域を検討してきた。大きく分けると国際的

な援助動向と我が国の政策、個別プ1コジェクトにおける課題の2つの領域である。第

1部では、まづ国際教育協力の理論的な側面を国際的および国内の動向を政策論議も

含めて議論した。ついで教育開発モデルの問題とN GOの問題を検討した。第2部は
個別のプ1コジェクトにおける課題として、国際教育協力における教育メディア利用、

カリキュラム開発、メディア方略の作成、面像理解の課題を取り扱った。この章では

これまでの論議のまとめをするとともに国際教育協力の研究すなわち国際教育協力論

の今後の方向性と調査研究のあり方について述べることで結論としたい。

1、本論のまとめ

（1）国際教育協力の領域と課題

 第1章においては、国際教育協力は他の分野、例えば経済開発分野とは異なる教育

という営みの特殊性から検討することが必要であること、そのために開発経済学の視

点からの教育援助批判は妥当性を持たないことを指摘した。次に開発途上国の教育闘

発の状況が、経済状況や入口増加、地域および個々の国の状況によって、大きく異な

っているものの、国際的な教育開発の格差は広がりつつあることを指摘した。こうし

たなかで国際教育協力の流れは90年代以降、量的拡大から質の充実、学習の達成や

社会的公正へと大きく変化してきたことを、万人のための教育世界会議やDAC新開
発戦略、我が国の政策を含めて検討した。こうした動きの中で、国際教育協力論とし

て扱う課題として、援助協調への対応、社会的弱者への対応、教育協力の評価、人材

の育成等いくつかの点を指摘した。

（2）教育開発モデルをめぐって

 第2章では60年代以降の教育開発モデルを概観し、そのアプローチの問題を検討
した。教育開発モデルにおいては就学率とGNPを比較することが古典的な手法であ
る。しかし、初等教育就学率が一入当たりのG N Pとうまい相関を示さないために、

中等教育や高等教育就学率を含めた指標を作成し、それと経済的な指標との相関をと

っている。しかし、教育開発にとって経済は所与の条件のひとつに過ぎず、それ以上

の物ではない。つまり、同じ経済開発状況にある国や地域であっても教育開発の状況

は様々だからである。そこには文化、歴史、地理、宗教、政治的安定性響の社会的な

諸条件が強く影響している。例えば、ハービソンとマイヤース（Harbis㎝F and C．A．

胞yers1964）は60年代の日本が教育開発水準は世界のトップレベルにあるにもかか

わらず、一入当たりのGNPは300ドル台であることから、教育に過剰投資してお
り、経済開発を優先すべきであるとの判断を下しているのは、日本の社会的諸条件を
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無視した、統計のみでものを云う間違いである。

 近年の教育開発モデルには政府の役割や政策の重要性を指摘するものがある。日本

を含めた東アジア、東南アジアの経済発展の要因として教育開発の重要性をみようと

するもの、また、教育政策のアジア的特徴、その影響を指摘する論もある。

 教育開発にとって政府の役割は大きいが、それは正に働くだけではなくマイナスに

も働く。政治的安定性は教育開発にとって決定的に重要である。そのことはアフリカ

や中南米での初期の構造調整政策が大きな影響を与えたこと、アフリカの内戦が教育

に壊滅的な打撃を与えたことからもうなずける。

 教育支援を行うには、教育のみならず幅広い検討が必要であり、総合的な施策とし
て教育開発が行われることが求められている。教育開発モデルは開発の方向性を検討

するには有効であるとしても、あくまでもひとっのアプローチに過ぎず、より幅広い

知的荏ネットワークを構築し、政策として実現させて行くことの必要性を指摘した。

（3）国際協力におけるN G Oの役割一パートナーシップ論をめぐって一

 第3章はNGOの役割をパートナーシップ論の観点から検討した。国際NGOの活
動の中心は教育と保健の分野であり、この傾向は近年も変らない。NGOの組織、活
動は多様性であり、その多様性こそN GOの本質の一部であると思われる。そのため

コーチン（Korten David1990）の主張するN GOの発展段階は、N GOの開発に対す

る役割の多様性として理解する必要がある。しかし、コーチンが指摘するようにN G

○の方向憧として、救援活動から小規模な地域開発へ、さらに新しいシステム形成や

オルタナティブな開発へむけてのアドボカシー活動へと云う指摘はうなずける。つま

り直接援助から間接支援へ大きく変化している。日本の代表的なN G Oもその方向を

辿っている。これはNGOが開発の主体からパートナーへと変化して行くことを示し
ている。NGOと開発途上国の関係はパートナーシップ論として語られねばならない
のである。

 パートナーシップ論とはDAC新開発戦略で強く指摘されている考え方である。こ
れによると、現在の開発の課題は多党制や地方分権化を含んだ良い統治、市場経済化

に伴う民間部門の育成、環境問題、男女格差の是正など、これまでの開発の主流であ

った経済的条件整備（ハード面）とは異なったソフト面での課題である。こうしたソ

フト面の課題は政治状況の変革や経済システムの大きな転換を含んでいるために、開

発途上国自身のイニシャティブが必要である。開発支援は途上国のイニシャティブで

行われるべきであり、国際協力はそのイニシャティブが発揮される際の条件整備を行

うのである。そのような関係において先進国と途上国は開発におけるパートナーにな

るのだと云う。DACのパートナーシップ論の打出した具体的な新しい点としては、
途上国に於ける援助受入機能の強化、援助国側の政策の一貫性と途上国の状況に見合

った支援体制の形成を挙げることが出来る。

 こうしたNGOとO DAによる開発途上国支援におけるパートナーシップは、N G
○も含めた援助機関が途上国の開発におけるチェンジエージェントとして働くことを

打出したものと見ることが出来る。チェンジエージェントとはロジャース（ROgerS

Everett M1971）がイノベーションの伝播における重要な役割を担うものとして検討

したもので、「複数の社会システム間のコミュニケーションのつなぎ目の役をはたす」

機関や人間と定義される。この定義によれば開発を含めたほとんどの変化はチェンジ

一140一



・工一ジェントがあらかじめ計画的に考えて行動した結果として生起するのである。

 ロジャースが展開しているチェンジ・工一ジェント論における重要な概念として同

質性Ho固。phi1yと異質性Heterophi1yがある。同質性と異質性とは交わりのある二
入の入間が属性の類似している度合いを示そうとする概念である。属性には人種、民

族、言語、宗教、教育、生活水準、性、年齢、職業、社会的な参加度など多様である。

チェンジ・工一ジェントがイノベーションの普及対象者と交わる際に、属性の同位性

が高い場合は同質性が高いとし、差が大きい場合を異質性が高いとする。一種の相対

的な比較概念である。コミュニケーションは同質性の高い入の間ではスムーズであり、

異質性の高い入の間では困難である。異質性の高い社会や人との間のコミュニケーシ

ョンを取り持つ役割を持っているチェンジ・工一ジェントは両方の社会との異質性と

同質性のバランスをうまくとらないと、イノベーションを伝えることに失敗してしま

う。そのバランスを保つために異質性の萬いチェンジエージェントはターゲットとの

同質性の高い補完的工一ジェントを採用する。

 ODAとNGOをチェンジエージェント論から検討すると、その二つは同質性／異
質性の観点からは逆の動きになっている。つまり、ODAにおいてはチェンジ・工一
ジェントとして活動を強めることが必要であり、そのためには途上国との異質性を弱

める補完的工一ジェントの活用が広く行われねばならない。N G Oにおいては発展の

方向性としてパートナーシップヘの動きが明確に見て取ることができる。そこでは補

完的工一ジェントの活用が活発に行われている。そのためNGOが本来持っていた途
上国の地域社会との同質性が弱められ、かえって日本社会との同質性を回復している
のである。

 それゆえに現在はかってのようにO D AとN G Oの異質性が弱められ、協調・協働

の可能性が強く見えている。O D Aにとっては現在のN G Oは補完的工一ジェントと

して、適切な同質性／異質性領域に位置しているのである。またN GOにとっては間

接協力によって弱められる途上国の地域社会との同質性を、O D Aと協調することに

よって途上国政府や地方行政機関との幅広い協力を保つことで全体として途上国との

同質性を確保することが可能になるからである。

（4）国際協力における教育メディア利用の方法論

 第4章から第7章までは第2部として個別の国際協力プロジェクトにおけるアプロ
ーチを検討した。第4章では多くの国際協力プロジェクトにおいて利用されている教

育メディアに関する研究である。教育メディアを文化、言語、教育的背景の異なる開

発途上国で使用する場合には、これまでの教育メディア選択理論では不十分であり、

それぞれの国や地域における人々のメディア利用の実態とメディアの役割を把握する

ことが必要である。そのための方策としてメディア環境調査を行った後に、個々の目

標に合せたメディア選択を行うことが望ましい。メディア環境調査は研究者が対象と

なる人々の生活と意見に実際に触れることを可能にするため、メディア教材の作成に

当たっても重要な知見を与えることことになる。

（5）海外研修員に対する研修カリキュラムの開発

 海外からの研修員の集団研修コースはODAによる技術協力の重要な柱であるが、

そのカリキュラムの開発と実施に当たっては、一入一人のバックグランドや語学能力
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が多様であるため、日本入を対象としたプログラムとは異なるいくつかの方略を必要

としている。この章では視聴覚技術コースを例として、カリキュラムのセグメント化、

教材のモジュール化、ミクロ評価の導入等により、多様な研修員に対応した集団コー
スの運営の可能性を指摘した。

（6）人口家族計画プロジェクトにおける方略形成

 技術協力の主要な形態であるプロジェクト方式技術協力における方略形成を、トル

コ入口数有促進プロジェクトを例として検討した。

 都市と農村でのメディア環境調査を実施し、両者に家族計画情報に関するタブー性

に差があること、テレビ・ラジオからの家族計画情報は到達しているにも係わらず態

度や実践に結びついてないこと、医師や助産婦による対面コミュニケーションが重要

なことなどが明らかになった。これらは家族計画のコミュニケーション理論から導か

れる側面もあるが、トルコの宗教、教育、文化的状況。そして保健政策の影響が複合

的に現れている。こうした調査結果から、助産婦への研修と教材の供与、マスコミか

らのメッセージの都市と農村に対する差別化等を柱とするメディア方略を作成した。

またメディア方略実現の為の課題と実施上の留意点を検討した。

（7）画像理解調査からみえてくるもの

 国際協力が直接地域の人々を対象とした活動へと傾斜して行く中で、非識字者ある

いは教育水準の低い人々に対する教育活動の重要性が指摘されている。こうした人々

に対する教育活動には非言語的コミュニケーションが重要であり画像が使用されるこ

とが多い。画像は知識の学習のみならず学習した概念の想起を促すことも指摘されて

いる。しかし、非識字者や教育水準の低い人々の画像理解は特殊性が認められる。東

南部トルコの農村女性の調査においても、

抽象度の高い画像は理解されない、二つの絵からひとつのメッセージを得ることは困

難である、面像が時間を表していることを理解することが難しいなどの結果を得た。

これは画像の理解が教育と密接な関係を持っていることを示している。

 こうしたことから、教育水準の低い人々に対する画像の教育利用はふたつのアプロ

ーチを常に検討する必要がある。ひとつは村人の画像理解の水準と傾向を把握するこ

とであり、いまひとつは村人の画像理解の水準を引き上げるための教育的働きかけの

必要性である。村入に分りやすい画像を利用することは普及宣伝活動を効果的に行う

ために必要なことであるが、一定程度の了解可能性がある画像に関しては、村人の理

解を促進する活動が必要になってくる。これは村入が近代的な医療、公衆衛生、科学

技術、農業技術を獲得するために不可欠な学習の一部をなすものである。もちろん成
人識字教育は必要であるが識字能力め獲得および維持は難しく、非言語的コミュニケ

ーションによる教育活動が重要であり、画像によって生活改善的な知識、技能を獲得

することが必要だからである。

2、国際教育協力論研究におけるアプローチの問題

 一見ばらばらに見えるこうした議論を通じて、世界、日本、個別プロジェクトとい

う縦糸とは別に、もう一つの横糸を明らかにすること目指した。それは国際教育協力

一142一



における政府中心の支援から地域社会を対象とした支援への転換である。地域の人々、

プロジェクトの対象となる人々に対する視点を持つことの重要性である。ODAにお
いても形態としては政府（中央）から政府（中央と地方）への協力であるが、その実

施に当たっては地域社会、そしてそこに暮らす人々への支援でなくてはならないとい

うことである。特に第2部での論議はプロジェクトを如何に人々の二一ズに合せたも

のにするか具体的な例に即して検討したものである。

中央政府 経済開発

地方政府 教育開発

地域社会 保健医療開発

図8－1 政府、地域社会と開発課題の関係

 図8－1は政府、地域と開発課題の関係をモデル化したものである。インフラスト
ラクチャーの整備も含めた経済開発は中央政府の主導で進められ、地方政府が一部の

開発を担う形態をとる。教育開発、特に本論文で主要な領域と設定している初等教

育は先進国では地方政府と地域社会の担う課題である。開発途上国においては中央政

府のイニシャティブによって初等教育段階からの開発が行われるが、一定の基礎がで

きた段階において、埴労政府と地域社会の参加が要請される。一方、保健医療の分野

は病院建設や医師の養成は中央政府主導で行われるが、70年代にはすでに近代的医

療の導入によってかえって農村地域を中心とする貧しい人々医療水準は低下してしま

うことから、プライマリーヘルスケアの必要性が認識された。そして国際協力におい

ても病院や研究所の設立とともに地域医療の促進強化を目的としたものが取入れられ

るようになった。

 現在のODAのシステムは、円借款による経済インフラストラクチャーの整備、無
償資金協力による施設建設、技術協力ではプロジェクトタイプ技術協力等が中心にな

っているように、中央政府に対する経済開発への援助に対応したシステムになってい

る。そのため、保健医療の国際協力の中心が地域社会へと移行するなかで、いくつか

の課題をかかえることになった。同じことが教育開発にも言えるのである。90年以
前の国際教育協力は高等教育と職業教育・技術教育を中心とした経済開発のための教

育基盤の形成を目指していた。それが90年以降基礎教育へと移行していった。大学
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や技術高校や職業高校の建設や技術協力から小学校建設、教員養成、現職教育、教材

開発などが課題になったのである。また女性の教育促進、家族計画のための教育活動、

先住民・少数民族への教育、識字教育等への国際協力を志向するとそこには調査研究

やアドボカシー活動も必要になってくる。図8－1にあるように教育開発の途上国側
の担い手も地方政府や地域社会になってきたのである。

 現在の国際教育協力において中心になってきた案件としては、円借款における中学

校等の建設や留学生借款、無償資金協力では小学校建設、技術協力では理数科教育等

である。これまでの無償資金協力のスキームはひとつの大学、高校、教育研究所を建

設するのに適したものである。日本のコンサルタントが設計・管理し、日本の建設業

者が建設する。そこでは日本におけ一る学校建設同様の、規準にあったしっかりした建

物を建設することができる。日本の予算の単年度執行に合せて造ることが可能である。

しかし、小学校建設は現地の工法を取入れて、50校から100校におよぶ多数の教
室を同時に作る必要がある。そこに日本のコンサルタント、建設業者が請け負うこと

は、費用的に割高になってしまう。つまり一般無償資金協力の枠組みは、小学校建設

とには不適当なのである。一度出来たシステムを変更することは、今の政党政治のな

かでかなり困難であり、新しいシステムを構築することはさらに困難である。そのた

め不適切であるにも係わらすず、そのシステムを使って新しい課題にを包含すること

になる。

 そのために、住民参加を前提にし、管理連営に於ける地域の協力すなわち学校運営

のシステム作りとともに行われるべき小学校建設が、地域と切り放された状況で進め

らることになるのである。初等教育の重要性の認識が小学校建設案件の増加として現

れていること自体は時期にかなったものとして受け取られるのセあるが、その方法論

が検討されなくてはならない。

 国際教育協力の重点は地域に移り、そのために支援策も埴域の人々を中心に考える

必要があり、それは政策のみならず、実施方法の変更をも促している。その中にあっ

て国際教育協力研究は必然的に学際的アプローチ、人間申心のアプローチが要請され

る。子どものおかれている社会的状況や学習の場、環境と教育、性と保健に関する教

育、女性の地位、多言語社会における言語、教育の地方分権化における政府と地域の

役割、小学校建設の社会的影響等々、研究における課題は多くの研究領域に跨がり、

多領域の研究者を必要としている。またそうした研究は政策課題と密接に結びついて

いる。そのため国際的にはO D A資金の研究領域への活用は活発になっているが、我

が国ではこの面が進んでおらず、研究と実践の溝が大きい。大学を含めた研究機関の

学際的な研究体制の促進やネットワーク作り等の体制整備と意識改革が必要であり、

政策立案実施機関にあっては研究調査評価等への資金の投入を促す措置が必要とされ

ている。

3、今後の課題

 国際教育協力の案件形成と実施に当たっては、地域社会への直接なアプローチが必

要であり、そのために研究のアプローチも学際的になることを示したきた。またそう

したアプローチの実践の一面を紹介した。

 地域社会ヘァプローチは、具体的に地域における調査として開始され、調査によっ
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て終わることになる。その際に問題になるのは、その調査が地域の人々から見てデー

タの牧奪になっていないかということである。国際教育協力のあり方が、子どもと地

域社会に暮らす人々への直接的な支援へと変化して行く申で、調査そのものも参加型

であり、調査されるサイドと調査するサイド両方がベネフィットを受けることの出来

る形式が要請されているのである。O D Aの枠組みから云えば、調査の費用もO D A

として途上国に供与されるのであるから、調査自体が人々の生活を豊かにするもので

なくてはならないのである。子どもが、そして地域の人々が調査の主体となりうる調

査のありかたが求められている。例えば二一ズ調査は、必要な二一ズが確定したらそ

の二一ズが、満たされるなんらかのインプットが保証されている必要がある。また、

いくつかの方策を人々が検討して、その方策を実際に行って実証的に示すことが必要
であろう。

 こうした調査と並行して、国際教育協力研究も研究の美名の元に調査対象が一方的

にデータを取られる形態はもはや取ることは出来ない。フィールドワーク活動は相補

性が求められており、研究者は観察者ではなくその地域への参加者、その地域の一員

としてのあり方が求められている。旅人としての研究者ではなく、同伴者としてのあ

り方が求められているのである。

 学際的なアプローチと地域への研究者自身の参加性があいまってはじめて国際教育

協力研究が子どもと地域の人々とまなざしに耐えるものとなるのである。その方略を

を実践的に検討することが私に与えられた次の課題である。
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言射舌宰

 はじめに本論文の審査にあたっていただいた主査の菅井勝雄教授、副査の中島義明

教授、厚東洋輔教授に心より感謝いたします。学部長、評議員と言う最も忙しい職務

にもかかわらず、多くの貴重なご指導とご助言、そして励ましをいただきました。

 本論の内容は多くの先生方の指導および友人や学生諸君との共同作業の中で曹まれ

たものです。特に次ぎの先生方にはさまざまな場面でご指導をいただきました。記し

て感謝の気持ちを表したいと思います。敬栗田一良元教授（横浜国立大学）、末武国

広名誉教授（東泉工業大学）、豊田行雄名誉教授（東京国際大学）、中野照海教授

（国際キリスト教大学大学院）、牟田博光教授（東京工業犬学犬学院）、村田翼夫教

授（筑波大学）、近藤勲教授（岡山大学）、大隅紀和教授（京都教育大学）、村井吉

敬教授（上智大学）、斎藤泰雄室長（国立教育研究所）、佐藤真理子助教授（筑波大

学）、檬闘循克子さん（国際協力事業国）、アンジェラ・リトル教授（ロンドン大学）

、久深田賢一教授（関西大学）、広量恭史氏（アジア開発銀行）、澤村信英助教授

（広島大学）。

 国際協力プロジエクトや開発途上国での調査研究への参加を可能にして下さった文

部省、外務省、国際協力事業団、特に沖縄国際センターと国際鶴カ総合研修所の関係

者、そして海外出張を許可されたばかりか励まして下さった人闘科学部の教官、特に

ボランティア人闘科学講座の教官の方々に感謝したいと思います。

 最後に、国際協力にたずさわるようになって20年が経過し、勤務先もマレーシア、

沖縄、トルコ、東京、大阪と変りました。長期滞在以外の短期の海外出張は80回を

数えました。そうしたなかで、時間に追われ荏がら研究を行ってきました。もとより

欠けた器ではありますが、所定まらぬ生活を献身的に支えてくれる妻智代子と子ども

たちの支えなくしてはこのような論文を完成させることはできな1かったでしょう。心

から感謝しています・本当にありがとう。
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